


















 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        左から Kodak 司令官代行、Gallen 法務長官 
 
（３）マーシャル諸島共和国 
   マーシャル諸島共和国の小型パトロール艇 2 隻（LOMORⅡ、

TARLAN04）は、海難救助や同国政府各省からの多くの依頼により、稼働

時間が他国と比較して非常に多い。また、時化た外洋を航行することから、

船体や船内の各部品に亀裂が見られた。特に、供与後、6 年が経過した

LOMORⅡはその傾向が顕著である。このため、本年の定期整備において、

2 隻に対して必要な修理を行い、さらには、整備研修を小型パトロール艇の

職員に対して実施した。このような現状の取組みにより、今後も活躍が期

待されるところであり、現状について 6 月に新たに就任された法務大臣と

も情報共有を行ったところ、大臣からは感謝の言葉があった。 
 
 
     
 
 
 
 
 
 
 

定期整備中の LOMORⅡ         Ading 法務大臣（中央） 
 
 
 

116

130

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        左から Kodak 司令官代行、Gallen 法務長官 
 
（３）マーシャル諸島共和国 
   マーシャル諸島共和国の小型パトロール艇 2 隻（LOMORⅡ、

TARLAN04）は、海難救助や同国政府各省からの多くの依頼により、稼働

時間が他国と比較して非常に多い。また、時化た外洋を航行することから、

船体や船内の各部品に亀裂が見られた。特に、供与後、6 年が経過した

LOMORⅡはその傾向が顕著である。このため、本年の定期整備において、

2 隻に対して必要な修理を行い、さらには、整備研修を小型パトロール艇の

職員に対して実施した。このような現状の取組みにより、今後も活躍が期

待されるところであり、現状について 6 月に新たに就任された法務大臣と

も情報共有を行ったところ、大臣からは感謝の言葉があった。 
 
 
     
 
 
 
 
 
 
 

定期整備中の LOMORⅡ         Ading 法務大臣（中央） 
 
 
 

116

130



４ 今後の取組み 
ミクロネシア 3 国への支援については、各国に対し、小型パトロール艇、通

信設備を供与した後、各国政府関係者と検討を継続し、高速救難艇（ゴムボー

ト）や操船シミュレータ、追加の小型パトロール艇、VHF 無線レピーターなど、

それぞれの国の状況に応じて、効果的・効率的な支援を検討し、実行してきた。 
このなかで、パラオについてはその支援をさらに広げ、海洋の持続可能性・

包括的な海洋管理の実現を目指し、より戦略的かつ包括的な支援を実施するこ

とが決定、官民国際会議を経て、2017 年に追加の小型パトロール艇の供与、巡

視船乗組員の人材育成（雇用・研修）が実施され、2018 年に 40ｍ型巡視船、係

留施設、庁舎の DMLE への供与、さらにはコーストガードアドバイザーが

DMLE に派遣された。 
これらの取組みにより、パラオにおける海上保安能力はハード面、ソフト面

ともに格段に強化され、また、豪州、米国ともさらに連携が深まることが期待

される。 
一方、ミクロネシア連邦にあっては、過去の座礁事故後、小型パトロール艇

は安全に運航されており、ある一定の運航体制は確保されているといえる。そ

こで、新規職員にもさらなる研修を行い、この体制を長期に渡って継続させる

ことを目指す。 
マーシャル諸島共和国にあっては、小型パトロール艇は十分に活用されてい

るため、運用経費支援や維持整備等を継続し、常時、遅滞なく稼働できる体制

を整える。 
今後もミクロネシア 3 国政府関係者等と意見交換を定期的に実施し、適切に

維持・運航できる体制を整えつつ、将来的に各国が独自に海上保安能力を維持・

強化できる体制となることを目指す。 
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日本海難防止協会シンガポール連絡事務所 

２０１８年 主要業務実績 

 

月 日 業務概要 

１月８日 賀詞交歓会出席（シンガポール） 

１月９日 船舶エンジンメーカーとの意見・情報交換（シンガポール） 

１月１１日 在星日系企業との意見・情報交換（シンガポール） 

１月１２日 在星日系マスコミ支局長との意見・情報交換（シンガポール）

１月１５日 造船所との海上保安能力強化支援プロジェクトに関する意見・

情報交換（シンガポール） 

１月１６日 日海防本部との打合せ（東京） 

１月１８～１９日 パラオ政府関係者との海上保安能力強化支援プロジェクトに関

する意見・情報交換（パラオ） 

１月２２～２３日 日海防本部出張者との打合せ、造船所訪問同行（シンガポール）

１月２４日 シンガポール海峡調査（シンガポール） 

１月３０日 インドネシア海運総局長との意見・情報交換（インドネシア）

１月３１日 船舶代理店との意見・情報交換（シンガポール） 

２月６日 国土交通省海事局との意見・情報交換（東京） 

２月７日 日海防本部との意見・情報交換 

海上保安庁との意見・情報交換（東京） 

２月９～１１日 パラオ政府関係者との海上保安能力強化支援プロジェクトに関

する意見・情報交換（パラオ） 

２月１２日 パラオ 40メートル級巡視船等引渡式開催準備等（パラオ） 

２月１３日 パラオ 40メートル級巡視船等引渡式開催（パラオ） 

２月１４日 パラオ政府関係者との海上保安能力強化支援プロジェクトに関

する意見・情報交換（パラオ） 

２月２６～２８日 キリバス政府関係者との意見・情報交換（キリバス） 

２月２８日 在キリバス・オーストラリア大使館関係者との意見・情報交換

（キリバス） 

３月１５日 インドネシア海運総局関係者訪日に伴う事前準備 

日海防本部との意見・情報交換 

キリバス政府関係者との意見・情報交換（東京） 

３月１６日 インドネシア海運総局関係者訪日に伴う支援業務 

マラッカ海峡協議会との意見・情報交換 

国土交通省海事局との意見・情報交換（東京） 
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３月１９～２０日 日海防本部との意見・情報交換（東京） 

３月２４日 日本財団との意見・情報交換（東京） 

３月２７日 在星日系マスコミ支局長との意見・情報交換（シンガポール）

４月６日 インドネシア海運総局との意見・情報交換（インドネシア） 

４月９日 日海防本部との意見・情報交換（東京） 

４月１１～１６日 パラオ政府関係者との海上保安能力強化支援プロジェクトに関

する意見・情報交換（パラオ） 

４月１７日 日本財団との意見・情報交換 

日海防本部との意見・情報交換（東京） 

４月２４～２５日 在フィジー日本国大使館等との意見・情報交換（フィジー） 

４月２６日 在豪日系マスコミ支局長との意見・情報交換（豪州） 

５月３～４日 第 20回航行援助施設基金委員会出席（マレーシア） 

５月８日 JETRO シンガポール関係者との意見・情報交換（シンガポール）

５月９日 インドネシア海運総局長との意見・情報交換（インドネシア）

５月１６日 笹川平和財団との意見・情報交換（東京） 

５月１７日 日本財団との意見・情報交換 

キリバス政府関係者との意見・情報交換 

国土交通省海事局との意見・情報交換（東京） 

５月２２日 シンガポール警察沿岸警備隊との意見・情報交換（シンガポー

ル） 

５月３０～６月２日 ミクロネシア連邦政府関係者との海上保安能力強化支援プロジ

ェクトに関する意見・情報交換（ミクロネシア連邦） 

６月５日 在星日系マスコミ支局長との意見・情報交換（シンガポール）

６月８日 日海防本部との打合せ（東京） 

６月１１日 駐日インドネシア共和国大使館との意見・情報交換（東京） 

６月１２日 日本財団との意見・情報交換（東京） 

６月１４日 造船所との打合せ（フィリピン） 

６月２０日 International Safety @ Sea 会議出席（シンガポール） 

６月２１日 在星海運会社との意見・情報交換 

IFC 主催 Shared Awareness セミナー出席（シンガポール） 

６月２２日 在シンガポール日本国大使館主催自衛隊記念日レセプション参

加（シンガポール） 

６月２６日 インドネシア海運総局との意見・情報交換（インドネシア） 

７月４～５日 ナウル共和国政府関係者との意見・情報交換（ナウル） 

７月１２日 日本財団との意見・情報交換 
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日海防本部との意見・情報交換（東京） 

７月１６～２０日 海上保安庁練習船「こじま」入港に伴う支援業務（シンガポー

ル） 

７月２３日 在フィジーツバル政府関係者との意見・情報交換（フィジー）

７月２４～２５日 ツバル政府関係者との意見・情報交換（ツバル） 

８月７日 笹川記念基金事業による海上保安学校学生来星に伴う支援業務

（シンガポール） 

８月９日 在フィリピン JICA 専門家との意見・情報交換（フィリピン） 

８月１０日 在フィリピン日本国大使館との意見・情報交換（フィリピン）

８月１３～１４日 パラオ政府関係者との海上保安能力強化支援プロジェクトに関

する意見・情報交換（パラオ） 

８月１６日 シンガポール警察沿岸警備隊との意見・情報交換 

航海訓練所所属、練習船「銀河丸」レセプション出席（シンガ

ポール） 

８月２０日 在星インドネシア大使館主催レセプション出席（シンガポール）

８月２０日 日海防本部との意見・情報交換（東京） 

８月２１日 日本財団との意見・情報交換（東京） 

９月３～６日 太平洋諸島フォーラム及び関連会議出席（ナウル） 

９月１８日 日本財団との意見・情報交換 

日海防本部との意見・情報交換 

国土交通省海事局との意見・情報交換（東京） 

９月２０～２１日 第 21回航行援助施設基金委員会出席（マレーシア） 

９月２３日 日本財団との意見・情報交換（シンガポール） 

９月２４～２５日 第 11回マ・シ海峡協力フォーラム出席（シンガポール） 
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「マラッカ・シンガポール海峡は開かれ、安全、クリーンな状態であるべき」

シンガポールインフラ調整大臣兼運輸大臣 

 マラッカ・シンガポール海峡（以下「マ・シ海峡」という。）は、毎年８万隻以上の船舶

が通過し、世界の貿易量の約３分の１が同海峡を経由して輸送されている。 

 9 月 24 日、シンガポールのコー・ブンワン・インフラ調整大臣兼運輸大臣は、マ・シ海

峡の航行安全及び環境保全に関する協力メカニズムを構成する３本柱の１つである第 11回

協力フォーラムにおいて、石油供給量の約６分の１がマ・シ海峡を通過することについて

言及し、同海峡の開かれ、安全で、クリーンな状態を確保することの重要性について述べ

た。 

 同フォーラムは、インドネシア、マレーシア及びシンガポール（以下「海峡沿岸三国」

という。）、及び国際的な海事関係団体が一堂に介し、マ・シ海峡に関する重要な課題につ

いて情報及び意見交換を行う場である。 

 同大臣は、シンガポールのグランド・ハイアット・ホテルで 2 日間にわたり開催された

協力フォーラムの開会式において、海峡沿岸三国は、連携の具体策を議論する場として同

フォーラムを有効に活用していると述べた。 

 同大臣は、「海峡沿岸三国及び日本がマ・シ海峡で実施する水路測量調査は、注目すべき

取組みであり、これによって集められたデータは、最新且つ高精度な電子海図の作成に使

用される計画である。」と述べた。 

 同プロジェクトは、昨年の開始以来、すでに４割近く完了しており、予定通り 2020 年に

完了する見込みである。 

 同大臣は、「海峡沿岸三国は、運用面での協力にも着手しており、油流出及び船舶事故と

いった緊急事態への対応能力の強化を図っている。」 

「つい先日、マレーシアと合同で化学物質の流出を想定した演習を実施した。また、フ

ェリー事故に備えた緊急時対応策についてもインドネシアの協力のもと見直しを図ってい

る。」と述べた。 

 同大臣はスピーチの中で、今後起こり得る課題を予測し対処することの重要性について

も言及した。 

 その一例として、技術の急速な進歩に遅れをとることなく、そこから得られる恩恵を十

分に活用することが挙げられる。 

 同大臣は、「例えば、船舶に搭載されているセンサーやその他の高性能システムといった

技術を活用することによって、より安全な船舶輸送を可能にする。一方で、航行中の事故

防止についての課題があることから、Ｅ－ナビゲーションの導入は重要な取り組みといえ

る。」と述べた。 

 その他の課題として、クリーンで持続可能な海上輸送の確立が挙げられる。 

 同大臣は、全ての利害関係者による連携した取組み及び協力が不可欠であると強調した。 

 同大臣は、約８０の海事関係団体からの１８０名近い参加者及び在シンガポールの各国
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大使館関係者に対し、「安全且つクリーン、また、全ての利用者にとって開かれたマ・シ海

峡を確保するという共通する目標を見据え続けるべきである。」と述べた。 

 同フォーラムには、インドネシア運輸省のアグス・プルノモ海運総局長及びマレーシア

運輸省のバハリン・アブドュル・ハミッド海事局長らも出席した。 

（2018 年 9 月 25 日 The Straits Times） 
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シージャパン：日本財団、無人運航船の認知度向上を目指し 

支援を実施する意向 

4 月 11 日、東京で開催された Sea Japan2018 の開会式において、日本及びノルウェーの

基調講演者は、無人運航船及び海運業界における技術開発を主要テーマとして取り上げた。 

 無人運航船の開発については、日本財団の海野光行常務理事及びノルウェーのダニエ

ル・ビャルマン・シモンセン貿易産業副大臣の両名がそれぞれの基調講演の中で取り上げ、

無人運航船がもたらす大きな変化の可能性について強調した。 

同副大臣は、「スマートフォンが世界中の人々の生活を激変させたように、無人運航船が

海運業界に変化をもたらすという意見がある中、無人運航船の実用化に向けた改革が進め

られようとしている。私は、ノルウェーと日本がこの改革のリーダーとなることを確信し

ている。」と述べた。 

 同常務理事は、海運業界が予想以上に急速な変化を遂げてきたことについて言及した。

無人運航船の発展における重要な要素は、船舶の無人化が人々の生活に及ぼす影響である

とし、造船、物流及び保険といった業界に変革を引き起こす可能性についても指摘した。 

同常務理事は、弊紙のインタビューに対し、海運業界自体が無人運航船というコンセプ

トの導入を歓迎していないのではないかという懸念を示した。 

 また、「残念なことに、現時点では、ほとんどの海運業界関係者が抵抗を示しており、行

動を起こしているのは政府だけである。業界関係者の参加が少ないことは我々の懸念事項

である。無人運航船を発展させるため、より広いプラットフォームを構築することが日本

財団の責任の一つだと考えている。」と述べた。 

 同財団は、これまで世界規模で海運業界に対する支援を行っており、航行安全の分野等、

幅広い取組みに資金の提供及び支援を実施してきた。 

 同財団は、一般の人々が無人運航船の実用化について理解することで開発への支援が得

られると確信しており、それに向けた取組みとして、2040 年の海運業界の動向を予測し、

来年中に公表するとしている。 

同常務理事は、「無人運航船については、主に専門家間で議論されてきたが、一般の人に

参加する機会を提供するため、より多くの情報を公開することが日本財団の役割のひとつ

だと思う。ほとんどの国民は無人運航船について耳にしたことがなく、これは存在してい

ないことに等しい。」と述べた。 

また、船舶の無人化による雇用への影響が懸念されていることについては、多くの人々

が陸上での支援業務に従事することとなり、船員を含む幅広い技能を持つ人材が必要とな

るとしている。 

同財団は、現在のところ、無人運航船の実用化について研究を行っている日本国内の企

業 1社にのみ資金を提供しているが、その他の支援対象についても検討中である。 

同常務理事は、「ベンチャー企業や様々な業界に対する資金援助についても検討したい。

無人運航船に関連する企業へ資金を提供するため、新しい制度の可能性についても考える
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Quah Ley Hoon 氏、2019 年 1 月 1 日から MPA 新長官に就任 

 10 月 15 日、シンガポール運輸省は、シンガポール海事港湾庁（MPA）の新長官として、

Quah Ley Hoon 氏（42 歳）が 2019 年 1月 1日より就任すると発表した。 

 今年 11 月 1 日より MPA 長官（予定者）として入庁する Quah 氏は、シンガポール首相府

旧国家人口事務局、財務省およびメディアコープ等、様々な機関において役職を歴任。フ

ランスのパンテオン・ソルボンヌ大学で経済学学位を取得後、スイスの国際経営開発研究

所において MBA を取得した。 

 Quah 氏は、2014 年に MPA 長官に就任したアンドリュー・タン氏（51 歳）の後を引き継ぐ

ことになる。タン氏は、新たな分野に挑戦するため、年末に行政管理職の職務を退く。 

 タン氏は、MPA 長官任期中の 5年間、トゥアスの新ターミナル計画、専門組織の設立、同

国初の海事分野における促進プログラム『Port Innovation Ecosystem Reimagined @ 

Block71』、技術革新による生産性及び安全ソリューションの検証を実施する『MPA Living 

Lab』の構想及び計画策定に尽力した。 

 また、2015 年及び 2017 年には、シンガポールを国際海事機関（IMO）理事国再選へと導

いた。更に、各国の港湾管理者間の連携を推進するため、ベストプラクティスのためのコ

ミュニティとして Port Authorities Roundtable（港湾管理者円卓会議）を設立した。 

  （2018 年 10 月 16 日 The Straits Times） 
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マラッカ海峡における共同水路測量調査、第 2フェーズの開始 

 3 月 5日、マラッカ海峡及びシンガポール周辺海域における共同水路測量調査の第 2フェ

ーズが開始された。 

 この取組みは、昨年 10 月にマレーシアのコタキナバルで開催された第 10 回協力フォー

ラムにおいて、シンガポール、マレーシア及びインドネシアによって締結された合意文書

に基づき同 3国が実施するものである。 

 調査で集められたデータは、航海用電子海図をより高精度なものに更新し、世界有数の

輻輳海域である同海峡の航行安全の向上及び航路の設定に活用される。 

 シンガポール海事港湾庁（MPA）が同日発表したところによると、日・ASEAN 統合基金を

活用する第 2フェーズは、2020 年に完了する見込みである。 

 また、この取組みは、マラッカ・シンガポール海峡における航行安全及び海洋環境保全

の向上において、同 3国と日本の強固な協力関係を示すものであるとしている。 

 第 2 フェーズでは、第 1 フェーズで未調査のマラッカ海峡のワン・ファザム・バンクか

らシンガポール海峡の東端に位置するホースバーグに至る分離通行帯内の 30 メートル以浅

の海域において調査を行う。 

 2016 年に完了した第１フェーズでは、緊急に測量する必要があった 5 海域を中心に調査

が実施された。 

（2018 年 3 月 5 日 The Straits Times） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

153

5 
 

マラッカ海峡における共同水路測量調査、第 2フェーズの開始 

 3 月 5日、マラッカ海峡及びシンガポール周辺海域における共同水路測量調査の第 2フェ

ーズが開始された。 

 この取組みは、昨年 10 月にマレーシアのコタキナバルで開催された第 10 回協力フォー

ラムにおいて、シンガポール、マレーシア及びインドネシアによって締結された合意文書

に基づき同 3国が実施するものである。 

 調査で集められたデータは、航海用電子海図をより高精度なものに更新し、世界有数の

輻輳海域である同海峡の航行安全の向上及び航路の設定に活用される。 

 シンガポール海事港湾庁（MPA）が同日発表したところによると、日・ASEAN 統合基金を

活用する第 2フェーズは、2020 年に完了する見込みである。 

 また、この取組みは、マラッカ・シンガポール海峡における航行安全及び海洋環境保全

の向上において、同 3国と日本の強固な協力関係を示すものであるとしている。 

 第 2 フェーズでは、第 1 フェーズで未調査のマラッカ海峡のワン・ファザム・バンクか

らシンガポール海峡の東端に位置するホースバーグに至る分離通行帯内の 30 メートル以浅

の海域において調査を行う。 

 2016 年に完了した第１フェーズでは、緊急に測量する必要があった 5 海域を中心に調査

が実施された。 

（2018 年 3 月 5 日 The Straits Times） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

153



6 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

154

6 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

154



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

その他参考 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

155

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

その他参考 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

155



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

156

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

156



7 

中国による軍事拠点建設に対して豪州は介入すべき 

 専門家らは、中国への対抗措置として、豪州による介入及び外交戦略の再検討が必要で

あるとしている。 

フェアファックス・メディアが火曜に伝えたところによると、中国は、完全な機能を備

えた軍事基地の建設を最終目的とし、バヌアツに接触を図っている。初の海外軍事拠点と

して、すでにアフリカのジブチに基地を保有している。 

 バヌアツ政府は、同国北部に位置するエスピリトゥサント島における岸壁の建設資金を

含め、すでに中国から援助を受けており、新たな首相官邸建設に対する資金についても確

約を得ている。 

オーストラリア戦略政策研究所のマルコム・デイビス氏は、「この件に関し、キャンベ

ラの防衛関係者は夜を徹して対策を練ることになるだろう。」と述べた。 

中国軍の基地が建設されれば、豪州沿岸と同基地との距離はわずか 2 千キロとなり、太

平洋地域における中国政府の意志を米国に知らしめることにもなる。 

専門家は、この計画は段階的に進むものと思われるが仮に完成すれば豪州政府の防衛力

及び戦略に大きな影響を及ぼすとしている。デイビス氏は、豪州政府は、バヌアツにおけ

る基地の建設を注視し続けるべきであり、既存の軍事組織の対応能力を見直す必要がある

としている。 

また、「基地の建設がどのように我々の戦略、武力体制及び方針に影響を及ぼすのか、我々

の戦略的環境について根本から考える必要があるだろう。」 

「基地が建設されれば、我々の戦略的状況が不利になることになる。その状況は、オー

ストラリアが戦略的に取り残されていた冷戦期とは全く異なるものとなるだろう。」 

「今回の基地建設及びその他の開発について、我々は最前線に立っている。従って、戦

略的な状況は急速に変化しており、確実に、我々の方針を、最新の情報を考慮し、戦略的

展望と一致したものとするため、2016 年の国防白書を踏まえた上での戦略の更新や再検討

が求められる可能性がある。」と述べた。 

 オーストラリア国立大学国家安全保障学院（National Security College）の教務部長、

マシュー・サセックス氏は、中国がバヌアツへ関心を持っているのは当然のことであり、

その脅威を誇張するべきではないとしている。 

また、「この軍事拠点は、中国が戦略的に重要と考える地域から遠く離れ隔絶された場所

に位置しており、大量の軍隊を展開する主要基地となることはない。しかしながら、米国

がいわば裏庭と見なしている海域に中国が関心を抱いているのは事実である。」と述べた。 

 バヌアツ外相は、中国との間で二国間会談が行われたことを否定しているものの、中国

の拡大に対抗するため、豪州政府による多大な外交努力は必要となるだろう。 

サセックス氏は、「豪州を地域支援と安全保障の枠組みの提供国と見なすバヌアツとの関

係をいかに適切に維持することができるのか、両国の関係をいかに強固にできるのか、多

くの点で豪州政府の外交手腕が試されることになる。」と述べた。 
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 また、「依然として豪州が主要援助国であることに変わりはないものの、様々な理由から

財政支援を削減しており、今回の問題は、これに伴う影響と言えるだろう。投資や財政支

援を受けることに慣れている国にその両方を提供する国が現れれば依存先が変わるのは当

然のことである。」と述べた。 

豪州における中国の影響について本を執筆したクライブ・ハミルトン教授は、豪州が太

平洋地域を放置したことにより中国が存在感を確立できたとしている。 

また、「豪州政府は、財政支援に係る新たな予算削減を計画しているが、その度に中国に

付け入る隙を与えているようなものである。政府が太平洋島嶼国に対し、我々の裏庭に留

まれば利益を守ることを確約すると明確に伝えることが戦略的に重要であると思う。」と述

べた。 

 ハミルトン教授は、中国は豪州と米国の同盟関係解体を望んでいるが、実際には、太平

洋において基地が建設されれば、同盟関係を脅かすものに対し、豪州政府はより抵抗を示

すだろうとしている。 

 また、「このような脅威に直面したことのない我々は、ある意味、完全に状況を理解し対

抗することができない。決して戦争ではないが、太平洋地域において覇権拡大を目論む者

の存在によって、厳しい状況に直面している。このような状況下において、通常であれば

米国との緊密な連携が求められるが、変人で危険な大統領によってトラウマ状態にあるた

め、その他の民主主義諸国との関係を再構築する必要がある。」と述べた。 

（2018 年 4 月 10 日 The Sydney Morning Herald） 

 

パラオ共和国が日本財団笹川会長に名誉市民の称号を授与 

パラオで4月13日に開催された上下院合同会議において、第10期パラオ国会（Olbiil Era 

Kelulau）は、日本財団の笹川陽平会長に名誉市民の称号を授与した。 

名誉市民は、パラオに対する貢献が認められた外国人に授与される称号である。 

笹川会長は、国会議員及びトミー・レメンゲサウ大統領に向けたスピーチの中で、パラ

オ共和国の名誉市民の称号を受けたこと、また、国会で発言する機会を得たことを大変光

栄に思うと述べた。 

日本財団は、パラオに対し多大な支援を行ってきた団体である。最近では、中型巡視船

PSS Kedam 及び 3隻の小型パトロール艇の供与、また、海上法令執行部（DMLE）の新庁舎を

建設しており、これらに伴う費用として 3,000 万米ドル以上の資金を提供している。 

日本財団の笹川会長は、「歴史的な繋がりが深く友好関係にある日本とパラオは、気候変

動、海洋資源の枯渇、汚染及びその他の問題に取り組む上で、理想的なパートナーである

と常に感じていた。」 

「日本財団は、パラオの海域を守るための支援を今後も継続する構えである。世界の海

を守るため、我々のパートナーシップで国際社会をリードすることができると確信してい

る。」と述べた。 
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パラオ政府から外国人に名誉市民の称号が授与されるのは極めて稀である。これまでに、

ジョン・マケイン米上院議員、リック・ペリー元テキサス州知事、スチュアート・ベック

元国連パラオ大使、アルベール 2 世モナコ公及びウィリアム・ヴィテラレイ博士らが同称

号を授与されている。    （2018 年 4 月 17 日 Island Times） 

 

フィジー共和国首相、日本財団の功績を称賛 

フィジー共和国のヴォレンゲ・バイニマラマ首相は、東京訪問中に日本財団の笹川陽平

会長と会談を行い、この中で様々な分野において人道援助を行う日本財団に対し敬意を表

した。 

フィジー共和国の代表団は、第 8回太平洋・島サミット（PALM8）に出席するため日本を

訪問中であり、バイニマラマ首相は、30 年前、太平洋島嶼国会議の開催を主導した笹川会

長との対面に喜びを示した。 

バイニマラマ首相は、日本財団が姉妹財団である笹川平和財団を通じフィジー共和国へ

の支援を行ってきたことに言及し、長年にわたりフィジー国民が受けてきた恩恵に対し感

謝を述べた。 

笹川平和財団は、海洋問題に関する専門家育成支援について重点的に取り組んでいる。 

笹川会長は、昨年ニューヨークで開催された国連海洋会議におけるフィジー共和国のリ

ーダーシップを称え、バイニマラマ首相に対し、気候変動問題に対処する上で重要である

リーダーシップを引き続き発揮することを求めた。 

笹川会長は、キャパシティ・ディベロップメントの面でフィジー共和国に協力していく

と述べた。 

バイニマラマ首相は、COP23 の議長国として、特に海洋コミュニティーにおける強靭性の

向上について笹川会長に進捗状況を報告するとともに、日本財団の専門的な助言を求めた。 

また、フィジー国民の逞しさを笹川会長が自身の目で確かめることを望んでおり、訪問

を歓迎すると述べた。 

日本財団は、関係団体を通じ、国内外において海上安全、食料安全保障、保健衛生及び

ネットワークの構築等、様々な分野において人道援助を行っている。 

（2018 年 5 月 18 日 Fiji Sun Online） 

 

 

 

 

 

 

 

 

159

9 

パラオ政府から外国人に名誉市民の称号が授与されるのは極めて稀である。これまでに、

ジョン・マケイン米上院議員、リック・ペリー元テキサス州知事、スチュアート・ベック

元国連パラオ大使、アルベール 2 世モナコ公及びウィリアム・ヴィテラレイ博士らが同称

号を授与されている。    （2018 年 4 月 17 日 Island Times） 

 

フィジー共和国首相、日本財団の功績を称賛 

フィジー共和国のヴォレンゲ・バイニマラマ首相は、東京訪問中に日本財団の笹川陽平

会長と会談を行い、この中で様々な分野において人道援助を行う日本財団に対し敬意を表

した。 

フィジー共和国の代表団は、第 8回太平洋・島サミット（PALM8）に出席するため日本を

訪問中であり、バイニマラマ首相は、30 年前、太平洋島嶼国会議の開催を主導した笹川会

長との対面に喜びを示した。 

バイニマラマ首相は、日本財団が姉妹財団である笹川平和財団を通じフィジー共和国へ

の支援を行ってきたことに言及し、長年にわたりフィジー国民が受けてきた恩恵に対し感

謝を述べた。 

笹川平和財団は、海洋問題に関する専門家育成支援について重点的に取り組んでいる。 

笹川会長は、昨年ニューヨークで開催された国連海洋会議におけるフィジー共和国のリ

ーダーシップを称え、バイニマラマ首相に対し、気候変動問題に対処する上で重要である

リーダーシップを引き続き発揮することを求めた。 

笹川会長は、キャパシティ・ディベロップメントの面でフィジー共和国に協力していく

と述べた。 

バイニマラマ首相は、COP23 の議長国として、特に海洋コミュニティーにおける強靭性の

向上について笹川会長に進捗状況を報告するとともに、日本財団の専門的な助言を求めた。 

また、フィジー国民の逞しさを笹川会長が自身の目で確かめることを望んでおり、訪問

を歓迎すると述べた。 

日本財団は、関係団体を通じ、国内外において海上安全、食料安全保障、保健衛生及び

ネットワークの構築等、様々な分野において人道援助を行っている。 

（2018 年 5 月 18 日 Fiji Sun Online） 

 

 

 

 

 

 

 

 

159



10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

160

10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

160



11 

太平洋島嶼国・東南アジア等に関する動き 

 

SRO No 国別 内容 

18-006 ア メ リ

カ 

アメリカ海兵隊が、南太平洋で実施される軍事訓練の前に、中国の支

援によって建設されたバヌアツの埠頭の現地調査を実施 

18-011 ア メ リ

カ 

アメリカ国務省高官は、太平洋島嶼国に借金を背負わせるようなイン

フラ整備等の援助をすべきではないと中国の援助姿勢に懸念を表明 

18-014 ア メ リ

カ 

パプアニューギニアのマヌス島とナウルにあるオーストラリアの難民

拘留センターに滞在していた難民 286 名が、オーストラリアとアメリ

カの協定によりアメリカへ移送 

18-014 ア メ リ

カ 

バヌアツ大統領が、同国に第二次世界大戦時に存在したアメリカの軍

事施設を再度、建設させるべきと US Peace Corps の会合で発言 

18-014 ア メ リ

カ 

アメリカ政府機関の報告書（米中経済安全保障審査報告書）において、

「北マリアナ諸島のテニアン島にあるカジノリゾートへの中国の投資

が、島の米軍の計画を複雑にする可能性がある」と警告 

18-021 ア メ リ

カ 

アメリカ国務省報道官は、「エルサルバドルが、台湾との外交関係を断

絶したことに深く失望し、エルサルバドルとの関係を見直す」と発言

18-021 ア メ リ

カ 

アメリカ政府高官（国務省・国防省・沿岸警備隊等）が、9 月初旬に

ナウルで開催される第 30回太平洋諸島フォーラムに参加し、北朝鮮問

題、違法操業漁船対策、持続可能な開発等について議論する予定 

18-022 ア メ リ

カ 

海洋ゴミを回収するシステムをけん引したオーシャンパシフィックの

船が、太平洋のハワイとサンフランシスコの間に存在するゴミ密集海

域に向けてサンフランシスコを出港 

18-024 ア メ リ

カ 

アメリカが、パラオに設置する航空監視用レーダーを設置する土地を

保有する手続きを終える見込み 

18-024 ア メ リ

カ 

オーストラリアとアメリカは、パプアニューギニアにおける中国企業

による通信ケーブルの設置に共同して対抗すると、在オーストラリア

のアメリカ代理大使が明言 

18-026 ア メ リ

カ 

パプアニューギニアがアメリカとのシップライダー協定に合意 

18-027 ア メ リ

カ 

パラオが台湾との国交を維持することは地域（中国と台湾）の安定を

維持するものとして、アメリカ国務省高官は称賛 

18-027 ア メ リ

カ 

アメリカ海軍は、パラオ法務省人身取引防止事務所に簡易ベッドを供

与（簡易ベッドは、人身取引による被害者の緊急避難所において使用

される見込み） 
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18-028 ア メ リ

カ 

アメリカ政府高官は、パラオは海上防衛に関して孤立していないと発

言 

18-029 ア メ リ

カ 

アメリカの FBI 職員が、パラオの（法務省）職員に人身取引捜査訓練

を支援予定。また、アメリカ海兵隊もパラオの警察職員に軍事訓練を

支援予定 

18-031 ア メ リ

カ 

IUU 漁業に対抗するため、日本とアメリカは共同で研修を行い、太平

洋島嶼国を支援（日本において、12か国の太平洋島嶼国の職員を招聘

し、研修を実施） 

18-031 ア メ リ

カ 

フィジーはアメリカとのシップライダー協定に署名 

18-031 ア メ リ

カ 

中国の影響力の拡大に対抗するため、アメリカとオーストラリアはパ

プアニューギニアと協力して、同国マヌス島の海軍基地を再開発する

とアメリカ副大統領及びオーストラリア首相が表明（マヌス州知事は、

その実現を妨げる可能性を示唆） 

18-031 ア メ リ

カ 

APEC 首脳宣言は、 自由貿易をめぐるアメリカと中国の隔たりにより、

初めてまとまらず。議長であるパプアニューギニア首相は、「2020 年

までに自由で開かれた貿易を確保する」と閉幕にあたり発言 

18-032 ア メ リ

カ 

アメリカの社会・環境 NPO 団体（Heirs To Our Oceans）が、コロール

州政府等の協力のもとパラオで初めてプラスティック汚染フォーラム

を開催 

18-034 ア メ リ

カ 

フィジーがアメリカとのシップライダー協定に合意（フィジー国境警

備局は、アメリカ海軍の支援を受けて、海上における国境管理を強化）

18-034 ア メ リ

カ 

「アメリカは太平洋島嶼国から撤退することは決してなく、地域の安

全保障に責任を持つ」と同国国防関係者がメディアに明言 

18-035 ア メ リ

カ 

「アメリカが、太平洋島嶼国へのインフラプロジェクトグループに参

加予定（中国から太平洋島嶼国への融資の代替となる）」と ADB が発表

18-022 イ ギ リ

ス 

イギリスは、南太平洋島嶼国で実施するプロジェクトにおいて（現在

同国はフィジー、パプアニューギニア、ソロモン諸島、サモア、トン

ガ、バヌアツでプロジェクトを実施中）、使い捨てプラスチック製品の

使用を禁止する計画を表明（イギリスは気候変動対策に対応するため、

2020 年までに約 70億 US ドルを発展途上国に支援する見通し） 

18-012 インド インドネシア大統領とインド首相の会談に先立って行われた、海上安

全に関する技術的協力等に関する専門家会合において、インドネシア

政府高官は、インドがマラッカ海峡の監視活動に加わることは現実的

ではないと発言 
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18-012 インド インドの保健相が、同国の大臣としては初めてツバルを訪問し、医療、

IT、海洋、太陽光発電、教育分野について支援を表明 

18-017  インド インドは、国連と連携し、太平洋島嶼国 7 ヶ国（クック諸島、ミクロ

ネシア、キリバス、ナウル、マーシャル諸島、ソロモン、トンガ）の

気候変動対策を支援するために、同諸国職員を招聘し、研修を行う予

定 

17-028  イ ン ド

ネシア 

インドネシア海事担当調整相が違法操業漁船爆破の中止の決定をした

ことについての論争 

17-031 イ ン ド

ネシア 

インドネシアの BAKAMLA が 110ｍ級巡視船の導入等装備の拡充をはか

る 

17-032 イ ン ド

ネシア 

インドネシア海軍がバタム沖で 1 トンの覚せい剤を積んでいた漁船

（マレーシアから台湾向け、台湾人船員）を拘束 

17-033 イ ン ド

ネシア 

インドネシア警察がシンガポール船籍を偽装した船（台湾人船員）か

ら 1.6 トンの覚せい剤を押収（今月 2件目の摘発事例） 

17-036 イ ン ド

ネシア 

インドネシアの運輸大臣が同国の港湾、空港及び鉄道のプロジェクト

への投資をインドの投資家に呼びかける 

18-003 イ ン ド

ネシア 

インドネシア当局は、乗員が奴隷のような扱いを受けていると国際刑

事警察機構が警告した船を捕捉 

18-007 イ ン ド

ネシア 

インドネシアは、Google と提携し、違法操業の漁船の位置を把握しリ

アルタイムで拿捕 

18-012 イ ン ド

ネシア 

インドネシア大統領とインド首相の会談に先立って行われた、海上安

全に関する技術的協力等に関する専門家会合において、インドネシア

政府高官は、インドがマラッカ海峡の監視活動に加わることは現実的

ではないと発言 

18-022 イ ン ド

ネシア 

インドネシアは、太平洋島嶼国における IUU 漁業や海上プラスティッ

クゴミ対策での支援を表明し、その関与を強化。一方で、バヌアツ（国

連総会に西パプア州の住民の権利の実現に関する決議案を提出予定）

に対してはインドネシア領の西パプア州における同国の主権を尊重す

るように要求 

18-027 イ ン ド

ネシア 

インドネシアの外務大臣と海洋水産大臣は、今月同国で実施される

Ocean Conference において、持続可能な海洋保護に関する国際公約を

強化するためにレビューするメカニズムを提案（同会議には、モナコ

大公アルベール 2世、ナウル大統領、パナマの副大統領も参加予定）

18-029 イ ン ド

ネシア 

インドネシア大統領が、Our Ocean Conference において、パラオ大統

領と二国間会談 
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18-032 イ ン ド

ネシア 

インドネシアのバタム市は、プラスティックごみを輸入、加工、再利

用するという投資計画について、環境を汚染するものとして拒否 

18-034 イ ン ド

ネシア 

「インドネシア海事調整大臣が、同国（バリ島含む）への観光客を対

象に、ごみ処理のための税を徴収する計画を検討している」と同国地

元通信社が話す 

18-020 ウ オ リ

ス・フツ

ナ 

フランス領のウォリス・フツナ諸島は、来月のナウルでの太平洋諸島

フォーラムサミットにおいて、準メンバーとして認められる予定 

17-028  オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアの国際開発相の「中国による太平洋島嶼国への支援は

好ましくない条件での貸し付けを行い、役に立たない建物と不要な道

を作っている」という趣旨の発言について、中国が正式に抗議 

17-028  オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアの外相が中国との応酬を鎮静化させる 

17-029 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストリアは、太平洋島嶼国の発展にどのように関与していくのか、

中国の同諸国への支援を踏まえて振り返ることが必要 

17-029 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアは、太平洋島嶼国において拡大する中国の役割に、ど

のように対応するべきか 

17-031 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

中国企業によるソロモンへの海底ケーブルの設置に関し、オーストラ

リアが、安全上の観点から新たな契約の締結を検討へ 

17-031 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアが、太平洋における航空機による監視プログラムを導

入へ 

17-033 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリア政府が、民間機を利用したパラオとミクロネシアにお

ける航空監視プログラムに対して資金提供へ 

17-035 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

ニュージーランドの警告にもかかわらず、オーストラリア首相は中国

の太平洋諸国への援助を歓迎すると表明 

17-036 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリア防衛省が、太平洋監視プログラムの一貫として、民間

機による航空監視を開始し、違法漁船等への対策を強化 
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17-036 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアの外相及び国際開発相がトンガを訪問し、サイクロン

からの復興の支援を約束 

17-036 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアの外相がパプアニューギニアとトンガを訪問し、太平

洋島嶼国との関係強化を目指す 

18-001 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアの国際開発相が、同国と太平洋島嶼国の教育機関同士

の関係強化を支援すると発言 

18-003 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

中国による軍事拠点建設に対して豪州は介入すべき 

18-003 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアは中国の動きに確実かつ迅速に対応すべきと防衛研究

者が指摘 

18-003 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアの国防相は、中国によるバヌアツでの軍事基地建設に

関し、太平洋巡視船計画（Pacific Patrol Boat Program）について言

及しつつ、オーストラリアの南太平洋における影響力の大きさを指摘

18-003 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアの国際開発相は、太平洋島嶼国への他国による支援を

歓迎しつつも、透明性を欠いた支援に基づく島嶼国の借金を拡大させ

るべきではないと発言 

18-003 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリア政府は、太平洋島嶼国に拡大する中国の影響力に対抗

することを目的とした、オーストラリアとソロモンを結ぶ海底ケーブ

ルのプロジェクトを進めるため、ソロモンに政府高官を派遣 

18-006 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリア所在のカナダ系企業が、船舶のコンテナを活用して野

菜を栽培することにより、食品廃棄物やフードマイレージ（食料の輸

送距離）を減らす取り組みを開始 

18-006 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアの国際開発相が、自国の国民が外国への支援の増加を

望んでいないと発言 

18-006 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアの防衛相は、太平洋島嶼国における海上監視プログラ

ムの一環として、新たに東ティモールへ 2 隻の巡視船を配備し、同プ

ログラムによる巡視船の配備隻数を計 19 隻から 21 隻に増強するこ

とを発表 

18-006 オースト

ラリア 

バヌアツの首相は、オーストラリア首相に対して、中国の軍事施設を

国内に作らせないことを明言 
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ア 
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18-006 オ ー ス

ト ラ リ

ア 
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ログラムによる巡視船の配備隻数を計 19 隻から 21 隻に増強するこ

とを発表 
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18-007 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアは、パプアニューギニア・ソロモン諸島間の高速イン

ターネットケーブル敷設への支援を約束 

18-007 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアの 2017－2018 年における太平洋島嶼国への支援額 

18-008 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアは、太平洋島嶼国への中国の影響の高まりに伴い、同

諸国への援助を引き上げ（パプアニューギニアやソロモンへの海底通

信ケーブルの設置プロジェクト支援等に、約 10 億ドルを支援） 

18-008 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアがツバルに大使館を開設へ 

18-008 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアの年間の対外援助予算（42億ドル）は、国家予算に占

める割合としては過去最低レベル（グラフ参照）であり、このうち、

太平洋島嶼国への援助は最大の割合（13 億ドル）を占める 

18-008 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストアリアの内務大臣は、1,000 人以上の亡命希望者がパプアニ

ューギニアとナウルの難民キャンプにおり、その多数が受け入れ先が

見つからず残される見通しと発言 

18-009 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアの政府高官は、「太平洋島嶼国やアジア諸国は中国の援

助により多額の債務を抱えることを警戒すべき」と指摘 

18-009 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアの外相が国際開発相らと共にパラオ、ミクロネシア、

マーシャル諸島を 6月に訪問する予定 

18-009 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアを始めとする太平洋島嶼国に戦略的な関心を持つ国

は、日本が開催している PALM を通じた様々な取組が同諸国との長期的

かつ積極的な協力関係を実証していることを認識することが重要 

18-012 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアが、太平洋海上監視プログラムの一環としてパプアニ

ューギニアに本年中に供与する新たな 40ｍ型巡視船（1600 万 AU＄）

がパースで進水 

18-012 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアの外相と国際開発相が、パラオ、ミクロネシア、マー

シャル諸島を訪問し、政府首脳と会談を予定 

18-013 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリア海軍の最大の軍艦がトンガに寄港。オーストラリアの

国防相は、この寄港は海軍の重要な年間活動の 1 つであり、地域の安

全と安定に大きく貢献していると発言 
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18-013 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアとソロモン諸島の間の海底通信ケーブルの敷設に関

し、ソロモン諸島が中国企業（Huawei）との契約を解除した後に、オ

ーストラリアは資金提供と建設の支援を行うことを約束 

18-013 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

ソロモン首相が、訪問先のオーストラリアにおいて、中国ではなく台

湾と国交を結ぶ太平洋島嶼国は圧力を受けていると発言 

18-013 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリア海軍は、スバ港に停泊している同国の軍艦等の情報収

集を目的として、同じ港に中国の衛星・ミサイル追跡艦が意図的に入

港していると疑念を持つ 

18-013 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

在フィジー中国大使は、スバ港に中国の衛星・ミサイル追跡艦がオー

ストラリア海軍の軍艦と同時期に入港したことは偶然であるとして、

情報収集を行っていることを否定 

18-013 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリア外相が、パラオの自然環境を保護しつつ観光産業を振

興するための取組みである Palau Pledge Initiative（パラオへ入国

する外国人は、自身のパスポートに押されたスタンプに署名を行い、

パラオの自然環境を尊重することを誓約する）のために、6万 USドル

を寄贈 

18-013 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

パラオ大統領は、オーストラリア外相の訪問を戦略的パートナーとし

ての同国のコミットメントを示すものとして歓迎 

18-013 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリア外相が、パラオ、ミクロネシアに続き、マーシャル諸

島を訪問し、同国首相と会談、また、オーストラリア等が 1,900 万 US

ドルをかけて支援する水と衛生プロジェクトに関して現地視察 

18-014 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

本年 9 月にナウルで開催される太平洋島嶼国フォーラム首脳会議で

は、同国にあるオーストラリアの難民拘留センターに滞在する難民の

窮状に着目されることが期待（ナウル政府は外国人メディアに対する

6,000US ドルの取材ビザを免除する見通し） 

18-014 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

パプアニューギニアのマヌス島とナウルにあるオーストラリアの難民

拘留センターに滞在していた難民 286 名が、オーストラリアとアメリ

カの協定によりアメリカへ移送 

18-014 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアの放送会社（Radio Australia）が予算不足により手放

した太平洋島嶼国への短波ラジオの周波数を中国企業が取得 

18-014 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアの外相は、「（中国の一帯一路構想に基づくインフラ整備に

関連し）オーストラリアは、太平洋島嶼国が主権を維持し、持続可能な経

済を有し、返済不可能な債務に陥らないように協力していく」と発言 
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18-014 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアの外相は、「（中国の一帯一路構想に基づくインフラ整

備に関連し）オーストラリアは、太平洋島嶼国が主権を維持し、持続

可能な経済を有し、返済不可能な債務に陥らないように協力していく」

と発言 

18-014 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

在オーストラリア中国大使は、（同国の支援が、返済不可能な借金を太

平洋島嶼国に負わせることで主権を危機にさらしているという）オー

ストラリア外相の発言を「愚かであり、中国は太平洋島嶼国と相互に

利益をもたらす対等な関係である」と反論 

18-015 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

台湾外務省は、昨年 9 月に緊急医療を必要とするナウルの亡命希望者

と難民を台湾に送ることを認める合意をオーストラリアとの間で締結

したことを公表（これまでに難民 10名が台湾で治療を受けているもの

の、オーストラリア政府は非公表） 

18-015 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアとバヌアツとの間の二国間安全保障条約交渉が開始 

18-015 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアがツバルに本年中に高等弁務官事務所（大使館に相当）

を設置する予定（現在、ツバルに大使館（又は相当するもの）を常設

しているのは台湾のみ。） 

18-015 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアの戦略政策研究所の報告書によると、中国企業

（Huawei）が同国の国会議員の出張の最大のスポンサーであることが

判明 

18-015 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアの前首相が、中国はオーストラリア（総人口約 2,500

万人）に滞在する 100 万人の華僑を利用して、オーストラリアやその

周辺地域に影響力をもたらしていると発言 

18-016  オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアと FFA が 10 年間のパートナーシップ協定（オーストラ

リアからの年間 500 万 AU＄の財政支援、ニウエ協定への財政支援、２

機の航空機による 1,400 時間の航空監視）に合意 

18-016  オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリア、ソロモン諸島及びパプアニューギニアは、中国の批

判を受けながらも、海底通信ケーブルの契約を締結（オーストラリア

は約 137 百万 US＄を支出予定） 

18-016  オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリア国立大学の研究者は、太平洋諸島フォーラム（PIF）は

ナウルの民主主義を押し進めるべきと発言 

18-016  オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアとニュージーランドは、中国の影響力が広がる中で、

太平洋島嶼国18ヶ国と新たな安全保障協定の締結に9月の太平洋諸島

フォーラム（PIF）で合意する予定とオーストラリア政府職員が発言 
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ア 
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18-016  オ ー ス
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ア 

オーストラリア、ソロモン諸島及びパプアニューギニアは、中国の批
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フォーラム（PIF）で合意する予定とオーストラリア政府職員が発言 
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18-016  オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアとニュージーランドは南太平洋島嶼国との安全保障協

定の締結に 9月に合意する予定 

18-016  オ ー ス

ト ラ リ

ア 

【新聞論説】オーストラリアとニュージーランドは南太平洋島嶼国と

の安全保障協定は、10年前の Biketawa 宣言の更新されたものであり、

中国に対抗するものではない 

18-018 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

【論説】オーストラリアが、（パプアニューギニアやソロモン諸島への

海底通信ケーブルの設置等を含め）太平洋島嶼国を支援する本当の意

図は何か、太平洋島嶼国での中国の影響力に対抗するためか？ 

18-019 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアが、太平洋島嶼国に供与する新たな監視船（21隻）の

最初の船（Guardian-class）が海上試運転を実施 

18-020 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

サモアの海上警察が、オーストラリアが供与した監視船が化学物質や

危険物を扱う際に必要な装備（60,000AU ドル相当：約 480 万円）を同

国から供与される 

18-021 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアの新首相はナウルでの太平洋諸島フォーラムに参加せ

ず、新外相が参加 

18-022 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアが資金を提供し、フォーラム漁業機関（FFA）が実施す

る新しい航空監視プログラムにより、メンバーの安全保障および海洋

分野における IUU 漁業等に対処・監視（最新の航行用監視機器と通信

機器を備えた小型飛行機２機が導入） 

18-024 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアの首相は、同国において会談したソロモン諸島の首相

に対して、気候変動対策（パリ協定の実行）に取り組むことを明言 

18-024 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアとアメリカは、パプアニューギニアにおける中国企業

による通信ケーブルの設置に共同して対抗すると、在オーストラリア

のアメリカ代理大使が明言 

18-026 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

ナウルの難民収容センターに関する厳格なメディア立ち入り制限政策

にオーストラリアが合意していたことが（同国政府は、これまでナウ

ルのメディア政策には関与していないと説明）、裁判所に提出された同

国政府機関の文書により判明 

18-026 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアの法執行機関関係者によれば、太平洋島嶼国は南アメ

リカからオーストラリア及びニュージーランドへ向かう麻薬の主要な

貿易ルートになっている（ソロモン諸島において、オーストラリアに

密輸されるコカインがヨット内で摘発） 
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18-027 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアは、パプアニューギニアからの要請に基づき、来月同

国で開催される APEC のために、戦闘機、軍艦、特殊部隊を派遣（9280

万 US ドル相当の経費）し、会議中の安全を確保 

18-028 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

 「オーストラリアは、パプアニューギニアに軍地基地を建設（既存の

基地の共同施設化）するとともに、海軍は南シナ海の係争地域におけ

る活動を強化している」とオーストラリア国防省職員が示唆 

18-029 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

 パプアニューギニア海軍所属の（オーストラリアが供与した）監視船

が、その 31年に及ぶ任務を終了し、オーストラリアに帰港。パプアニ

ューギニア海軍は、11 月下旬に代替となる新たな監視船（全 4隻のう

ち 2隻目）を受領する予定。 

18-029 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリア前外相は、中国が他の国に対して影響力を行使するこ

とがいかに容易であるか説明（オーストラリアと台湾の間で提案され

ていた自由貿易協定を、中国の圧力により、現政府が打ち切った可能

性を示す） 

18-029 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリア連邦警察が、パラオ警察職員の潜水訓練を支援 

18-030 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

 「オーストラリアは、20億 US ドルをかけて太平洋島嶼国のためのイ

ンフラ開発銀行の設立を行い、また、在外公館を複数の国（パラオ、

マーシャル諸島、フランス領ポリネシア、ニウエ、クック諸島）に設

置する等太平洋島嶼国との関係強化を進める」とオーストラリア首相

が説明 

18-031 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリア国防相は、南西太平洋地域において、新たに人道支援

や災害復旧に対応する軍艦を建造することを説明 

18-031 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアは、これまで一部の太平洋島嶼国に限定してきた自国

の労働スキーム（例：島嶼国からの季節労働者の容認）をすべての太

平洋島嶼国に開放することを発表（外務省内に、新たに太平洋島嶼国

を担当する部局を設置予定） 

18-031 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリア首相が発表した太平洋戦略（オーストラリアが太平洋

島嶼国への関与を強化するもの）に関して、APEC 首脳会議に先立ち、

「冷戦の意識によるもの」と中国外務副大臣が批判 

18-031 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

中国の影響力の拡大に対抗するため、アメリカとオーストラリアはパ

プアニューギニアと協力して、同国マヌス島の海軍基地を再開発する

とアメリカ副大統領及びオーストラリア首相が表明（マヌス州知事は、

その実現を妨げる可能性を示唆） 
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18-032 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリア財務大臣は、同国企業（APA Group）のガスネットワー

ク事業を香港の大手企業（CK Group）に売却する 130 億 AU＄の入札を

国家安全保障上の理由から許可せず 

18-033 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

【論説】オーストラリアは、戦略的な観点から、メラネシア地域だけ

ではなく、ミクロネシア地域も重要視すべき（オーストラリアは現在

ミクロネシアにのみ大使館を設置しているが、パラオ及びマーシャル

諸島にも設置予定） 

18-033 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

中国の南太平洋における影響の強まりが、オーストラリアを混乱に陥

れる（アメリカ、中国、オーストラリアが南太平洋島嶼国において、

港湾、サイバーインフラ、潜在的な軍事基地を確保しようと競争する

中で、同島嶼国は重要な地政学的地位を占める） 

18-033 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリアは、パプアニューギニアに新たな監視船の 1 隻目を供

与（これまで供与した監視船を代替し、今後 5 年間で、12 か国に 21

隻の監視船を供与する予定） 

18-034 オ ー ス

ト ラ リ

ア 

オーストラリア首相は、パラオに 2021 年までに同国の大使館を開設す

ることを発表 

18-019 韓国 フィジーの検事総長兼経済大臣は、同国で多くの事業を行うグレー

ス・ロード・カンパニーの創設者である韓国人牧師の逮捕は、フィジ

ー政府に影響を与えないと発言（コリアタイムズ紙は、韓国人牧師は、

フィジーでグレース・ロード教会 401 人の信者を監禁したことにより、

韓国で逮捕されたと報じている。） 

18-022 韓国 パラオ大統領が韓国で初めて開催された環境サミット（Global Green 

Island Summit）にて基調講演 

18-017  カ ン ボ

ジア 

「中国はカンボジアに対して、首都の道路建設費用として、351 百万

US ドルを貸し出す」とカンボジア財務省が発表（中国とカンボジアは

国交樹立 60 周年を迎え、両国間関係は非常に良い状態であることをカ

ンボジア外相も言及） 

18-032 カ ン ボ

ジア 

カンボジア首相は、同国に外国の軍事基地の設置は認めないと発言（カ

ンボジア南西部ココン州に中国が海軍基地設置を進めようとしている

という報道を否定） 

17-030 キ リ バ

ス 

キリバス大統領が、エルサレム首都認定の撤回に関する国連決議を棄

権した理由をメディアに説明 

17-030 キ リ バ

ス 

キリバスで行方不明となっていた 50 名乗りのフェリーの乗客のうち、

7 名が救助される 
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国交樹立 60 周年を迎え、両国間関係は非常に良い状態であることをカ

ンボジア外相も言及） 

18-032 カ ン ボ

ジア 

カンボジア首相は、同国に外国の軍事基地の設置は認めないと発言（カ

ンボジア南西部ココン州に中国が海軍基地設置を進めようとしている

という報道を否定） 

17-030 キ リ バ

ス 

キリバス大統領が、エルサレム首都認定の撤回に関する国連決議を棄

権した理由をメディアに説明 

17-030 キ リ バ

ス 

キリバスで行方不明となっていた 50 名乗りのフェリーの乗客のうち、

7名が救助される 
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17-031 キ リ バ

ス 

キリバス大統領府報道官は、沈没したフェリーは航行可能な証明は保

有していたと発表 

17-031 キ リ バ

ス 

フェリー沈没事故に関して様々な過誤が判明し、キリバス国民に怒り

が広がる 

17-031 キ リ バ

ス 

元キリバス首相がフェリーの沈没について政府に調査を要求 

17-032 キ リ バ

ス 

90 名以上が亡くなったキリバスのフェリー事故に関して、フェリー所

有者が捜査を受ける 

17-032 キ リ バ

ス 

フェリー事故の取材を無許可で行おうとした外国人（オーストラリ

ア・ニュージーランド）ジャーナリストが取材を禁止される 

17-032 キ リ バ

ス 

キリバス政府はフェリー事故の取材を無許可で行おうとした外国人ジ

ャーナリストを激しく非難 

17-032 キ リ バ

ス 

フィジーでキリバスのフェリー沈没事故の慰霊祭が行われる 

17-032 キ リ バ

ス 

ニュージーランドがキリバスへの海上安全分野の支援の強化を検討 

17-032 キ リ バ

ス 

シンガポールがキリバスとオープンスカイ協定を締結 

17-035 キ リ バ

ス 

キリバスにおけるフェリー事故の原因は、太平洋島嶼国におけるフェ

リー業界の構造的な問題であり、持続可能な支援が必要であると研究

者が指摘 

17-035 キ リ バ

ス 

フィジーで修理を終えた貨客船がキリバスへ戻る予定 

17-035 キ リ バ

ス 

キリバスのフェリー事故の調査において、事故前に乗組員が飲酒して

いたと思われることが判明 

17-035 キ リ バ

ス 

キリバス警察が、職員の育成に関しフィジー警察に更なる支援を依頼

17-035 キ リ バ

ス 

キリバスのトン元大統領が自国の国土消失に懸念を表明 

17-036 キ リ バ

ス 

キリバスのクリスマス島に、EU 開発基金とニュージーランド外務貿易

省の支援により 40年ぶりに電灯が設置 

17-036 キ リ バ

ス 

ニュージーランドがキリバスのフェリー事故の調査を支援するため

に、事故調査官を派遣 

17-036 キ リ バ

ス 

キリバスやソロモン諸島を含む４ヶ国が、国連の後発開発途上国

（LDCs）リストから外れる模様 
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17-036 キ リ バ

ス 

キリバス航空が 2018 年第一四半期にツバルとの定期便を就航 

17-036 キ リ バ

ス 

ニュージーランド空軍により行方不明となっていたキリバスの漁民を

発見 

18-001 キ リ バ

ス 

キリバスがココナッツ生産の発展を通じて国内経済成長を加速させる

新たなイニシアティブを国連開発計画（UNDP）と合意 

18-001 キ リ バ

ス 

アジア開発銀行と世界銀行がミクロネシア、キリバス、ナウルにおけ

る低価格かつ高速のインターネット回線普及に関して 3661 万ドル相

当の経済支援へ 

18-006 キ リ バ

ス 

キリバスのトン前首相が海洋開発に対する抗議行動に関するニュージ

ーランドの裁判の参考人に招致される 

18-007 キ リ バ

ス 

コモンウェルス首脳会議（CHOGM2018） において、キリバス大統領は

アメリカのトランプ大統領を自国に招聘し、気候変動の大きさを実感

させると発言 

18-007 キ リ バ

ス 

ニュージーランドは、キリバスとニウエの漁業者のために、緊急時に

自身の位置を発信する機器の導入を支援することを検討 

18-007 キ リ バ

ス 

キリバスで 1 月に沈没したフェリーは安全航海計画に従っていなかっ

たことが判明 

18-007 キ リ バ

ス 

キリバスの野党は、1月のフェリー事故に関し、政府を非難 

18-007 キ リ バ

ス 

キリバスの野党は、1 月のフェリー事故に関して政府を非難する動議

について発言することが許可された議員数が与野党間で不公平であっ

たと懸念を表明 

18-009 キ リ バ

ス 

キリバスの事故調査委員会は、同国のフェリー沈没事故報告の公表に

は更なる調査が必要と発言 

18-017  キ リ バ

ス 

キリバスが 39回目の独立記念日を迎えるにあたり、同国大統領は、今

後の長期的な発展計画であるキリバスビジョン 20について言及 

18-022 キ リ バ

ス 

キリバスの大統領は、本年 1 月の旅客船沈没事故の報告書はほぼ完成

し、現在、事故調査委員会による最終校正中であると議員に回答 

18-024 キ リ バ

ス 

キリバスとナウルの大統領が国連に対して、国連機関への台湾の参加

の承認を求める 

18-028 キ リ バ

ス 

 キリバスの首都タラワにおける水供給プロジェクトに GCF（Green 

Climate Fund）が支援（気候変動の影響により、地下水は既に重大な

影響を受けており、このプロジェクトによって、通年の清水供給が可

能となる。なお、総工費 5,800 万 US ドルのうち、2,800 万 US ドルを

GCF が支援するほか、キリバス政府、アジア開発銀行、世界銀行も支
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援。） 

18-032 キ リ バ

ス 

キリバス大統領は、台湾との関係を継続する方針に揺らぎはないと発

言 

18-032 キ リ バ

ス 

キリバスのフェリー沈没事故に関して、現政府が報告書を完成させた

にも関わらず、議会や国民に発表していないことから、同国の初代大

統領が現大統領に対して、責任回避のため事実を隠蔽しているとして

非難 

18-033 キ リ バ

ス 

80 名以上が亡くなったキリバスにおけるフェリー沈没事故に関し、同

国の独立調査委員会の報告書が警察に提出され、警察が関係者の調査

を開始（同報告書は議会に提出されるも未だ議員に公開されていない

ことを、フェリー沈没事故の地元選出議員（元大統領）が批判） 

18-033 キ リ バ

ス 

「キリバスの基金（sovereign wealth fund）がアメリカと中国の貿易

戦争の影響により 2,000万 USドルを失った」とキリバス財務相が2019 

年の国家予算発表に合わせて発言（一方で、同国の 2015－2017 年の

GDP 成長率の平均は、入漁料収入やドナーからの支援により、5％を記

録しており、2009－2014 年の 1.5％を上回る。また、海上安全、治安

の強化のため、新たに監視船乗員を 25名確保するための予算を計上）

17-020 グアム 台湾の総統が中国の異議にも関わらず、アメリカ領のグアムを訪問 

18-035 グアム 国連は、フランスとアメリカに対して太平洋島嶼国からそれぞれの軍

事基地（フランスの基地：ニューカレドニア及びフランス領ポリネシ

ア、アメリカの基地：グアムに 3か所）を撤退するように要請 

17-029 ク ッ ク

諸島 

クック諸島の財務相が中国の援助の意義・必要性を強く主張 

17-029 ク ッ ク

諸島 

中国がクック諸島の公的施設の改修のために 700 万ドル以上の援助を

実施へ 

17-032 ク ッ ク

諸島 

クックアイランドへの昨年の外国人訪問者が過去最高（161,362 人）

を記録。政府は、税収の増加を期待しつつ、持続可能性についても検

討 

17-032 ク ッ ク

諸島 

クック諸島で、国会議員を対象に、海上の入域税や海上資源に関する

税に関連したワークショップが開催（国連開発計画（UNDP）とニュー

ジーランド政府の支援） 

17-033 ク ッ ク

諸島 

クックアイランド政府は、海洋資源管理に関する法案を議会に提出 

18-001 ク ッ ク

諸島 

クックアイランドの首相が中国との関係は今後も強化していくとニュ

ージーランドにおいて発言 
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18-011 ク ッ ク

諸島 

太平洋における中国の影響：クック諸島の野党は、来月の選挙に勝利

した場合、中国からの支援を受けないことを表明 

18-030 ク ッ ク

諸島 

 「クック諸島は中国の一帯一路構想に賛同し、APEC において中国と

の合意文書に署名する予定である」とクック諸島財務大臣が発言（な

お、クック諸島はニュージーランドと事前の調整を実施） 

17-032 サ イ パ

ン 

デルタ航空が、日本からサイパン・パラオ向けのフライトを 5 月６日

から中止へ 

18-014 サ イ パ

ン 

日本の航空会社（Skymark Airlines）が東京とサイパン、東京とパラ

オ便を来年から就航予定 

18-035 サ イ パ

ン 

中国有数の旅行情報 Web サイトにおいて、（中国人観光客にとって）サ

イパンがパラオに倍近くの差をつけて太平洋島嶼国の中で最も人気の

ある場所となる 

17-027 サモア 中国がサモアの橋の改修等の大規模プロジェクト（計約 40 億ドル）を

支援へ 

17-028  サモア サモアの首相が、オーストラリアの国際開発相の発言に対して太平洋

島嶼国を侮辱するものと非難 

17-028  サモア 中国政府は、数十億ドルに及ぶ援助の一環として、サモアの警察訓練

センターの建設を支援 

17-028  サモア サモアの首相が、中国の投資がサモアの経済にとって唯一の支援と発

言 

17-029 サモア サモアの首相が、中国の投資はサモアの経済にとって必要であり促進

すべきと発言 

17-029 サモア サモアの首相が、オーストラリアの国際開発相の発言は太平洋島嶼国

を侮辱するものと発言 

17-031 サモア サモアが、中国によるプラスティックゴミ輸入禁止の決定に伴い、自

国のゴミ対策への対応を迫られる 

17-035 サモア サモアにおいて、鮫等の海洋生物保護のための初の閣僚級シンポジウ

ムが開催 

18-003 サモア サモア首相は、中国の軍事基地がその地域に脅威をもたらさないので

あれば、設置することは可能と発言 

18-007 サモア サモアの対外債務は昨年末に 10 億タラ（4 億 US ドル）に到達し、中

国が 1.6 憶ドル以上で最大債権国となっている（同国中央銀行のレポ

ート） 

18-007 サモア イギリスが安全政策上の観点から、2 年を目途にサモア、トンガ、バ

ヌアツを含む島嶼国に外交官を配置へ 
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18-011 サモア 日本はトンガと同国放送局の再建と災害早期警報システムの構築のた

めに、2,000 万 US ドルの援助を行うことに同国と合意。また、日本は

サモアへの医療機器の提供のために、180 万 US ドルの資金提供を行う

ことを公表 

18-012 サモア サモア政府が、地元住民のがん、心臓病、腎臓病の治療に関し、イン

ドの病院との医療提携に合意 

18-015 サモア サモア政府は、来年からビニール袋やストローといったプラスチック

製品を禁止することとしているが、その対象を拡大する可能性がある

ため、民間企業との間でこれらへの協力に関しての協議を実施 

18-015 サモア サモア国会は、昨年から入漁料収入が国家予算に組み込まれていない

ことに関して、同国政府を追及 

18-018 サモア サモアの中国に対する負債が、2017 年に 4.1 億 US ドルに増加（サモ

ア政府全体の負債（約 11憶 US ドル）の約 4割を占める） 

18-018 サモア サモアの首相は、（中国が援助をしていることを前提に）小国である同

国にとって外国からの支援は、道路や歩道の修理に必要であり、援助

国を限定するものではないと発言（サモア首相は、ニュージーランド

外相とも支援に関して会談を行う予定と発言） 

18-019 サモア サモア首相が、（アメリカのような大国も中国からの支援を必要として

いることを前提に）同国はどの国からも援助を受けることができると

発言 

18-019 サモア 観光ワークショップにおいて発言 

18-020 サモア サモア首相は、中国からの観光客（昨年は 3,000 人）をさらに呼び込

むために、来月、民間人も同行させて中国を訪問予定 

18-020 サモア サモアの海上警察が、オーストラリアが供与した監視船が化学物質や

危険物を扱う際に必要な装備（60,000AU ドル相当：約 480 万円）を同

国から供与される 

18-022 サモア 中国広東省の大学病院医師らが、サモアを訪問し、同国民 68名に対し

て、無料の眼科（白内障）手術を実施（今回の訪問治療は 4 年目であ

り、医師らは医療機器や薬もサモア政府に寄付） 

18-024 サモア 中国の国家主席とサモアの首相が北京で会談し、「中国は、サモアと気

候変動対策に共同して取り組み、二国間関係が深まることを期待する」

と中国国家主席が明言（一帯一路構想に対するサモアの賛同に改めて

言及） 

18-026 サモア サモア首相が、中国の首相と会談し、世界の将来はアジア・太平洋島

嶼国と中国が握っていると述べるとともに、自由貿易は太平洋島嶼国
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にとって重要であるとして、中国からの輸出に対して高関税をかける

政策をとるアメリカを批判 

18-027 サモア 「中国が提案する一帯一路構想は、世界だけではなく、気候変動対策

が必要なサモアのような南太平洋島嶼国にとって、多くの市場を開き、

発展の機会を提供するものである」と中国との協力を進めることをサ

モア首相はインタビューにて明言 

18-032 サモア 中国国家主席は、APEC の前に、国交のある太平洋島嶼国首脳と会談し、

一帯一路構想の下での二国間関係と現実的な協力に関し、意見交換（ミ

クロネシア首相は、中国との関係を高く評価し、貿易や観光において

協力を拡大し、同国から支援を受ける気候変動対策をさらに進めると

発言。サモア首相も同国とのプロジェクトを進めると発言） 

17-029 シ ン ガ

ポール 

シンガポールの海事産業発展のためのロードマップが明らかに 

17-032 シ ン ガ

ポール 

シンガポールがキリバスとオープンスカイ協定を締結 

17-035 シ ン ガ

ポール 

中国やシンガポール等のアジア諸国が北極海航路の将来に注視 

17-036 シ ン ガ

ポール 

海洋国家であるシンガポールの歴史と将来（ビデオ映像） 

18-006 シ ン ガ

ポール 

シンガポールにおいて、混雑状況の予測精度を向上させ衝突の危険性

を下げることにより、港内の安全を強化するための新たな技術を産学

官共同で開発へ（富士通が参加） 

18-006 シ ン ガ

ポール 

シンガポール沖でタンカーの衝突事故が発生、うち 1 隻からブタンガ

スが流出 

18-007 シ ン ガ

ポール 

シンガポールで海上におけるテロ・海賊行為の防止の任にあたってい

る海軍第 180 部隊について 

18-015 シ ン ガ

ポール 

シンガポールの裁判所は、同国の企業がオーストラリアの関連企業を

通じて、ナウルの国会議員に賄賂を贈ることにより、ナウルからリン

鉱石を輸入したことに対して、罰金を科す 

18-016  シ ン ガ

ポール 

シンガポール海事港湾庁の指示を無視してシンガポール領海内を航行

し、他船と衝突沈没したドミニカ籍船の中国人一等航海士（英語での

会話が困難）が 2年の懲役へ 

18-032 シ ン ガ

ポール 

「小島嶼国は、共通の関心事（防衛、気候変動、変動する外部環境へ

の適応）に関して、一体となって主張すべき」とシンガポール首相が

APEC において発言 
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18-034 シ ン ガ

ポール 

シンガポールとマレーシアの海上の境界に関する紛争の経緯 

・マレーシアが、同国南部ジョホールバル港の港域を拡張し、シンガ

ポールが主張する領海内（シンガポール西部チュアス周辺海域）にマ

レーシア公船が侵入 

・シンガポールはチュアス周辺の港域を拡張するとともに、同国海軍

及び沿岸警備隊を派遣し、マレーシア公船に領海侵入を警告 

・マレーシア及びシンガポール公船が、両国の海上境界付近で対峙す

る状態となり、両国政府間で対話を模索中 

18-035 シ ン ガ

ポール 

「マレーシアの公船は、シンガポールとの係争海域に関する両国の交

渉が終了するまで同海域に待機する」とマレーシア首相が発言 

18-035 シ ン ガ

ポール 

シンガポールは、国連海洋法条約第 298 条(1)（a）に基づき、マレー

シアとの海上境界紛争に関する第 3 者による仲裁又は裁定手続きを拒

否する宣言を国連に提出 

17-028  ス リ ラ

ンカ 

【論文引用】中国の夢である一帯一路は、属国としての見返りか？ス

リランカは教訓を示している 

18-007 ス リ ラ

ンカ 

(中国側からの融資を返済できなかった結果中国企業が運営すること

となった）スリランカ南端のハンバントタ港における貨物取扱量は非

常に少ない模様 

18-026 ス リ ラ

ンカ 

アメリカ、インド、中国の政府高官がスリランカ（首都コロンボ）で

開催されるシンポジウムに出席（インド洋沿岸国、利用国等関係者が

集まり、インド洋の将来を議論するもの。スリランカ大統領・首相、

国連の海洋大使のピーター・トンプソン氏も参加予定） 

17-036 ソ ロ モ

ン 

キリバスやソロモン諸島を含む４ヶ国が、国連の後発開発途上国

（LDCs）リストから外れる模様 

18-001 ソ ロ モ

ン 

「ソロモンの地方議員が公共サービスの不備に関する住民からの批判

をかわすために外国の支援を利用している」とトランスペアレンシー

（腐敗・汚職に取り組む国際ＮＧＯ）ソロモンが発言 

18-006 ソ ロ モ

ン 

オーストラリア政府は、太平洋島嶼国に拡大する中国の影響力に対抗

することを目的とした、オーストラリアとソロモンを結ぶ海底ケーブ

ルのプロジェクトを進めるため、ソロモンに政府高官を派遣 

18-007 ソ ロ モ

ン 

オーストラリアは、パプアニューギニア・ソロモン諸島間の高速イン

ターネットケーブル敷設への支援を約束 

18-007 ソ ロ モ

ン 

ソロモン諸島の政府関係者は、中国の支援を受けた空港開発プロジェ

クトが、オーストラリアの脅威とはならないと主張 

18-009 ソ ロ モ

ン 

ソロモン諸島がホニアラに太平洋島嶼国の首脳を招聘し、太平洋諸島

開発フォーラム（PIDF）を 7月に開催 
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る状態となり、両国政府間で対話を模索中 
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ポール 

「マレーシアの公船は、シンガポールとの係争海域に関する両国の交

渉が終了するまで同海域に待機する」とマレーシア首相が発言 
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【論文引用】中国の夢である一帯一路は、属国としての見返りか？ス

リランカは教訓を示している 
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集まり、インド洋の将来を議論するもの。スリランカ大統領・首相、

国連の海洋大使のピーター・トンプソン氏も参加予定） 

17-036 ソ ロ モ

ン 

キリバスやソロモン諸島を含む４ヶ国が、国連の後発開発途上国

（LDCs）リストから外れる模様 

18-001 ソ ロ モ

ン 

「ソロモンの地方議員が公共サービスの不備に関する住民からの批判

をかわすために外国の支援を利用している」とトランスペアレンシー

（腐敗・汚職に取り組む国際ＮＧＯ）ソロモンが発言 

18-006 ソ ロ モ

ン 

オーストラリア政府は、太平洋島嶼国に拡大する中国の影響力に対抗

することを目的とした、オーストラリアとソロモンを結ぶ海底ケーブ

ルのプロジェクトを進めるため、ソロモンに政府高官を派遣 

18-007 ソ ロ モ

ン 

オーストラリアは、パプアニューギニア・ソロモン諸島間の高速イン

ターネットケーブル敷設への支援を約束 

18-007 ソ ロ モ

ン 

ソロモン諸島の政府関係者は、中国の支援を受けた空港開発プロジェ

クトが、オーストラリアの脅威とはならないと主張 

18-009 ソ ロ モ

ン 

ソロモン諸島がホニアラに太平洋島嶼国の首脳を招聘し、太平洋諸島

開発フォーラム（PIDF）を 7月に開催 
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18-011 ソ ロ モ

ン 

台湾とソロモン諸島が首脳会談を行い、両国間の幅広い分野における

協力に基づいた緊密な関係を確認 

18-013 ソ ロ モ

ン 

ソロモン諸島首相は、中国の拡大する影響力に対抗するため、初めて

ニュージーランドを公式訪問し、同国からの更なる支援を要請 

18-013 ソ ロ モ

ン 

オーストラリアとソロモン諸島の間の海底通信ケーブルの敷設に関

し、ソロモン諸島が中国企業（Huawei）との契約を解除した後に、オ

ーストラリアは資金提供と建設の支援を行うことを約束 

18-013 ソ ロ モ

ン 

ソロモン首相が、訪問先のオーストラリアにおいて、中国ではなく台

湾と国交を結ぶ太平洋島嶼国は圧力を受けていると発言 

18-013 ソ ロ モ

ン 

7月4日〜6日にソロモン諸島のホニアラで開催予定である太平洋島嶼

国開発フォーラム（PIDF）首脳会議等が延期されることを同事務局が

公表 

18-015 ソ ロ モ

ン 

太平洋島嶼国における中国の台頭は、オーストラリアの影響力を削ぐ

可能性がある一方で、世界最大のインフラプロジェクトに参加する機

会を提供（ソロモン諸島において、中国企業による 10 憶 US ドル相当

の空港・埠頭建設プロジェクトが合意される見込み） 

18-015 ソ ロ モ

ン 

ソロモン諸島政府が初めて発行した報告書によれば、人口 60 万人のう

ち、その 12.7％にあたる 78,500 人が貧困層であることが判明 

18-016  ソ ロ モ

ン 

世界銀行は、ソロモン諸島における再生可能エネルギープロジェクト

を承認（現在、ソロモン諸島では 20％以下の国民しか電気を利用でき

ず、料金も非常に高い） 

18-016  ソ ロ モ

ン 

オーストラリア、ソロモン諸島及びパプアニューギニアは、中国の批

判を受けながらも、海底通信ケーブルの契約を締結（オーストラリア

は約 137 百万 US＄を支出予定） 

18-018 ソ ロ モ

ン 

ソロモン諸島の首相は、「英国から独立以来 40 年間、一般国民は経済

成長の恩恵を受けられておらず、今後は原材料の輸出を止め、原料の

加工や観光、農業分野に投資することが必要」と発言 

18-022 ソ ロ モ

ン 

ソロモン諸島ホニアラ港の安全性向上に向けた取り組みを強化するた

め、政府関係者、海運関係者等が集まる会議が開催（太平洋共同体（SPC）

による航行安全プロジェクトの一環） 

18-024 ソ ロ モ

ン 

オーストラリアの首相は、同国において会談したソロモン諸島の首相

に対して、気候変動対策（パリ協定の実行）に取り組むことを明言 

18-026 ソ ロ モ

ン 

ソロモン諸島は、パプアニューギニア（領ブーゲンビル自治州）との

国境付近（チョイスル州）に、来年初頭、国境管理支所を設置し、ブ

ーゲンビル島との人々の往来に関する国境管理を厳格化する予定 
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18-027 ソ ロ モ

ン 

環境団体（Global Witness）の調査：ソロモン諸島の森林が伐採され

（持続可能なレベルの約 20 倍が伐採）、木材需要の高い中国に輸出

（2017 年の輸出額は約 3億 7,800 万 US ドル） 

18-031 ソ ロ モ

ン 

「ソロモン諸島の国会議員が関与した 10 件の汚職事案に関し、警察が

捜査中である」と、ソロモン諸島警察庁長官が発言 

17-032 タイ タイ政府が物議を醸しているクラ運河計画の検証を開始 

17-032 タイ タイ政府報道官は、「現在提案されているクラ運河計画は、政府の優先

事項ではなく、検証の段階」と発言 

18-018 タイ PNA（ナウル協定）加盟国８か国との合弁企業（Pacifical）がタイの

企業と協力し、太平洋島嶼国で捕獲されたマグロ及びその加工品の原

産地を追跡し、確認することを可能とさせる。 

18-006 台湾 パプアニューギニア外相は、中国外相と自由貿易協定の締結に向けて

対話を行ったことを表明 

18-007 台湾 台湾が、太平洋諸島フォーラム（PIF）に対して 50 万 US ドルを支援 

18-008 台湾 台湾の高雄において、防衛ビジネスフォーラムが開催され、アメリカ

を含む多くの軍事関連企業が参加 

18-011 台湾 ナウル首相は、世界保健総会（WHA）等の国際会議に出席し、中国の反

対により参加することができない台湾のために意見を述べることを台

湾総統に約束するとともに、台湾と同国との関係は安定していると発

言 

18-011 台湾 西アフリカのブルキナファソは台湾との国交を断絶し、中国との国交

を再開（台湾との外交関係を持つ国は全世界で 18ヶ国に） 

18-011 台湾 【論説】台湾は、招待されなかった PALM8 においても重要な役割を果

たす（太平洋島嶼国の６ヶ国は台湾を承認） 

18-015 台湾 台湾外務省は、昨年 9 月に緊急医療を必要とするナウルの亡命希望者

と難民を台湾に送ることを認める合意をオーストラリアとの間で締結

したことを公表（これまでに難民 10名が台湾で治療を受けているもの

の、オーストラリア政府は非公表） 

18-016  台湾 台湾は、ナウルでの太平洋諸島フォーラム（PIF）開催等のために、同

国に 100 万 US＄を支援（中国の意向により、台湾は同フォーラムに出

席できない） 

18-018 台湾 台湾総統とマーシャル諸島大統領立ち合いのもと、両国の外相が、両

国人のビザ無し入国、海上監視分野での協力に関する二国間協定に署

名 
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を再開（台湾との外交関係を持つ国は全世界で 18ヶ国に） 
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18-015 台湾 台湾外務省は、昨年 9 月に緊急医療を必要とするナウルの亡命希望者

と難民を台湾に送ることを認める合意をオーストラリアとの間で締結
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18-018 台湾 台湾で先住民族の日を祝う記念行事の一環として、Austronesian 

Forum が開催（台湾を公式訪問しているマーシャル諸島大統領とグア

ムの知事を含む 12カ国の代表が開会式に出席） 

18-019 台湾 太平洋島嶼国における中国及び台湾からの債務額比較表 

18-019 台湾 【分析】台湾は太平洋島嶼国への支援において、どのようにして中国

と対抗するか（台湾による太平洋島嶼国への支援額表あり） 

18-022 台湾 台湾政府は、同国とパラオの国交関係を守るために、台湾野党系企業

が保有するパラオのホテルの売却を阻止 

18-022 台湾 台湾は、太平洋島嶼国のための医療基金（200 万 UＳドル相当）を設置

することを太平洋諸島フォーラムにて発表 

18-024 台湾 台湾が、太平洋島嶼国（パラオ、フィジー、バヌアツ、パプアニュー

ギニア、トンガ、キリバス、タヒチ、ツバル、西サモア、マーシャル

諸島、ナウル、ソロモン諸島、ハワイ州）から 22名を招聘し、リーダ

ーシッププログラム（さまざまな分野に関し、専門知識を台湾の関係

者から直接学ぶ）を実施 

18-024 台湾 ナウルと台湾の警察当局が、警察及び法執行分野での協力の促進に合

意 

18-026 台湾 台湾を承認する 17か国全ての首脳は、国連総会において、台湾が国際

機関に参加することを認めるよう要請。（太平洋島嶼国全体において

は、中国が台湾を上回る支援を行っているものの、台湾は人口の少な

い国を対象に支援を実施） 

18-026 台湾 パラオ大統領は、（同国内において台湾との国交を維持することに対す

る意見の相違があっても）台湾との国交を継続していくことを（台湾

の 107 回目の独立記念日を祝福する）同国総統宛ての書面にて表明 

18-028 台湾  4 人のパラオの若手警察官は、台湾の費用負担により、台湾の海軍大

学での研修に参加 

18-030 台湾 パラオと台湾は両国民のビザ免除協定に署名（11月末に発効） 

18-030 台湾  「台湾と国交のある太平洋島嶼国 6 か国は、APEC の前に中国が開催

する「中国・太平洋島嶼国サミット」に招待を受けるも参加しない」

と台湾外務省高官が議会の公聴会にて説明 

18-031 台湾 台湾外相が、マーシャル諸島との国交樹立 20 年を祝うため、同国を訪

問 

18-031 台湾 台湾総統は、パラオ大統領の国際社会における台湾の支持に対して感

謝を表明 
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18-031 台湾 パラオ大統領は、国連機関に台湾の参加が認められるように様々な方

策をとっていくと、訪問先の台湾で発言 

18-032 台湾 台湾外相がマーシャル諸島を訪問し、同国との協力を促進するための

2 つの協定（警備及び戦略的協力）に署名（台湾海巡署とマーシャル

諸島海上警察機関による海上救助合同訓練も視察） 

18-032 台湾 キリバス大統領は、台湾との関係を継続する方針に揺らぎはないと発

言 

18-033 台湾 台湾とパラオは 90 日以内の滞在を限度として入国ビザを 12 月 1 日よ

り相互に免除 

18-033 台湾 台湾総統が同国の統一地方選での敗北により、民進党党首を退任 

17-028  中国 国際水路機関は、沖縄諸島南方の日本から申請のあった海底地形の名

前について、34 箇所を承認し、中国からの申請は却下 

17-028  中国 オーストラリアの外相が中国との応酬を鎮静化させる 

17-028  中国 中国政府は、数十億ドルに及ぶ援助の一環として、サモアの警察訓練

センターの建設を支援 

17-028  中国 サモアの首相が、中国の投資がサモアの経済にとって唯一の支援と発

言 

17-028  中国 【論文引用】中国の夢である一帯一路は、属国としての見返りか？ス

リランカは教訓を示している 

17-029 中国 中国外務省がオーストラリアの国際開発相の批判に対して反論 

17-029 中国 中国による太平洋島嶼国への貸付けの増加に疑問 

17-029 中国 クック諸島の財務相が中国の援助の意義・必要性を強く主張 

17-029 中国 中国がクック諸島の公的施設の改修のために 700 万ドル以上の援助を

実施へ 

17-030 中国 海中の監視活動：中国は米軍基地のあるグアム近辺の海底に最先端の

音響センサーを設置し、海中を監視 

17-030 中国 中国が韓国を超えて LNG の世界第二位の輸入国へ（世界第一位の輸入

国は日本） 

17-030 中国 【マレーシア産業開発財政研究所（MIDF）レポート】中国の一帯一路

政策がマ・シ海峡における貿易を増加させマレーシアに利益をもたら

す 
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17-031 中国 サモアが、中国によるプラスティックゴミ輸入禁止の決定に伴い、自

国のゴミ対策への対応を迫られる 

17-031 中国 中国企業によるソロモンへの海底ケーブルの設置に関し、オーストラ

リアが、安全上の観点から新たな契約の締結を検討へ 

17-031 中国 フィジーが中国から救急車を 200 台受領 

17-032 中国 中国は北極政策に関する白書において、一帯一路構想の元での北極海

の管理への強い関与の意志を示す 

17-032 中国 アメリカから中国への原油輸出が増加 

17-032 中国 中国からパプアニューギニアへ初のチャーター機が就航へ 

17-033 中国 中国はサイクロンの被害を受けたトンガに対して、約 8,500 万円の援

助を申し出る 

17-035 中国 中国やシンガポール等のアジア諸国が北極海航路の将来に注視 

17-035 中国 トンガ国王が中国の習近平主席を表敬 

17-036 中国 再利用のためのプラスチックゴミの無料輸送に関し、SPREP（太平洋地

域環境計画）と中国の民間企業が合意 

18-001 中国 【論説】中国の一帯一路構想は経済的かつ政治的にも改善すべき点が

あるとアメリカの経済学者が指摘 

18-001 中国 中国人のパラオへの観光を制限する中国の施策の影響により、2017 年

最終四半期のパラオへの中国人観光客が前期と比較して 17％減少 

18-001 中国 中国人観光客が減少してもパラオにとっては大きな影響はないと同国

観光局職員が発言 

18-001 中国 在バヌアツ中国大使は、中国によるバヌアツへの軍事基地進出を否定

18-003 中国 返済が不可能な財政援助を行い、相手国を迅速に動かす中国の行動様

式 

18-003 中国 サモア首相は、中国の軍事基地がその地域に脅威をもたらさないので

あれば、設置することは可能と発言 

18-003 中国 パプアニューギニア政府は、地元住民に中国語を教えることを目的と

したコミュニティカレッジの設立を検討 

18-003 中国 パプアニューギニア首相は、ポートモレスビーの APEC 首脳会議予定地

である国際会議場（2,700 万ドル）と 6車線の高速道路（3,300 万ドル）
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の 2つの大規模な中国援助プロジェクトを正式に開設 

18-006 中国 中国の防衛企業が、クアラルンプールで開催された防衛兵器展示会で

東南アジア向けの製品を展示 

18-006 中国 アメリカ海兵隊が、南太平洋で実施される軍事訓練の前に、中国の支

援によって建設されたバヌアツの埠頭の現地調査を実施 

18-006 中国 バヌアツの野党の党首は、中国との親密な関係に疑問を表明し、中国

によるインフラ整備や支援を監視すべきと発言 

18-007 中国 ソロモン諸島の政府関係者は、中国の支援を受けた空港開発プロジェ

クトが、オーストラリアの脅威とはならないと主張 

18-007 中国 (中国側からの融資を返済できなかった結果中国企業が運営すること

となった）スリランカ南端のハンバントタ港における貨物取扱量は非

常に少ない模様 

18-007 中国 中国とオーストラリアの軍艦が南シナ海で接近 

18-007 中国 南シナ海に中国が設定した九段線（現在は破線）が、中国の研究機関

における調査の結果、実線を採用した図が学術誌に掲載される 

18-007 中国 フィジーの警察局長が、中国を訪問し、同国が支援する、合成薬物に

関する警察官の研修及びドローンの導入に関し議論する予定 

18-007 中国 中国の進出も考慮し、オーストラリア海軍の太平洋島嶼国への展開に

際しアメリカ海兵隊が参加へ 

18-007 中国 中国の外交官が、同国とサモアの関係は、太平洋諸島諸国との協力の

モデルとなっていると称賛 

18-008 中国 中国の支援（総額 5,400 万ドル）により、サモアの国際空港が拡張 

18-008 中国 中国による太平洋島嶼国のインフラプロジェクトへの投資が、アメリ

カ、オーストラリア、フランスにとって脅威になる 

18-011 中国 太平洋における中国の影響：クック諸島の野党は、来月の選挙に勝利

した場合、中国からの支援を受けないことを表明 

18-011 中国 西アフリカのブルキナファソは台湾との国交を断絶し、中国との国交

を再開（台湾との外交関係を持つ国は全世界で 18ヶ国に） 

18-012 中国 フランスの上院議員が、ニューカレドニアで 11 月に実施される独立に

関する住民投票において、同国の国民がフランス領に留まることを望

まなければ、中国に完全に依存すると警告（事前の意識調査では、国

民は独立には反対の見通し） 

18-012 中国 ニュージーランド軍と中国軍がバヌアツの 3 箇所の医療施設の建設を
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支援 

18-013 中国 中国によるパプアニューギニアへの援助資金が、パプアニューギニア

元首相への賄賂（100 万 US ドル）として使用 

18-013 中国 在フィジー中国大使は、スバ港に中国の衛星・ミサイル追跡艦がオー

ストラリア海軍の軍艦と同時期に入港したことは偶然であるとして、

情報収集を行っていることを否定 

18-014 中国 アメリカ政府機関の報告書（米中経済安全保障審査報告書）において、

「北マリアナ諸島のテニアン島にあるカジノリゾートへの中国の投資

が、島の米軍の計画を複雑にする可能性がある」と警告 

18-014 中国 パプアニューギニアの首相が、中国を訪問し、一帯一路構想について

「パプアニューギニアに大きな可能性をもたらし、自国の経済が世界

経済と結びつくのに役立つ」と発言し、東ティモールに続き同構想に

署名 

18-014 中国 オーストラリアの放送会社（Radio Australia）が予算不足により手放

した太平洋島嶼国への短波ラジオの周波数を中国企業が取得 

18-014 中国 オーストラリアの外相は、「（中国の一帯一路構想に基づくインフラ整

備に関連し）オーストラリアは、太平洋島嶼国が主権を維持し、持続

可能な経済を有し、返済不可能な債務に陥らないように協力していく」

と発言 

18-014 中国 在オーストラリア中国大使は、（同国の支援が、返済不可能な借金を太

平洋島嶼国に負わせることで主権を危機にさらしているという）オー

ストラリア外相の発言を「愚かであり、中国は太平洋島嶼国と相互に

利益をもたらす対等な関係である」と反論 

18-015 中国 太平洋島嶼国における中国の台頭は、オーストラリアの影響力を削ぐ

可能性がある一方で、世界最大のインフラプロジェクトに参加する機

会を提供（ソロモン諸島において、中国企業による 10 憶 US ドル相当

の空港・埠頭建設プロジェクトが合意される見込み） 

18-015 中国 パプアニューギニアの首相が、中国を 1 週間の日程で訪問し、一帯一

路構想に署名するとともに、中国の国家主席と会談 

18-015 中国 オーストラリアの戦略政策研究所の報告書によると、中国企業

（Huawei）が同国の国会議員の出張の最大のスポンサーであることが

判明 

18-015 中国 中国は2000－2016年で東アジアと太平洋地域のインフラ投資に458億

US ドルを拠出し、貴重な友好国を確保（中国の開発援助の流れを追跡

する民間団体の報告書は、中国の拠出は単に資金を各国に配るのでは

なく、潜在的なリスクと効果の評価に基づいた戦略的な外交手段であ
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ることを指摘） 

18-015 中国 オーストラリアの前首相が、中国はオーストラリア（総人口約 2,500

万人）に滞在する 100 万人の華僑を利用して、オーストラリアやその

周辺地域に影響力をもたらしていると発言 

18-016  中国 パプアニューギニアの海事大学が中国の海事専門機関と提携し、船員

の能力向上を目的とした合同研修プログラムを開設 

18-016  中国 トンガ政府は、2006 年の暴動からの復興を目的とした中国からの借金

（100 万 US＄以上）の返済を今年から開始 

18-016  中国 中国が、11 月パプアニューギニアで行われる APEC 首脳会議の前に、

太平洋島嶼国の首脳（ツバル、パラオ、マーシャル諸島、ソロモン諸

島、ナウル、キリバスといった台湾承認国を除く）と個別に会談予定

であることをパプアニューギニアの首相が表明 

18-017  中国 中国はフィジー海軍に対して、本年中に海洋調査兼監視対応船を供与

する予定 

18-017  中国 中国の病院対応軍艦が、パプアニューギニアに寄港し、4,000 名を超

える病人の治療を実施。その後、他の太平洋島嶼国であるバヌアツ、

フィジー、トンガに寄港し、ドミニカへ向かう予定。（この航海に台湾

を承認する国は含まれていない） 

18-017  中国 トンガは中国からの借金 160 万 US ドルの返済を開始すると、同国首相

が発言 

18-017  中国 「中国はカンボジアに対して、首都の道路建設費用として、351 百万

US ドルを貸し出す」とカンボジア財務省が発表（中国とカンボジアは

国交樹立 60 周年を迎え、両国間関係は非常に良い状態であることをカ

ンボジア外相も言及） 

18-017  中国 パラオ・パシフィック航空（台湾人オーナー）は、パラオを違法な渡

航先とする政府の措置により中国人観光客数が急減しているとして、8

月以降、香港、マカオからのパラオ行きの航空便を中断予定。 

18-017  中国 パラオは、香港からの定期便が本年 8 月末に就航停止（中国が、同国

人の渡航可能国としてパラオを含めていないことが原因と推測）する

ため、毎月 200 万 US＄の損失に直面すると、同便運航会社の幹部が述

べる 

18-018 中国 中国の人民解放軍のテクニカルチームがフィジー陸軍施設を訪問 

18-018 中国 国際人権環境団体（Global Witness）は、中国に対して、森林破壊が

生態系と生計を破壊しているパプアニューギニアなどからの違法伐採

木材の輸入をより精査する必要があると主張 
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18-018 中国 フィリピン海軍は、中国からの 1,400 万 US ドルの支援の一環として、

4隻の新たな監視艇及び 40 ㎜のロケットランチャー（40MM）30 基の供

与を受けたと発表 

18-018 中国 太平洋島嶼国における中国からの負債は急速に伸び、南太平洋島嶼国

１１国で 13 億ドル以上となっており（トンガの対外債務の 60％以上

を占め、バヌアツは約 50％、最大の対中国債務国（約 5億 9,000 万 US

ドル）であるパプアニューギニアは約 25％を占める。）、様々な懸念を

惹起している。 

18-018 中国 パラオ国会の上下院議長は、同国におけるリゾートホテル建設起工式

（中国企業により建設）に参加し、リゾートホテルが中国人観光客の

増加をもたらすとし、パラオ人に中国人との友好関係を発展させるよ

うに求めた。（なお、中国の外交官も出席したと伝えられている。） 

18-018 中国 サモアの中国に対する負債が、2017 年に 4.1 億 US ドルに増加（サモ

ア政府全体の負債（約 11憶 US ドル）の約 4割を占める） 

18-019 中国 【論説】中国はこれまで、アメリカ、日本、オーストラリア、インド

の 4 か国が伝統的に支援してきたインド・太平洋島嶼国への艦船等の

供与に慎重な姿勢であったが、近年、スリランカやフィリピンに小型

艦船を供与し、本年、フィジーにも海洋監視兼調査船を供与する予定

であり、姿勢に変化が生じている。これに対して、日本やオーストラ

リアは既にその支援の強化を進めているが、アメリカの関与の遅滞に

より、中国が同地域にその影響力を強める可能性が懸念される。 

18-019 中国 中国海軍の病院対応艦の航海は南太平洋島嶼国に大きな影響をもたら

す（パプアニューギニア、バヌアツ、フィジーへの寄港を終え、トン

ガへ向かう） 

18-019 中国 在サモア中国大使が、「中国からサモアへの観光客を呼び込むために

は、直航便が必要であり、まずチャーター便が就航できるように努力

したい」とサモアでの中国観光ワークショップにおいて発言 

18-019 中国 中国企業（Huawei）がパプアニューギニア国内（首都ポートモレスビ

ーと各地方都市）の海底通信ケーブルの設置（※）を支援へ（中国の

銀行（Exim Bank of China）も、同ケーブルプロジェクトの建設に 2

億 USドル融資する予定）※ポートモレスビーとシドニーの間の海底通

信ケーブルの設置については、オーストラリア政府が支援を表明 

18-019 中国 【分析】中国は、オーストラリアに続き、南太平洋島嶼国に対する第

二位の支援国となる。（2011 年以降、オーストラリアは 66 億 US ドル、

中国は 13 億 US ドル、ニュージーランドは 12 億 US ドルを同島嶼国に

支援及び融資） 
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18-019 中国 太平洋島嶼国における中国及び台湾からの債務額比較表 

18-019 中国 【分析】太平洋島嶼国にどの国が最も支援しているかが明らかに（こ

れまでの同諸国への支援額は、オーストラリアが第一位、中国が第二

位、ニュージーランドが第三位であるが、中国は耳目をひく巨大プロ

ジェクトに低金利で融資しているという特徴も明らかに） 

18-019 中国 【分析】アジア諸国（中国・日本・台湾）は、太平洋島嶼国に対して、

地域的ではなく、二国間関係に基づく支援を実施（ニュージーランド

やオーストラリアは地域的な支援を実施） 

18-019 中国 【分析】中国による太平洋島嶼国への支援（2011 年以降）は、全支援

額の 8％（12.6 億 US ドル）であり、同国が支援により太平洋島嶼国を

支配しているというのは誇張である 

18-020 中国 サモア首相は、中国からの観光客（昨年は 3,000 人）をさらに呼び込

むために、来月、民間人も同行させて中国を訪問予定 

18-020 中国 トンガ首相はサモアでの太平洋諸島フォーラム外相会議にあわせて行

われたインタビューにおいて、「太平洋島嶼国は中国から融資を求める

のを控えるとともに、来月の太平洋諸島フォーラム首脳会議の議題と

すべきである」と発言 

18-020 中国 トンガ首相は、中国が太平洋島嶼国から借金を帳消しする代わりに、

同地域の戦略的な資産が奪取される可能性に不安を表明（スリランカ

南部のハンバントタ港の運営権が中国企業に移ったことを前提に、太

平洋島嶼国でも起きる可能性について発言） 

18-020 中国 トンガ首相は、「融資を無償供与に切り替えるように、太平洋島嶼国が

協力して中国に求めることについて、今は適切な時期ではない」と、

先週の発言から態度を豹変 

18-021 中国 パラオでは、中国人観光客が減少したために、ホテルの空室が目立ち、

観光用ボートの稼働率が落ち、旅行代理店が閉鎖する状況に：中国と

台湾の外交綱引きに巻き込まれたパラオは今後どうなるのか？ 

18-021 中国 トンガの衛星関連企業（Tongasat）は、中国からの数百万ドルの援助

を受ける権利が無いとトンガ最高裁判所が決定（トンガ政府が同国上

空の衛星スロットの権利を中国に放棄したことで得られた4,600万 US

ドルの公金を不正に受領したため） 

18-021 中国 中国海軍の病院対応艦がトンガに寄港し、3,000 人の住民の医療支援

を実施 

18-022 中国 中国広東省の大学病院医師らが、サモアを訪問し、同国民 68名に対し

て、無料の眼科（白内障）手術を実施（今回の訪問治療は 4 年目であ
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18-019 中国 太平洋島嶼国における中国及び台湾からの債務額比較表 

18-019 中国 【分析】太平洋島嶼国にどの国が最も支援しているかが明らかに（こ

れまでの同諸国への支援額は、オーストラリアが第一位、中国が第二

位、ニュージーランドが第三位であるが、中国は耳目をひく巨大プロ

ジェクトに低金利で融資しているという特徴も明らかに） 

18-019 中国 【分析】アジア諸国（中国・日本・台湾）は、太平洋島嶼国に対して、

地域的ではなく、二国間関係に基づく支援を実施（ニュージーランド

やオーストラリアは地域的な支援を実施） 

18-019 中国 【分析】中国による太平洋島嶼国への支援（2011 年以降）は、全支援

額の 8％（12.6 億 US ドル）であり、同国が支援により太平洋島嶼国を

支配しているというのは誇張である 

18-020 中国 サモア首相は、中国からの観光客（昨年は 3,000 人）をさらに呼び込

むために、来月、民間人も同行させて中国を訪問予定 

18-020 中国 トンガ首相はサモアでの太平洋諸島フォーラム外相会議にあわせて行

われたインタビューにおいて、「太平洋島嶼国は中国から融資を求める

のを控えるとともに、来月の太平洋諸島フォーラム首脳会議の議題と

すべきである」と発言 

18-020 中国 トンガ首相は、中国が太平洋島嶼国から借金を帳消しする代わりに、

同地域の戦略的な資産が奪取される可能性に不安を表明（スリランカ

南部のハンバントタ港の運営権が中国企業に移ったことを前提に、太

平洋島嶼国でも起きる可能性について発言） 

18-020 中国 トンガ首相は、「融資を無償供与に切り替えるように、太平洋島嶼国が

協力して中国に求めることについて、今は適切な時期ではない」と、

先週の発言から態度を豹変 

18-021 中国 パラオでは、中国人観光客が減少したために、ホテルの空室が目立ち、

観光用ボートの稼働率が落ち、旅行代理店が閉鎖する状況に：中国と

台湾の外交綱引きに巻き込まれたパラオは今後どうなるのか？ 

18-021 中国 トンガの衛星関連企業（Tongasat）は、中国からの数百万ドルの援助

を受ける権利が無いとトンガ最高裁判所が決定（トンガ政府が同国上

空の衛星スロットの権利を中国に放棄したことで得られた4,600万 US

ドルの公金を不正に受領したため） 

18-021 中国 中国海軍の病院対応艦がトンガに寄港し、3,000 人の住民の医療支援

を実施 

18-022 中国 中国広東省の大学病院医師らが、サモアを訪問し、同国民 68名に対し

て、無料の眼科（白内障）手術を実施（今回の訪問治療は 4 年目であ
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り、医師らは医療機器や薬もサモア政府に寄付） 

18-022 中国 バヌアツ教育相関係者によると、同国が、独立前から存在するイギリ

ス系の中学校を中国の支援（1,060 万 US ドル）により 2倍に拡張し、

国立大学にする見込み 

18-022 中国 パプアニューギニアは、中国との直行便を就航する準備のため、中国

人に対するビザ要件を緩和（ポートモレスビーと上海間の直航便は、

来月就航予定） 

18-022 中国 中国の代表団が太平洋諸島フォーラム（PIF）議場において無礼な振る

舞いをとる 

18-024 中国 「パプアニューギニアにおいて、中国はその影響力及び投資を拡大さ

せており、オーストラリアは注視が必要である」と石油関連企業の幹

部が証言 

18-024 中国 中国の国家主席とサモアの首相が北京で会談し、「中国は、サモアと気

候変動対策に共同して取り組み、二国間関係が深まることを期待する」

と中国国家主席が明言（一帯一路構想に対するサモアの賛同に改めて

言及） 

18-024 中国 パラオの EEZ 内において、中国の海洋調査船が無許可で活動している

ことが判明し（アメリカからの情報提供による）、パラオは中国に同船

による調査の中止を求める 

18-024 中国 【オーストラリア新聞情報の引用】中国は、パプアニューギニアに対

して、水力発電プロジェクトの契約（約 9 億 US ドル相当）について

11 月の APEC までに合意するよう求める（中国企業が財政支援を行い、

建設、最初の 25年間の運営を担う契約ではあるが、パプアニューギニ

アの国営電力会社の破たんを招き、電力料金が上昇するのではないか

との懸念がもたれている） 

18-026 中国 パラオの下院議長が、同国が中国からの観光客を増加させるために 2

年以内に台湾と断交して中国との国交を樹立する可能性について言及

18-026 中国 【論説】来月に APEC が開催されるパプアニューギニアにおいて、中国

はその増大する影響力を太平洋島嶼国に見せつけることになる 

18-026 中国 サモア首相が、中国の首相と会談し、世界の将来はアジア・太平洋島

嶼国と中国が握っていると述べるとともに、自由貿易は太平洋島嶼国

にとって重要であるとして、中国からの輸出に対して高関税をかける

政策をとるアメリカを批判 

18-026 中国 中国（及び中国海軍）の支援により、フィジー海軍の海洋調査及び監

視船が就役 
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り、医師らは医療機器や薬もサモア政府に寄付） 

18-022 中国 バヌアツ教育相関係者によると、同国が、独立前から存在するイギリ

ス系の中学校を中国の支援（1,060 万 US ドル）により 2倍に拡張し、

国立大学にする見込み 

18-022 中国 パプアニューギニアは、中国との直行便を就航する準備のため、中国

人に対するビザ要件を緩和（ポートモレスビーと上海間の直航便は、

来月就航予定） 

18-022 中国 中国の代表団が太平洋諸島フォーラム（PIF）議場において無礼な振る

舞いをとる 

18-024 中国 「パプアニューギニアにおいて、中国はその影響力及び投資を拡大さ

せており、オーストラリアは注視が必要である」と石油関連企業の幹

部が証言 

18-024 中国 中国の国家主席とサモアの首相が北京で会談し、「中国は、サモアと気

候変動対策に共同して取り組み、二国間関係が深まることを期待する」

と中国国家主席が明言（一帯一路構想に対するサモアの賛同に改めて

言及） 

18-024 中国 パラオの EEZ 内において、中国の海洋調査船が無許可で活動している

ことが判明し（アメリカからの情報提供による）、パラオは中国に同船

による調査の中止を求める 

18-024 中国 【オーストラリア新聞情報の引用】中国は、パプアニューギニアに対

して、水力発電プロジェクトの契約（約 9 億 US ドル相当）について

11 月の APEC までに合意するよう求める（中国企業が財政支援を行い、

建設、最初の 25年間の運営を担う契約ではあるが、パプアニューギニ

アの国営電力会社の破たんを招き、電力料金が上昇するのではないか

との懸念がもたれている） 

18-026 中国 パラオの下院議長が、同国が中国からの観光客を増加させるために 2

年以内に台湾と断交して中国との国交を樹立する可能性について言及

18-026 中国 【論説】来月に APEC が開催されるパプアニューギニアにおいて、中国

はその増大する影響力を太平洋島嶼国に見せつけることになる 

18-026 中国 サモア首相が、中国の首相と会談し、世界の将来はアジア・太平洋島

嶼国と中国が握っていると述べるとともに、自由貿易は太平洋島嶼国

にとって重要であるとして、中国からの輸出に対して高関税をかける

政策をとるアメリカを批判 

18-026 中国 中国（及び中国海軍）の支援により、フィジー海軍の海洋調査及び監

視船が就役 
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18-027 中国 「中国が提案する一帯一路構想は、世界だけではなく、気候変動対策

が必要なサモアのような南太平洋島嶼国にとって、多くの市場を開き、

発展の機会を提供するものである」と中国との協力を進めることをサ

モア首相はインタビューにて明言 

18-027 中国 環境団体（Global Witness）の調査：ソロモン諸島の森林が伐採され

（持続可能なレベルの約 20 倍が伐採）、木材需要の高い中国に輸出

（2017 年の輸出額は約 3億 7,800 万 US ドル） 

18-030 中国  「クック諸島は中国の一帯一路構想に賛同し、APEC において中国と

の合意文書に署名する予定である」とクック諸島財務大臣が発言（な

お、クック諸島はニュージーランドと事前の調整を実施） 

18-031 中国 「中国は、パプアニューギニアとソロモン諸島から大量の木材を輸入

しており、これらの国々における木材の違法伐採を削減するために、

重要な国である」と、環境及び腐敗防止に関する NGO（Global Witness）

の政策アドバイザーが説明（パプアニューギニアの市民グループは、

中国政府に違法な伐採による木材を輸入しないように書面にて要請）

18-031 中国 フィジーは中国の一帯一路構想の MOU に署名 

18-031 中国 オーストラリア首相が発表した太平洋戦略（オーストラリアが太平洋

島嶼国への関与を強化するもの）に関して、APEC 首脳会議に先立ち、

「冷戦の意識によるもの」と中国外務副大臣が批判 

18-031 中国 「中国は、パプアニューギニアで開催される APEC 首脳会議の前に、中

国と太平洋島嶼国間の会議を開催し、同島嶼国とのさらなる協力のた

めの重要な方策を発表する」と中国外務副大臣が発言 

18-031 中国 パプアニューギニアの首都ポートモレスビーにて、中国の支援による

6 車線道路の完成式典を中国国家主席が主催（パプアニューギニア首

相は、中国によるインフラ開発支援に感謝を表明） 

18-031 中国 トンガは、中国による一帯一路構想の MOU に署名（中国から、5 年間

債務返済を猶予） 

18-031 中国 APEC 首脳宣言の収拾がつかない中、中国の代表団が宣言草案に意向を

反映させるため、パプアニューギニア外相の執務室に入室を試みるも、

同国警察に阻止（中国側はこの報道内容を否定） 

18-031 中国 APEC 首脳宣言は、 自由貿易をめぐるアメリカと中国の隔たりにより、

初めてまとまらず。議長であるパプアニューギニア首相は、「2020 年

までに自由で開かれた貿易を確保する」と閉幕にあたり発言 
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18-027 中国 「中国が提案する一帯一路構想は、世界だけではなく、気候変動対策

が必要なサモアのような南太平洋島嶼国にとって、多くの市場を開き、

発展の機会を提供するものである」と中国との協力を進めることをサ

モア首相はインタビューにて明言 

18-027 中国 環境団体（Global Witness）の調査：ソロモン諸島の森林が伐採され

（持続可能なレベルの約 20 倍が伐採）、木材需要の高い中国に輸出

（2017 年の輸出額は約 3億 7,800 万 US ドル） 

18-030 中国  「クック諸島は中国の一帯一路構想に賛同し、APEC において中国と

の合意文書に署名する予定である」とクック諸島財務大臣が発言（な

お、クック諸島はニュージーランドと事前の調整を実施） 

18-031 中国 「中国は、パプアニューギニアとソロモン諸島から大量の木材を輸入

しており、これらの国々における木材の違法伐採を削減するために、

重要な国である」と、環境及び腐敗防止に関する NGO（Global Witness）

の政策アドバイザーが説明（パプアニューギニアの市民グループは、

中国政府に違法な伐採による木材を輸入しないように書面にて要請）

18-031 中国 フィジーは中国の一帯一路構想の MOU に署名 

18-031 中国 オーストラリア首相が発表した太平洋戦略（オーストラリアが太平洋

島嶼国への関与を強化するもの）に関して、APEC 首脳会議に先立ち、

「冷戦の意識によるもの」と中国外務副大臣が批判 

18-031 中国 「中国は、パプアニューギニアで開催される APEC 首脳会議の前に、中

国と太平洋島嶼国間の会議を開催し、同島嶼国とのさらなる協力のた

めの重要な方策を発表する」と中国外務副大臣が発言 

18-031 中国 パプアニューギニアの首都ポートモレスビーにて、中国の支援による

6 車線道路の完成式典を中国国家主席が主催（パプアニューギニア首

相は、中国によるインフラ開発支援に感謝を表明） 

18-031 中国 トンガは、中国による一帯一路構想の MOU に署名（中国から、5 年間

債務返済を猶予） 

18-031 中国 APEC 首脳宣言の収拾がつかない中、中国の代表団が宣言草案に意向を

反映させるため、パプアニューギニア外相の執務室に入室を試みるも、

同国警察に阻止（中国側はこの報道内容を否定） 

18-031 中国 APEC 首脳宣言は、 自由貿易をめぐるアメリカと中国の隔たりにより、

初めてまとまらず。議長であるパプアニューギニア首相は、「2020 年

までに自由で開かれた貿易を確保する」と閉幕にあたり発言 
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18-032 中国 中国国家主席は、APEC の前に、国交のある太平洋島嶼国首脳と会談し、

一帯一路構想の下での二国間関係と現実的な協力に関し、意見交換（ミ

クロネシア首相は、中国との関係を高く評価し、貿易や観光において

協力を拡大し、同国から支援を受ける気候変動対策をさらに進めると

発言。サモア首相も同国とのプロジェクトを進めると発言） 

18-032 中国 中国と太平洋島嶼国の会談が、中国政府系メディアしか取材を許可さ

れないことに、太平洋島嶼国のメディア検証機関（The Pacific Freedom 

Forum (PFF)）が報道の自由を妨げるものとして反発 

18-032 中国 トンガとバヌアツは、中国の一帯一路構想に賛同し、MOU に署名 

18-032 中国 カンボジア首相は、同国に外国の軍事基地の設置は認めないと発言（カ

ンボジア南西部ココン州に中国が海軍基地設置を進めようとしている

という報道を否定） 

18-032 中国 パプアニューギニア外相は、中国の一帯一路(Belt and Road)構想に関

するアメリカの評価（中国の開発資金は、貧国を拘束するベルト(Belt)

で一方通行(Road)である）を否定し、同構想のインフラ建設プログラ

ムは国民の問題解決につながると発言 

18-032 中国 オーストラリア財務大臣は、同国企業（APA Group）のガスネットワー

ク事業を香港の大手企業（CK Group）に売却する 130 億 AU＄の入札を

国家安全保障上の理由から許可せず 

18-033 中国 APEC の際に、中国とバヌアツが合意した秘密文書は何か？（コンテナ

検査機器プロジェクトのための 6,000 万 AU ドルの支援、道路建設のた

めの 7,000 万 AU ドルの貸付、2004 年当時の 400 万 AU ドル相当のバヌ

アツの債務返済凍結といった内容が MOU に含まれる） 

18-033 中国 中国の南太平洋における影響の強まりが、オーストラリアを混乱に陥

れる（アメリカ、中国、オーストラリアが南太平洋島嶼国において、

港湾、サイバーインフラ、潜在的な軍事基地を確保しようと競争する

中で、同島嶼国は重要な地政学的地位を占める） 

18-035 中国 中国有数の旅行情報 Web サイトにおいて、（中国人観光客にとって）サ

イパンがパラオに倍近くの差をつけて太平洋島嶼国の中で最も人気の

ある場所となる 

18-008 ツバル オーストラリアがツバルに大使館を開設へ 

18-012 ツバル インドの保健相が、同国の大臣としては初めてツバルを訪問し、医療、

IT、海洋、太陽光発電、教育分野について支援を表明 
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18-015 ツバル オーストラリアがツバルに本年中に高等弁務官事務所（大使館に相当）

を設置する予定（現在、ツバルに大使館（又は相当するもの）を常設

しているのは台湾のみ。） 

18-018 ツバル EU が、ツバルの違法操業対策の改善に伴い、2014 年から行っていた同

国からの漁獲物に係る輸入禁止措置を解除 

18-018 ツバル 国際漁業アドバイザーは、「（EU がツバルからの輸入禁止措置を解除し

たことに関して、）EU は、ツバルのような小さな国に対して第一に輸

入制限を加えるのではなく、さらに国際的な漁業に影響力を与える中

国と対話すべきである」と発言 

18-029 ツバル  ツバルの女性幹部警察官が、女性として初めて、違法操業対策のため

の多国間合同海上監視活動（Operation Kurukuru 2018）を指揮 

18-029 ツバル  ツバルの国連代表は、「小島嶼開発途上国は、大規模な財政投資や国

連の支援を必要としている」とサモアで行われた SAMOA Pathway 中間

会議において発言 

18-034 ツバル ツバル首相は、ポーランドで開催される COP24 の前に、パリ協定の着

実な履行を関係国に要求（気候変動は、ツバルのような低地で脆弱な

国に住む人々の生活にとって最大の脅威であると発言） 

18-034 ト ケ ラ

ウ 

ニュージーランドは、同国の太平洋海上安全プログラムの一環として、

トケラウに、小型旅客船（86 万 US ドル相当、災害時緊急対応船の役

割）を供与 

17-033 トンガ 中国はサイクロンの被害を受けたトンガに対して、約 8,500 万円の援

助を申し出る 

17-035 トンガ トンガ国王が中国の習近平主席を表敬 

17-036 トンガ トンガの裁判所が元首相（現議長）等に対し、汚職やマネーロンダリ

ングに関与した疑惑により裁判所への出頭を請求 

18-011 トンガ 日本はトンガと同国放送局の再建と災害早期警報システムの構築のた

めに、2,000 万 US ドルの援助を行うことに同国と合意。また、日本は

サモアへの医療機器の提供のために、180 万 US ドルの資金提供を行う

ことを公表 

18-013 トンガ 南太平洋観光機関（SPTO）の報告によると、2017 年に観光客の大幅な

増加を見せた太平洋島嶼国の主要な地域に比べ、トンガにおける伸び

は低調 

18-016  トンガ トンガの女性弁護士が、FFA 初の女性長官に 11 月に就任予定 
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18-016  トンガ トンガ政府は、2006 年の暴動からの復興を目的とした中国からの借金

（100 万 US＄以上）の返済を今年から開始 

18-017  トンガ トンガは中国からの借金 160 万 US ドルの返済を開始すると、同国首相

が発言 

18-018 トンガ 太平洋島嶼国における中国からの負債は急速に伸び、南太平洋島嶼国

１１国で 13 億ドル以上となっており（トンガの対外債務の 60％以上

を占め、バヌアツは約 50％、最大の対中国債務国（約 5億 9,000 万 US

ドル）であるパプアニューギニアは約 25％を占める。）、様々な懸念を

惹起している。 

18-019 トンガ トンガ首相が、日本の外務政務官と会談し、自国の国際空港の滑走路

延長（1700 万 US ドル以上）等に関する日本政府からの経済的支援を

要請（両者は、日本が風力発電システムや災害リスク軽減プロジェク

ト（約 2500 万 US ドル）を支援することで合意した開発プロジェクト

についても議論） 

18-020 トンガ トンガ首相はサモアでの太平洋諸島フォーラム外相会議にあわせて行

われたインタビューにおいて、「太平洋島嶼国は中国から融資を求める

のを控えるとともに、来月の太平洋諸島フォーラム首脳会議の議題と

すべきである」と発言 

18-020 トンガ トンガ首相は、中国が太平洋島嶼国から借金を帳消しする代わりに、

同地域の戦略的な資産が奪取される可能性に不安を表明（スリランカ

南部のハンバントタ港の運営権が中国企業に移ったことを前提に、太

平洋島嶼国でも起きる可能性について発言） 

18-020 トンガ トンガ首相は、「融資を無償供与に切り替えるように、太平洋島嶼国が

協力して中国に求めることについて、今は適切な時期ではない」と、

先週の発言から態度を豹変 

18-021 トンガ トンガの衛星関連企業（Tongasat）は、中国からの数百万ドルの援助

を受ける権利が無いとトンガ最高裁判所が決定（トンガ政府が同国上

空の衛星スロットの権利を中国に放棄したことで得られた4,600万 US

ドルの公金を不正に受領したため） 

18-021 トンガ 中国海軍の病院対応艦がトンガに寄港し、3,000 人の住民の医療支援

を実施 

18-024 トンガ トンガ議会において、中国からトンガの衛星通信会社（衛星スロット

を管理）への約五千万 USドルの資金供与に絡む、同社の不正に関わっ

た元首相 2人が訴追される動きが進む 

18-027 トンガ トンガにおいて、オーストラリアと太平洋共同体（SPC）の支援により、

気候変動対策のためのモニタリングシステム（潮位、気候、位置情報
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を提供するものであり、太平洋地域に 14か所存在するもののうちのひ

とつ）が更新 

18-031 トンガ トンガは、中国による一帯一路構想の MOU に署名（中国から、5 年間

債務返済を猶予） 

18-032 トンガ トンガとバヌアツは、中国の一帯一路構想に賛同し、MOU に署名 

18-033 トンガ トンガは APEC の際に一帯一路構想について中国と合意後、さらに貿易

を拡大へ（バヌアツ、クック諸島、フィジー、サモア、パプアニュー

ギニアも一帯一路構想に合意。これらの国々に対し、インフラの整備

と貿易の円滑化を中心に、数十億 US ドル規模の計画が展開する見込

み） 

18-033 ナ イ ジ

ェリア 

ナイジェリア領海及びギニア湾で多発する海賊行為により、（ナイジェ

リア領海は非常に危険な海域と評価され）ナイジェリアから輸出する

貨物は 4年間で 27.4 億 US ドルの割増保険料を支払い 

17-031 ナウル ニュージーランドがナウルの独立 50 周年を記念して、同国の信託基金

に 146 万ドルを拠出 

18-001 ナウル アジア開発銀行と世界銀行がミクロネシア、キリバス、ナウルにおけ

る低価格かつ高速のインターネット回線普及に関して 3662 万ドル相

当の経済支援へ 

18-001 ナウル ナウルが、オーストラリアの高等裁判所に頼らない自国独自の控訴裁

判所の設置を計画 

18-009 ナウル 紛争地域である南オセチアとアブハジアを承認するナウルはロシアか

らの経済援助を受けている 

18-011 ナウル ナウル首相は、世界保健総会（WHA）等の国際会議に出席し、中国の反

対により参加することができない台湾のために意見を述べることを台

湾総統に約束するとともに、台湾と同国との関係は安定していると発

言 

18-013 ナウル ナウル政府は、自国の裁判に批判をする者（報道を含む）を処罰する

規定を盛り込んだ裁判所法を新たに制定（この法令は政府職員は除外

される） 

18-013 ナウル ナウル元大統領は、同国の新たな裁判所法は、太平洋島嶼国の首脳会

議（Pacific Islands Forum Leaders meeting）に先立ち、野党の発言

を黙らせるために作られたと発言 

18-014 ナウル 本年 9 月にナウルで開催される太平洋島嶼国フォーラム首脳会議で

は、同国にあるオーストラリアの難民拘留センターに滞在する難民の

窮状に着目されることが期待（ナウル政府は外国人メディアに対する
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6,000US ドルの取材ビザを免除する見通し） 

18-014 ナウル 「ナウル政府が、同国の裁判所法において自由な発言を抑制する等、

独裁主義に向かっているように見えることを、ニュージーランド政府

は発信すべきである」とニュージーランドの研究者が指摘 

18-015 ナウル 台湾外務省は、昨年 9 月に緊急医療を必要とするナウルの亡命希望者

と難民を台湾に送ることを認める合意をオーストラリアとの間で締結

したことを公表（これまでに難民 10名が台湾で治療を受けているもの

の、オーストラリア政府は非公表） 

18-015 ナウル ナウルの最高裁判所は、3 年以上前の議会外の抗議のために裁判を受

けるナウル 19（野党）のメンバーに係る弁護士の費用の一部を政府が

負担すべきと判示 

18-015 ナウル シンガポールの裁判所は、同国の企業がオーストラリアの関連企業を

通じて、ナウルの国会議員に賄賂を贈ることにより、ナウルからリン

鉱石を輸入したことに対して、罰金を科す 

18-016  ナウル オーストラリアからナウルに送られた難民 38 名（アフガニスタン、パ

キスタン、ロヒンギャ、スリランカ人）がアメリカに向けて出国。（ア

メリカが難民の入国を禁止しているソマリア、イラン、他のイスラム

諸国人は含まれず） 

18-016  ナウル 台湾は、ナウルでの太平洋諸島フォーラム（PIF）開催等のために、同

国に 100 万 US＄を支援（中国の意向により、台湾は同フォーラムに出

席できない） 

18-016  ナウル 太平洋諸島フォーラム（PIF）事務局は、ナウルへの ABC（オーストラ

リア国営放送）の入国拒否という状況にも関わらず、PIF はメディア

に対して自由かつオープンな取材を確保する方針であると発言 

18-016  ナウル オーストラリア国立大学の研究者は、太平洋諸島フォーラム（PIF）は

ナウルの民主主義を押し進めるべきと発言 

18-016  ナウル 世界最大の公共放送グループ会長は、ナウル政府による太平洋諸島フ

ォーラム（PIF）への ABC の取材規制に対して受け入れられないことを

表明 

18-016  ナウル ナウルへの ABC の入国禁止措置は、情報を遮断して太平洋島嶼国の住

民を闇に追いやるものだとパラオのメディアが非難 

18-018 ナウル オーストラリアの難民収容施設があるナウルで 9 月に開催される太平

洋諸国フォーラムでは、報道関係者が 30 名に制限される予定（ナウル

政府は、宿泊施設の不足によるものであり、報道の自由を制限するも

のではないと説明） 
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18-019 ナウル 本年 9月にナウルで開催される太平洋諸島フォーラム（PIF）サミット

において、気候変動に関する基金（15 億 US ドル）を設立することを

検討へ（基金は、加盟国等が災害に備えるためのインフラの整備や強

化に充てることを想定し、PIF 事務局は基金への賛同を求めている） 

18-021 ナウル ニュージーランドの首相は、来月のナウルでの太平洋諸島フォーラム

において、ナウルの難民収容センターの難民と面会するか慎重な姿勢

（ニュージーランドはナウルとマヌス島から 150 名の難民を引き取る

提案をし、オーストラリアにおいて議論となっている） 

18-022 ナウル 太平洋諸島フォーラム（PIF）の議長は、中国代表団による議場での混

乱と脅しを含む行為に関して、中国に公的な謝罪を要求 

18-024 ナウル ナウルと台湾の警察当局が、警察及び法執行分野での協力の促進に合

意 

18-024 ナウル キリバスとナウルの大統領が国連に対して、国連機関への台湾の参加

の承認を求める 

18-026 ナウル ナウルの難民収容センターに関する厳格なメディア立ち入り制限政策

にオーストラリアが合意していたことが（同国政府は、これまでナウ

ルのメディア政策には関与していないと説明）、裁判所に提出された同

国政府機関の文書により判明 

18-007 ニウエ ニュージーランドは、キリバスとニウエの漁業者のために、緊急時に

自身の位置を発信する機器の導入を支援することを検討 

18-021 ニウエ ニウエのリサイクル施設が 2019 年末に稼働する予定（使い捨てビニー

ル袋も 2019 年に禁止） 

18-024 ニウエ ニウエの首相は、太平洋諸島フォーラムでの議論は停滞しており、機

能していない（気候変動対策への財政的な支援を増加できていない）

と発言 

17-028  日本 国際水路機関は、沖縄諸島南方の日本から申請のあった海底地形の名

前について、34 箇所を承認し、中国からの申請は却下 

17-033 日本 JICA は海上保安庁とマレーシア海上法令執行庁（MMEA）間の海難救助・

海上防災に関するプログラムの支援を実施 

17-035 日本 日本が太平洋諸国（サモア、フィジー、マーシャル諸島、ミクロネシ

ア、ソロモン、バヌアツ）の議会職員の育成に協力へ 

18-007 日本 日本は、自由で開かれたインド太平洋戦略を強化するために、PALM８

を通じて太平洋島嶼国と協力へ 

18-008 日本 日本の無償資金協力（約総額 1,700 万ドル）により、パラオの水供給

システムが改善 
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18-009 日本 日本政府は、PALM８において、太平洋島嶼国への違法操業対策と海上

法執行能力の強化への支援を約束 

18-009 日本 PALM８は、日本にとって、自由で開かれたインド太平洋戦略を促進さ

せる機会になる 

18-009 日本 フィジーの首相が PALM８の前に、日本財団会長を表敬し、これまでの

同国への支援に関し謝意を表明 

18-011 日本 日本は PALM8 において、「自由で開かれたインド太平洋戦略」に基づい

て、太平洋島嶼国の発展に貢献していくことを明言 

18-011 日本 日本は太平洋島嶼国に過去 3 年間で 550 億円以上を支援し、次の 3 年

でこれを上回る支援を実施すると外務省関係者が発言 

18-011 日本 PALM8 の首脳宣言において、日本と太平洋島嶼国は、海上安全及び海

上法執行の分野における同島嶼国の能力向上を図っていくことを発表

18-011 日本 日本はトンガと同国放送局の再建と災害早期警報システムの構築のた

めに、2,000 万 US ドルの援助を行うことに同国と合意。また、日本は

サモアへの医療機器の提供のために、180 万 US ドルの資金提供を行う

ことを公表 

18-011 日本 日本は、太平洋島嶼国への中国の影響力の増加に対応するため、海洋

秩序の維持と持続可能な海洋管理を目指して、500 人の能力開発プロ

グラム等を実施することにより、太平洋諸島との関係強化を目指す 

18-014 日本 日本の航空会社（Skymark Airlines）が東京とサイパン、東京とパラ

オ便を来年から就航予定 

18-027 日本 日本の外相がニュージーランド外相と会談し、中国からとの名指しは

避けつつ、太平洋島嶼国が多額の借金をしている現状を憂慮し、この

解決に向けて支援する用意があると発言 

18-027 日本 太平洋島嶼国における日本の関心事：日本政府は PALM を通じて太平洋

島嶼国への関与を高め、太平洋島嶼国の中国に対する憂慮を共有 

18-028 日本 世界保健機関（WHO）の次期西太平洋地域事務局長に、選挙の結果、現

事務局次長の葛西氏が選出 

18-028 日本  日本は、PALM での約束の一環として、太平洋島嶼国に対する将来的

なビザ免除を検討か？（「パラオ国民は既に日本入国に関する数次ビザ

の取得が可能となり、フィジーやサモアを含む他の太平洋島嶼国の国

民についても、今後取得可能となる予定。ビザ免除（の協定）に関し

ては、数次ビザ取得の次の段階となる。」と外務省高官は説明） 

18-028 日本  日本は、太平洋島嶼国において増大する中国の影響力に対抗するた

め、同島嶼国へのインフラプロジェクトを強化へ 

197

47 

18-009 日本 日本政府は、PALM８において、太平洋島嶼国への違法操業対策と海上

法執行能力の強化への支援を約束 

18-009 日本 PALM８は、日本にとって、自由で開かれたインド太平洋戦略を促進さ

せる機会になる 

18-009 日本 フィジーの首相が PALM８の前に、日本財団会長を表敬し、これまでの

同国への支援に関し謝意を表明 

18-011 日本 日本は PALM8 において、「自由で開かれたインド太平洋戦略」に基づい

て、太平洋島嶼国の発展に貢献していくことを明言 

18-011 日本 日本は太平洋島嶼国に過去 3 年間で 550 億円以上を支援し、次の 3 年

でこれを上回る支援を実施すると外務省関係者が発言 

18-011 日本 PALM8 の首脳宣言において、日本と太平洋島嶼国は、海上安全及び海

上法執行の分野における同島嶼国の能力向上を図っていくことを発表

18-011 日本 日本はトンガと同国放送局の再建と災害早期警報システムの構築のた

めに、2,000 万 US ドルの援助を行うことに同国と合意。また、日本は

サモアへの医療機器の提供のために、180 万 US ドルの資金提供を行う

ことを公表 

18-011 日本 日本は、太平洋島嶼国への中国の影響力の増加に対応するため、海洋

秩序の維持と持続可能な海洋管理を目指して、500 人の能力開発プロ

グラム等を実施することにより、太平洋諸島との関係強化を目指す 

18-014 日本 日本の航空会社（Skymark Airlines）が東京とサイパン、東京とパラ

オ便を来年から就航予定 

18-027 日本 日本の外相がニュージーランド外相と会談し、中国からとの名指しは

避けつつ、太平洋島嶼国が多額の借金をしている現状を憂慮し、この

解決に向けて支援する用意があると発言 

18-027 日本 太平洋島嶼国における日本の関心事：日本政府は PALM を通じて太平洋

島嶼国への関与を高め、太平洋島嶼国の中国に対する憂慮を共有 

18-028 日本 世界保健機関（WHO）の次期西太平洋地域事務局長に、選挙の結果、現

事務局次長の葛西氏が選出 

18-028 日本  日本は、PALM での約束の一環として、太平洋島嶼国に対する将来的

なビザ免除を検討か？（「パラオ国民は既に日本入国に関する数次ビザ

の取得が可能となり、フィジーやサモアを含む他の太平洋島嶼国の国

民についても、今後取得可能となる予定。ビザ免除（の協定）に関し

ては、数次ビザ取得の次の段階となる。」と外務省高官は説明） 

18-028 日本  日本は、太平洋島嶼国において増大する中国の影響力に対抗するた

め、同島嶼国へのインフラプロジェクトを強化へ 

197



48 

18-031 日本 IUU 漁業に対抗するため、日本とアメリカは共同で研修を行い、太平

洋島嶼国を支援（日本において、12か国の太平洋島嶼国の職員を招聘

し、研修を実施） 

18-033 日本 日本の海上保安庁とフィリピンの沿岸警備隊が、マニラ湾において海

賊対策合同訓練を実施（日本がフィリピンに供与した巡視船も参加）

18-034 日本 パラオと日本が共同で貿易・投資・観光セミナーをパラオで開催（日

本から外務政務官が代表として参加） 

18-012 ニ ュ ー

カ レ ド

ニア 

フランスの上院議員が、ニューカレドニアで 11 月に実施される独立に

関する住民投票において、同国の国民がフランス領に留まることを望

まなければ、中国に完全に依存すると警告（事前の意識調査では、国

民は独立には反対の見通し） 

18-016  ニ ュ ー

カ レ ド

ニア 

フランス軍は、ニューカレドニアの領海を監視する船を今後 2 年間で

2 隻退役させるものの、新たな船が稼働するまでの領海監視活動は他

の船艇、航空機で十分可能と説明 

18-024 ニ ュ ー

カ レ ド

ニア 

【国連の研究】気候変動により世界的に栄養不足が拡大しており、特

に太平洋島嶼国では、過去 12年で、栄養失調にある人々の割合が７パ

ーセントに増加（パプアニューギニアでは子供の 50％が栄養失調であ

り、成人の 20％が肥満状態。また、ニューカレドニアにおいても栄養

失調の割合が 8％から 12％に拡大。） 

18-035 ニ ュ ー

カ レ ド

ニア 

国連は、フランスとアメリカに対して太平洋島嶼国からそれぞれの軍

事基地（フランスの基地：ニューカレドニア及びフランス領ポリネシ

ア、アメリカの基地：グアムに 3か所）を撤退するように要請 

17-031 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ニュージーランドがナウルの独立 50 周年を記念して、同国の信託基金

に 146 万ドルを拠出 

17-032 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ニュージーランドがキリバスへの海上安全分野の支援の強化を検討 

17-035 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ニュージーランドの外務大臣が、太平洋島嶼国への支援を強化すると

発言 

17-035 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ニュージーランド外相が、中国による太平洋諸国への支援を疑問視 

17-035 ニュージ

ーランド 

ニュージーランド首相が、太平洋諸国（サモア、トンガ、ニウエ、ク

ック諸島）を初訪問へ 
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17-036 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ニュージーランドがキリバスのフェリー事故の調査を支援するため

に、事故調査官を派遣 

17-036 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ニュージーランド海軍がフィジーの海上監視活動を支援するために、2

隻の軍艦を派遣 

17-036 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ニュージーランド空軍により行方不明となっていたキリバスの漁民を

発見 

18-003 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ニュージーランド首相が太平洋島嶼国の軍事化に強く反対  

18-007 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ニュージーランドは、キリバスとニウエの漁業者のために、緊急時に

自身の位置を発信する機器の導入を支援することを検討 

18-008 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ニュージーランドの外相が、同国は太平洋島嶼国への支援額を今後 4

年間で 3割増の約 7億ドル以上まで引き上げると発言 

18-011 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ニュージーランド海軍がフィジーに軍艦を派遣し、共同で EEZ におけ

る海上監視活動や研修を実施 

18-012 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ニュージーランド軍と中国軍がバヌアツの 3 箇所の医療施設の建設を

支援 

18-013 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ソロモン諸島首相は、中国の拡大する影響力に対抗するため、初めて

ニュージーランドを公式訪問し、同国からの更なる支援を要請 

18-013 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ニュージーランド海軍の軍艦が、フィジーの漁業省の職員を同乗させ、

EEZ における海洋監視活動オペレーションを開始 

18-014 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

「ナウル政府が、同国の裁判所法において自由な発言を抑制する等、

独裁主義に向かっているように見えることを、ニュージーランド政府

は発信すべきである」とニュージーランドの研究者が指摘 

18-015 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ニュージーランドとフィジー海軍の共同監視活動により、違法操業の

漁船 6隻を拘束 
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18-016  ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ニュージーランドの防衛大臣は、南太平洋の航空監視を強化するため

にボーイング社製の対潜哨戒機を導入することを表明 

18-016  ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ニュージーランドの法学者グループは、ナウル政府が権威主義的であ

り、自由に制限を加え、市民の権利を奪っていると指摘 

18-016  ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

オーストラリアとニュージーランドは南太平洋島嶼国との安全保障協

定の締結に 9月に合意する予定 

18-016  ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

【新聞論説】オーストラリアとニュージーランドは南太平洋島嶼国と

の安全保障協定は、10年前の Biketawa 宣言の更新されたものであり、

中国に対抗するものではない 

18-018 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

サモアの首相は、（中国が援助をしていることを前提に）小国である同

国にとって外国からの支援は、道路や歩道の修理に必要であり、援助

国を限定するものではないと発言（サモア首相は、ニュージーランド

外相とも支援に関して会談を行う予定と発言） 

18-021 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ニュージーランドの首相は、来月のナウルでの太平洋諸島フォーラム

において、ナウルの難民収容センターの難民と面会するか慎重な姿勢

（ニュージーランドはナウルとマヌス島から 150 名の難民を引き取る

提案をし、オーストラリアにおいて議論となっている） 

18-022 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ニュージーランドの外相は、太平洋地域に関する政策の再構築は、中

国の影響力に対抗するものではなく、責任ある隣国として太平洋島嶼

国の発展に関わっていくためのものであると主張 

18-022 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ニュージーランド首相は太平洋地域の気候変動に関する脅威も含む安

全保障に関する共同宣言（Boe Declaration）を歓迎 

18-024 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ニュージーランド海上安全庁は、海上安全プログラムの一環として、

太平洋島嶼国における海上安全能力を改善するために、今後 3 年間で

約 630 万 US ドルを支援することを約束（これまでに、捜索救難用小型

ボートをキリバス、ニウエに供与し、現在トケラウに供与するボート

を建造中） 

18-024 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ニュージーランドの首相は、国連において、太平洋における気候変動

対策への財政支援を強化する（今後 4 年間で、従来の表明額から約 1

億 USドルを積み増し、約 3億 USドル）と発言 

18-027 ニュージ

ーランド 

日本の外相がニュージーランド外相と会談し、中国からとの名指しは

避けつつ、太平洋島嶼国が多額の借金をしている現状を憂慮し、この
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解決に向けて支援する用意があると発言 

18-029 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

 ニュージーランド外相は、パプアニューギニアによる APEC の主催に

関して同国の今後の経済的、社会的発展の観点から 1,000 万 US ドルを

支援すると説明（パプアニューギニアに対しては、既にオーストラリ

アや中国等が支援を行っており、また、APEC における首脳等の輸送の

ために、パプアニューギニア政府が 40 台のマセラティをはじめとする

何百台もの高級車を購入したことに同国内で批難が上がっている） 

18-029 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ニュージーランド外相は、同国が 7,000 万 US ドルを太平洋島嶼国の

NGO に対して支援することを発表（この資金は、ニュージーランドの

影響力を拡大させる政府戦略（Pacific Reset）のために、2018 年の

予算で発表された 4年間で 7億 1,400 万ドルの一部） 

18-030 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ニュージーランドは、パプアニューギニアで開催される APEC を支援す

るために、軍艦、航空機、特殊部隊等を派遣する予定 

18-030 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

「ニュージーランドは、670 万 US ドル規模の太平洋基金（Pacific 

Enabling Fund）を設置し、太平洋島嶼国との文化・スポーツ外交、人々

の交流、軍事協力活動等に充てる」とニュージーランド外相が説明 

18-034 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

太平洋島嶼国（クック諸島、キリバス、ニウエ、サモア、トケラウ、

トンガ、ツバル、ニュージーランド）の海上安全当局職員が、ニュー

ジーランドにおいて、IMO の監査に備え、海上の安全を強化するため

の新たな規則について研修を受講 

18-034 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ニュージーランドは、中国の太平洋島嶼国における影響の高まりを受

け、14名の外交官を同洋島嶼国（サモア、トンガ、フィジー、バヌア

ツ、パプアニューギニア、ソロモン諸島、キリバス、アメリカのハワ

イ州）に派遣し、その外交的地位の強化を目指す 

18-034 ニ ュ ー

ジ ー ラ

ンド 

ニュージーランドは、同国の太平洋海上安全プログラムの一環として、

トケラウに、小型旅客船（86 万 US ドル相当、災害時緊急対応船の役

割）を供与 

17-031 バ ヌ ア

ツ 

バヌアツが沿岸や海上における廃棄物対策のため、生分解しない使い

捨てプラスチックバッグやポリスチレン製の持ち帰り用の箱を禁止へ

17-032 バ ヌ ア

ツ 

バヌアツの飲料会社がプラスチックゴミの回収活動を実施 

17-036 バ ヌ ア

ツ 

公正な司法手続きを妨害したとしてバヌアツの副首相（元首相）が執

行猶予付有罪に 
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解決に向けて支援する用意があると発言 
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17-036 バ ヌ ア

ツ 

バヌアツにおいて、国内での使い捨てプラスチック製品の使用を原則

禁止し、プラスチックゴミの投棄者を処罰する法律が 7月から施行 

17-036 バ ヌ ア

ツ 

バヌアツで、海洋環境保護のために、環境学者が小型のプラスチック

ゴミの裁断機を開発 

18-003 バ ヌ ア

ツ 

在バヌアツ中国大使は、中国によるバヌアツへの軍事基地進出を否定

18-006 バ ヌ ア

ツ 

アメリカ海兵隊が、南太平洋で実施される軍事訓練の前に、中国の支

援によって建設されたバヌアツの埠頭の現地調査を実施 

18-006 バ ヌ ア

ツ 

バヌアツの野党の党首は、中国との親密な関係に疑問を表明し、中国

によるインフラ整備や支援を監視すべきと発言 

18-006 バ ヌ ア

ツ 

バヌアツの首相は、オーストラリア首相に対して、中国の軍事施設を

国内に作らせないことを明言 

18-009 バ ヌ ア

ツ 

中国企業が、操業停止していたバヌアツのマグロ加工処理場を再開さ

せるために、同国と 900 万 US ドルの資金提供に合意 

18-012 バ ヌ ア

ツ 

ニュージーランド軍と中国軍がバヌアツの 3 箇所の医療施設の建設を

支援 

18-013 バ ヌ ア

ツ 

バヌアツ野党は、現首相に対して不信任案を提出し、憲法改正案、政

府の所得税の承認や貿易協定が検討不十分である議会で追及する見通

し 

18-014 バ ヌ ア

ツ 

バヌアツ大統領が、同国に第二次世界大戦時に存在したアメリカの軍

事施設を再度、建設させるべきと US Peace Corps の会合で発言 

18-014 バ ヌ ア

ツ 

「バヌアツ大統領の会合での発言は、アメリカの軍事施設ではなく、

大使館の設置を求めるものである」とバヌアツ政府が修正 

18-015 バ ヌ ア

ツ 

オーストラリアとバヌアツとの間の二国間安全保障条約交渉が開始 

18-016  バ ヌ ア

ツ 

バヌアツが 2018 年 7 月からプラスティック製ストロー、使い捨てプラ

スティック袋等の提供を禁止したことをはじめ、太平洋島嶼国は使い

捨てプラスティックの規制に乗り出している 

18-018 バ ヌ ア

ツ 

太平洋島嶼国における中国からの負債は急速に伸び、南太平洋島嶼国

１１国で 13 億ドル以上となっており（トンガの対外債務の 60％以上

を占め、バヌアツは約 50％、最大の対中国債務国（約 5億 9,000 万 US

ドル）であるパプアニューギニアは約 25％を占める。）、様々な懸念を

惹起している。 

18-022 バ ヌ ア

ツ 

バヌアツ教育相関係者によると、同国が、独立前から存在するイギリ

ス系の中学校を中国の支援（1,060 万 US ドル）により 2倍に拡張し、

国立大学にする見込み 
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18-022 バ ヌ ア

ツ 

インドネシアは、太平洋島嶼国における IUU 漁業や海上プラスティッ

クゴミ対策での支援を表明し、その関与を強化。一方で、バヌアツ（国

連総会に西パプア州の住民の権利の実現に関する決議案を提出予定）

に対してはインドネシア領の西パプア州における同国の主権を尊重す

るように要求 

18-032 バ ヌ ア

ツ 

トンガとバヌアツは、中国の一帯一路構想に賛同し、MOU に署名 

18-033 バ ヌ ア

ツ 

APEC の際に、中国とバヌアツが合意した秘密文書は何か？（コンテナ

検査機器プロジェクトのための 6,000 万 AU ドルの支援、道路建設のた

めの 7,000 万 AU ドルの貸付、2004 年当時の 400 万 AU ドル相当のバヌ

アツの債務返済凍結といった内容が MOU に含まれる） 

17-030 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

パプアニューギニアの外相が、同国はオーストラリアと中国それぞれ

と緊密に連携をしていくものであり、オーストラリアは中国の影響力

を恐れるべきではないと発言 

17-032 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

在パプアニューギニア台湾事務所が、中国の影響により名称や待遇を

変えられたことに反発 

17-032 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

中国からパプアニューギニアへ初のチャーター機が就航へ 

17-035 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

中国の LNG 需要拡大により、パプアニューギニアへの LNG 関連施設へ

の投資が増大 

18-003 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

パプアニューギニア政府は、地元住民に中国語を教えることを目的と

したコミュニティカレッジの設立を検討 

18-003 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

パプアニューギニア首相は、ポートモレスビーの APEC 首脳会議予定地

である国際会議場（2,700 万ドル）と 6車線の高速道路（3,300 万ドル）

の 2つの大規模な中国援助プロジェクトを正式に開設 

18-003 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

【論説】パプアニューギニアでの APEC 首脳会議は、太平洋における各

国の権力争いが重要視 

18-006 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

パプアニューギニア政府は、プラスチック製のショッピングバッグの

使用を１ヶ月の猶予期間の後、全面禁止へ 
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18-007 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

オーストラリアは、パプアニューギニア・ソロモン諸島間の高速イン

ターネットケーブル敷設への支援を約束 

18-012 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

オーストラリアが、太平洋海上監視プログラムの一環としてパプアニ

ューギニアに本年中に供与する新たな 40ｍ型巡視船（1600 万 AU＄）

がパースで進水 

18-013 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

中国によるパプアニューギニアへの援助資金が、パプアニューギニア

元首相への賄賂（100 万 US ドル）として使用 

18-014 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

パプアニューギニアの首相が、中国を訪問し、一帯一路構想について

「パプアニューギニアに大きな可能性をもたらし、自国の経済が世界

経済と結びつくのに役立つ」と発言し、東ティモールに続き同構想に

署名 

18-015 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

パプアニューギニアの首相が、中国を 1 週間の日程で訪問し、一帯一

路構想に署名するとともに、中国の国家主席と会談 

18-016  パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

パプアニューギニアの海事大学が中国の海事専門機関と提携し、船員

の能力向上を目的とした合同研修プログラムを開設 

18-016  パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

オーストラリア、ソロモン諸島及びパプアニューギニアは、中国の批

判を受けながらも、海底通信ケーブルの契約を締結（オーストラリア

は約 137 百万 US＄を支出予定） 

18-016  パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

中国が、11 月パプアニューギニアで行われる APEC 首脳会議の前に、

太平洋島嶼国の首脳（ツバル、パラオ、マーシャル諸島、ソロモン諸

島、ナウル、キリバスといった台湾承認国を除く）と個別に会談予定

であることをパプアニューギニアの首相が表明 

18-017  パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

中国の病院対応軍艦が、パプアニューギニアに寄港し、4,000 名を超

える病人の治療を実施。その後、他の太平洋島嶼国であるバヌアツ、

フィジー、トンガに寄港し、ドミニカへ向かう予定。（この航海に台湾

を承認する国は含まれていない） 

18-018 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

国際人権環境団体（Global Witness）は、中国に対して、森林破壊が

生態系と生計を破壊しているパプアニューギニアなどからの違法伐採

木材の輸入をより精査する必要があると主張 
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国際人権環境団体（Global Witness）は、中国に対して、森林破壊が
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木材の輸入をより精査する必要があると主張 
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18-018 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

太平洋島嶼国における中国からの負債は急速に伸び、南太平洋島嶼国

１１国で 13 億ドル以上となっており（トンガの対外債務の 60％以上

を占め、バヌアツは約 50％、最大の対中国債務国（約 5億 9,000 万 US

ドル）であるパプアニューギニアは約 25％を占める。）、様々な懸念を

惹起している。 

18-019 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

中国企業（Huawei）がパプアニューギニア国内（首都ポートモレスビ

ーと各地方都市）の海底通信ケーブルの設置（※）を支援へ（中国の

銀行（Exim Bank of China）も、同ケーブルプロジェクトの建設に 2

億 USドル融資する予定）※ポートモレスビーとシドニーの間の海底通

信ケーブルの設置については、オーストラリア政府が支援を表明 

18-020 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

パプアニューギニアの漁業・海洋資源相は、ナウルで行われたナウル

協定加盟国閣僚会議において、他の地域と比較しても西太平洋のマグ

ロの漁獲量が過剰ではないことを報告（出席した閣僚は今後も厳しい

保護措置をとるべきことに合意） 

18-022 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

パプアニューギニアは、中国との直行便を就航する準備のため、中国

人に対するビザ要件を緩和（ポートモレスビーと上海間の直航便は、

来月就航予定） 

18-024 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

「パプアニューギニアにおいて、中国はその影響力及び投資を拡大さ

せており、オーストラリアは注視が必要である」と石油関連企業の幹

部が証言 

18-024 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

【国連の研究】気候変動により世界的に栄養不足が拡大しており、特

に太平洋島嶼国では、過去 12年で、栄養失調にある人々の割合が７パ

ーセントに増加（パプアニューギニアでは子供の 50％が栄養失調であ

り、成人の 20％が肥満状態。また、ニューカレドニアにおいても栄養

失調の割合が 8％から 12％に拡大。） 

18-024 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

オーストラリアとアメリカは、パプアニューギニアにおける中国企業

による通信ケーブルの設置に共同して対抗すると、在オーストラリア

のアメリカ代理大使が明言 

18-026 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

【論説】来月に APEC が開催されるパプアニューギニアにおいて、中国

はその増大する影響力を太平洋島嶼国に見せつけることになる 

18-026 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

パプアニューギニアがアメリカとのシップライダー協定に合意 

18-026 パ プ ア

ニ ュ ー

ソロモン諸島は、パプアニューギニア（領ブーゲンビル自治州）との

国境付近（チョイスル州）に、来年初頭、国境管理支所を設置し、ブ
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ギニア ーゲンビル島との人々の往来に関する国境管理を厳格化する予定 

18-026 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

来年実施されるブーゲンビル州独立に関する住民投票についての共同

監督委員会（元アイルランド首相が議長を務める）がパプアニューギ

ニアの首都ポートモレスビーにおいて開催され、同州と同国の首脳が

出席 

18-027 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

オーストラリアは、パプアニューギニアからの要請に基づき、来月同

国で開催される APEC のために、戦闘機、軍艦、特殊部隊を派遣（9280

万 US ドル相当の経費）し、会議中の安全を確保 

18-028 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

アジア開発銀行（ADB）が、パプアニューギニアの気候変動対策のため

の支援に際して、同国と合意 

18-028 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

ニューギニア航空が、同国首都のポートモレスビーと中国の上海を結

ぶ直航便を 10 月 25 日より就航（同航空幹部は、中国からの旅行客や

ビジネス関係者をターゲットとしたものであると発言）（注．後日、就

航延期の発表あり） 

18-028 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

「オーストラリアは、パプアニューギニアに軍地基地を建設（既存の

基地の共同施設化）するとともに、海軍は南シナ海の係争地域におけ

る活動を強化している」とオーストラリア国防省職員が示唆 

18-028 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

パプアニューギニア海軍所属の（オーストラリアが供与した）監視船

が、その 31年に及ぶ任務を終了し、オーストラリアに帰港。パプアニ

ューギニア海軍は、11 月下旬に代替となる新たな監視船（全 4隻のう

ち 1隻目）を受領する予定。 

18-029 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

ニュージーランド外相は、パプアニューギニアによる APEC の主催に関

して同国の今後の経済的、社会的発展の観点から 1,000 万 US ドルを支

援すると説明（パプアニューギニアに対しては、既にオーストラリア

や中国等が支援を行っており、また、APEC における首脳等の輸送のた

めに、パプアニューギニア政府が 40台のマセラティをはじめとする何

百台もの高級車を購入したことに同国内で批難が上がっている） 

18-030 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

ニュージーランドは、パプアニューギニアで開催される APEC を支援す

るために、軍艦、航空機、特殊部隊等を派遣する予定 

18-031 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

「中国は、パプアニューギニアとソロモン諸島から大量の木材を輸入

しており、これらの国々における木材の違法伐採を削減するために、

重要な国である」と、環境及び腐敗防止に関する NGO（Global Witness）

の政策アドバイザーが説明（パプアニューギニアの市民グループは、
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中国政府に違法な伐採による木材を輸入しないように書面にて要請）

18-031 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

中国の影響力の拡大に対抗するため、アメリカとオーストラリアはパ

プアニューギニアと協力して、同国マヌス島の海軍基地を再開発する

とアメリカ副大統領及びオーストラリア首相が表明（マヌス州知事は、

その実現を妨げる可能性を示唆） 

18-031 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

APEC 首脳宣言の収拾がつかない中、中国の代表団が宣言草案に意向を

反映させるため、パプアニューギニア外相の執務室に入室を試みるも、

同国警察に阻止（中国側はこの報道内容を否定） 

18-031 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

APEC 首脳宣言は、 自由貿易をめぐるアメリカと中国の隔たりにより、

初めてまとまらず。議長であるパプアニューギニア首相は、「2020 年

までに自由で開かれた貿易を確保する」と閉幕にあたり発言 

18-032 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

パプアニューギニアの首都ポートモレスビーにて、中国の支援による

7 車線道路の完成式典を中国国家主席が主催（パプアニューギニア首

相は、中国によるインフラ開発支援に感謝を表明） 

18-032 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

パプアニューギニア外相は、中国の一帯一路(Belt and Road)構想に関

するアメリカの評価（中国の開発資金は、貧国を拘束するベルト(Belt)

で一方通行(Road)である）を否定し、同構想のインフラ建設プログラ

ムは国民の問題解決につながると発言 

18-035 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

パプアニューギニアにおいて、同国政府から海底採掘の許可を受けて

いたカナダ企業が、その保有する海底調査支援船を売却したため、採

掘プロジェクト（Solwara 1 project）が困難となる（地元住民グルー

プからは、採掘は環境破壊につながるため、強い反対意見があり、訴

訟も提起されているもの） 

18-035 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

「パプアニューギニアは、他の島嶼国も使用する国際的なマグロモニ

タリングのためのソフトウエア（マグロ漁獲量等の操業中の漁船の記

録を把握するもの）を購入する予定である」と同国漁業大臣が発表 

17-027 パラオ パラオが日本財団供与による新しい巡視船を配備 

17-027 パラオ パラオ海上法令執行部の新たな職員 18人が宣誓 

17-028  パラオ 2017 年のパラオへの観光客が前年比 13％減少 

17-029 パラオ パラオにおいて、アメリカのレーダーサイト設置に関する現地調査が

今月から開始 

17-029 パラオ 新しいオーストラリア海軍技術アドバイザーがパラオに着任 
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ギニア 

APEC 首脳宣言は、 自由貿易をめぐるアメリカと中国の隔たりにより、

初めてまとまらず。議長であるパプアニューギニア首相は、「2020 年

までに自由で開かれた貿易を確保する」と閉幕にあたり発言 
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ニ ュ ー

ギニア 

パプアニューギニアの首都ポートモレスビーにて、中国の支援による
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18-032 パ プ ア

ニ ュ ー

ギニア 

パプアニューギニア外相は、中国の一帯一路(Belt and Road)構想に関
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プからは、採掘は環境破壊につながるため、強い反対意見があり、訴
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録を把握するもの）を購入する予定である」と同国漁業大臣が発表 

17-027 パラオ パラオが日本財団供与による新しい巡視船を配備 

17-027 パラオ パラオ海上法令執行部の新たな職員 18人が宣誓 

17-028  パラオ 2017 年のパラオへの観光客が前年比 13％減少 

17-029 パラオ パラオにおいて、アメリカのレーダーサイト設置に関する現地調査が

今月から開始 

17-029 パラオ 新しいオーストラリア海軍技術アドバイザーがパラオに着任 
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17-031 パラオ パラオの上院議員は、空港拡張計画に関する政府の情報公開法違反に

対する訴訟を提起 

17-032 パラオ 日本財団からパラオに供与した巡視船、新庁舎及び桟橋の引渡式典が

2月 13 日に開催 

17-032 パラオ パラオは日本財団供与の巡視船により、違法操業対策を強化へ 

17-032 パラオ 日本財団常務とパラオ親善大使が、パラオの環境を守る誓約書に署名

17-032 パラオ デルタ航空が、日本からサイパン・パラオ向けのフライトを 5 月６日

から中止へ 

17-032 パラオ パラオが、2020 年に自国で開催の「Our Ocean Conference」の準備を

開始 

17-033 パラオ 中国と台湾が、パラオにおいて国交関係をめぐり争う 

17-033 パラオ フィリピン大統領が、パラオ国民のフィリピン国内大学等での奨学金

の提供について、パラオ大統領との会談において言及 

17-033 パラオ パラオのインフラ・産業・商業大臣が裁判所に対して、（日本が支援す

る）空港拡張事業に関する情報公開についての上院の訴訟を退けるよ

うに求める 

17-033 パラオ パラオの国家海洋保護区（PNMS）事務局長がサクマ氏からヌワル氏に

交代 

17-033 パラオ パラオの大統領がマーシャル諸島で開催されるミクロネシア首脳会議

及びナウル協定加盟国会議に出席 

17-033 パラオ パラオのインフラ・産業・商業大臣がデルタ航空に対して、日本との

直行便の維持を求める 

17-035 パラオ パラオの大統領が、2020 年の海洋会議に向けて、執行委員会の 9名を

指名 

17-035 パラオ パラオが、ナウル協定により定められた操業日数をフィリピン企業に

初めて売却 

17-035 パラオ パラオ海上法令執行部の巡視船（オーストラリアから供与）が、国家

海洋保護区における行動から帰還（違法活動は発見されず） 

17-036 パラオ パラオ大統領が、インタビューにおいてパラオと日本は兄弟のような

関係と述べ、日本とパラオの関係の強さに言及 

208

58 

17-031 パラオ パラオの上院議員は、空港拡張計画に関する政府の情報公開法違反に

対する訴訟を提起 

17-032 パラオ 日本財団からパラオに供与した巡視船、新庁舎及び桟橋の引渡式典が

2月 13 日に開催 

17-032 パラオ パラオは日本財団供与の巡視船により、違法操業対策を強化へ 

17-032 パラオ 日本財団常務とパラオ親善大使が、パラオの環境を守る誓約書に署名

17-032 パラオ デルタ航空が、日本からサイパン・パラオ向けのフライトを 5 月６日

から中止へ 

17-032 パラオ パラオが、2020 年に自国で開催の「Our Ocean Conference」の準備を

開始 

17-033 パラオ 中国と台湾が、パラオにおいて国交関係をめぐり争う 

17-033 パラオ フィリピン大統領が、パラオ国民のフィリピン国内大学等での奨学金

の提供について、パラオ大統領との会談において言及 

17-033 パラオ パラオのインフラ・産業・商業大臣が裁判所に対して、（日本が支援す

る）空港拡張事業に関する情報公開についての上院の訴訟を退けるよ

うに求める 

17-033 パラオ パラオの国家海洋保護区（PNMS）事務局長がサクマ氏からヌワル氏に

交代 

17-033 パラオ パラオの大統領がマーシャル諸島で開催されるミクロネシア首脳会議

及びナウル協定加盟国会議に出席 

17-033 パラオ パラオのインフラ・産業・商業大臣がデルタ航空に対して、日本との

直行便の維持を求める 

17-035 パラオ パラオの大統領が、2020 年の海洋会議に向けて、執行委員会の 9名を

指名 

17-035 パラオ パラオが、ナウル協定により定められた操業日数をフィリピン企業に

初めて売却 

17-035 パラオ パラオ海上法令執行部の巡視船（オーストラリアから供与）が、国家

海洋保護区における行動から帰還（違法活動は発見されず） 

17-036 パラオ パラオ大統領が、インタビューにおいてパラオと日本は兄弟のような

関係と述べ、日本とパラオの関係の強さに言及 

208



59 

17-036 パラオ パラオ政府高官がキューバを国交樹立以来初訪問し、健康福祉分野に

関する政府間協議を実施 

17-036 パラオ パラオ大統領が、5 名の上院議員による空港拡張工事に関する公共イ

ンフラ・産業大臣への告訴が同国に悪影響をもたらすと発言 

17-036 パラオ 日本財団がパラオに供与した巡視船が、同国の海上での治安確保に貢

献 

18-001 パラオ 中国人のパラオへの観光を制限する中国の施策の影響により、2017 年

最終四半期のパラオへの中国人観光客が前期と比較して 16％減少 

18-001 パラオ 中国人観光客が減少してもパラオにとっては大きな影響はないと同国

観光局職員が発言 

18-001 パラオ パラオ大統領が、高級宿泊施設に投資する外国人投資家に税の軽減を

可能とする法案に署名 

18-001 パラオ パラオ大統領府高官がパラオ国際船舶登録機関（PISR）の船舶管理の

不備に関して不満を表明 

18-003 パラオ 世界各国の軍人や民間人も参加した医療援助を中心とするミッション

（Pacific Partnership 2019）がミクロネシアのヤップでの実施を終

え、続いてパラオにて実施 

18-003 パラオ 日本からパラオに派遣されたコーストガードアドバイザーの歓迎式典

が副大統領兼法務大臣の出席のもと開催 

18-003 パラオ パラオのペリリュー島において、天皇皇后陛下訪問 3 周年記念行事が

開催 

18-003 パラオ 日本のダイビングフェアにおいて、パラオが海外のダイビング場所部

門の第一位となり、表彰される 

18-007 パラオ パラオはハイエンドの観光客を対象とした新たな観光戦略を模索 

18-007 パラオ パラオの空港拡張のプロジェクトの情報公開に関する、上院議員 5 名

の異議申立ては最高裁判所により却下 

18-009 パラオ パラオ政府観光局によれば、パラオへの 2018 年 4 月期の訪問者は

10,337 人であり、前年同月よりも微増（455 人増加）。このうち、中国

人が 4,275 人と依然最大を占める 

18-009 パラオ パラオの大統領は、在任期間中は台湾との外交関係を継続することを

明言 
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18-009 パラオ 日本の（水産庁）監視船、パラオの巡視船（日本財団が供与）、米国沿

岸警備隊の巡視船、オーストラリア国防省手配のチャーター機による

連携したパラオ EEZ 内での海上監視活動が開始 

18-011 パラオ 日本の創価大学が、パラオ大統領のこれまでの環境や文化の保護や教

育に関する功績を評価し、文化教育特別賞を授与 

18-011 パラオ アメリカ沿岸警備隊の巡視船が、パラオの EEZ におけるオーストラリ

アやパラオとの合同監視活動を終えて、グアムに帰港 

18-013 パラオ オーストラリア外相が、パラオの自然環境を保護しつつ観光産業を振

興するための取組みである Palau Pledge Initiative（パラオへ入国

する外国人は、自身のパスポートに押されたスタンプに署名を行い、

パラオの自然環境を尊重することを誓約する）のために、6万 USドル

を寄贈 

18-013 パラオ パラオ大統領は、オーストラリア外相の訪問を戦略的パートナーとし

ての同国のコミットメントを示すものとして歓迎 

18-014 パラオ 日本の航空会社（Skymark Airlines）が東京とサイパン、東京とパラ

オ便を来年から就航予定 

18-017  パラオ 環境関連企業が、「パラオは、我々と協力し、来年をめどに、ディーゼ

ル燃料の利用を止めて再生可能エネルギーの利用へと変換を目指すこ

とができる」と述べた。  

18-017  パラオ パラオ・パシフィック航空（台湾人オーナー）は、パラオを違法な渡

航先とする政府の措置により中国人観光客数が急減しているとして、8

月以降、香港、マカオからのパラオ行きの航空便を中断予定。 

18-017  パラオ パラオは、香港からの定期便が本年 8 月末に就航停止（中国が、同国

人の渡航可能国としてパラオを含めていないことが原因と推測）する

ため、毎月 200 万 US＄の損失に直面すると、同便運航会社の幹部が述

べる 

18-018 パラオ パラオ政府は、昨年 11月の中国による旅行会社へのパラオ旅行催行禁

止措置に伴う旅行客急減に対して、日本（2つのホテルの建設を要請）

とアメリカに支援を要請。また、韓国及び EU に対しても支援を要請す

る計画。 

18-018 パラオ パラオ国会の上下院議長は、同国におけるリゾートホテル建設起工式

（中国企業により建設）に参加し、リゾートホテルが中国人観光客の

増加をもたらすとし、パラオ人に中国人との友好関係を発展させるよ

うに求めた。（なお、中国の外交官も出席したと伝えられている。） 
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18-020 パラオ パラオ大統領は、全ての政府庁舎等におけるプラスティック製品（ペ

ットボトル、食器等）の提供を禁止する法案に署名（企業が、環境に

配慮したオプションを顧客に提供し、パラオへの訪問者に環境を保存

するよう教育することを求める法案にも、同大統領は署名） 

18-021 パラオ パラオでは、中国人観光客が減少したために、ホテルの空室が目立ち、

観光用ボートの稼働率が落ち、旅行代理店が閉鎖する状況に：中国と

台湾の外交綱引きに巻き込まれたパラオは今後どうなるのか？ 

18-021 パラオ パラオはその生物多様性を守るため、名古屋議定書（同議定書は、遺

伝子銀行への適切なアクセスや関連技術を含め、遺伝資源の利用から

生じる恩恵が公正かつ公平な方法で共有されることを確保するもの）

を批准 

18-022 パラオ パラオ大統領が韓国で初めて開催された環境サミット（Global Green 

Island Summit）にて基調講演 

18-022 パラオ 台湾政府は、同国とパラオの国交関係を守るために、台湾野党系企業

が保有するパラオのホテルの売却を阻止 

18-022 パラオ 国連開発計画（UNDP）の下にある GEF Small Grants Program の代表者

が、パラオが行う生物多様性や土地の改良等の保全活動を称賛（GEF 

Small Grants Program はこれまでパラオで、地域に根付いた 42 のプ

ロジェクトを１５年間支援（200 万 US ドル相当）） 

18-022 パラオ パラオのリーダーシップにおける政治的同盟とその他特性（パラオ大

統領は、中国との外交関係を支持しているパラオ議会の上下院議長と

一定の距離を取りながら自身の政策を実行） 

18-024 パラオ アメリカが、パラオに設置する航空監視用レーダーを設置する土地を

保有する手続きを終える見込み 

18-024 パラオ パラオの EEZ 内において、中国の海洋調査船が無許可で活動している

ことが判明し（アメリカからの情報提供による）、パラオは中国に同船

による調査の中止を求める 

18-024 パラオ パラオの大統領が国連に対して、国際機関への台湾の参加の承認を求

める 

18-024 パラオ パラオは、国連に気候変動対策の特別代表を任命するように要請 

18-026 パラオ パラオの下院議長が、同国が中国からの観光客を増加させるために 2

年以内に台湾と断交して中国との国交を樹立する可能性について言及

18-026 パラオ パラオ大統領は、（同国内において台湾との国交を維持することに対す

る意見の相違があっても）台湾との国交を継続していくことを（台湾
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の 107 回目の独立記念日を祝福する）同国総統宛ての書面にて表明 

18-027 パラオ ロシア大統領は、パラオとの観光分野、航空及び海軍情報交流の促進

を表明（ロシアとパラオは両国のビザ無し旅行協定に先月合意） 

18-027 パラオ パラオが台湾との国交を維持することは地域（中国と台湾）の安定を

維持するものとして、アメリカ国務省高官は称賛 

18-027 パラオ アジア開発銀行（ADB）理事会は、パラオにおける災害（台風や干ばつ

等）に対する回復力を支援するため、1,500 万 US ドルの政策ベースの

融資を承認し、パラオへの支援を強化（これまでに ADB は、パラオに

6,970 万 US ドルの融資等の支援を実施） 

18-027 パラオ パラオの（立ち入り禁止とされていた）有名な観光名所（ジェリーフ

ィッシュレイク）が再開（湖の温度が保たれ、ジェリーフィッシュ（無

毒なくらげ）が戻ってきたため） 

18-027 パラオ アメリカ海軍は、パラオ法務省人身取引防止事務所に簡易ベッドを供

与（簡易ベッドは、人身取引による被害者の緊急避難所において使用

される見込み） 

18-028 パラオ パラオ大統領は、観光客が減少している状況においても、将来の成長

を見据えている 

18-028 パラオ アメリカ政府高官は、パラオは海上防衛に関して孤立していないと発

言 

18-028 パラオ 4 人のパラオの若手警察官は、台湾の費用負担により、台湾の海軍大

学での研修に参加 

18-028 パラオ 緊急対応用のボートや灯台がペリリュー島に設置され、島内の輸送体

制が強化（パラオ独自の予算で実施） 

18-029 パラオ パラオ北部のカヤンゲル州における台湾と TNC（The Nature 

Conservancy）が支援してきた魚養殖に関するパイロットプロジェクト

が完了 

18-029 パラオ インドネシア大統領が、Our Ocean Conference において、パラオ大統

領と二国間会談 

18-029 パラオ オーストラリア連邦警察が、パラオ警察職員の潜水訓練を支援 

18-029 パラオ アメリカの FBI 職員が、パラオの（法務省）職員に人身取引捜査訓練

を支援予定。また、アメリカ海兵隊もパラオの警察職員に軍事訓練を

支援予定 

18-029 パラオ パラオのケオベル・サクマ氏（前パラオ国家海洋保護局（PNMS）事務

局長）が、大統領と上院の承認を受け、国際サンゴ礁センターの新た
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な理事に指名 

18-029 パラオ パラオと台湾は両国民のビザ免除協定に署名（10月末に発効） 

18-029 パラオ  中国による自国民のパラオへの旅行禁止により中国人観光客が激減

したにも関わらず、一人当たり消費額が増加したため、パラオの観光

収入は増加したと、パラオ大統領が説明 

18-029 パラオ パラオは、「責任ある観光教育に関する法律」を制定（この法律は、パ

ラオに来る船や航空機（クルー）がその乗客に対して同国の観光保護

政策を教育すること、観光業者が観光客に対して環境に関し責任ある

行動をとることを奨励すること等を規定）（サンゴ礁に対して毒性のあ

る日焼け止めの製造・販売を禁止することもあわせて規定（下記記事

参照）） 

18-029 パラオ パラオはサンゴ礁を保護するために、毒性のある日焼け止め商品の販

売と使用を禁止する法律を制定（2020 年に施行され、違反した業者は

1,000US ドルの罰金が課せられる） 

18-031 パラオ パラオ北部のアルコロン州のコミュニティーが、州政府と日本企業と

の合弁事業である砂の採掘（50年間、無制限に砂を浚渫するプロジェ

クト）案に反対 

18-031 パラオ 国際通貨基金（IMF）は、本年のパラオの経済成長の低下の一因は、同

国への旅行者の減少であると説明（2017 年の同国の経済成長率は

3.7％のマイナスとなっている） 

18-031 パラオ パラオ下院において、同国の領土を規定する憲法の条文に不正確な表

現があるとし、憲法改正案が提起される（特定の領海基線やその方向

に関する文言を削除し、環礁・リーフ・浅瀬その他主権に関する文言

を追加することを求めるもの） 

18-031 パラオ 台湾総統は、パラオ大統領の国際社会における台湾の支持に対して感

謝を表明 

18-031 パラオ パラオ大統領は、国連機関に台湾の参加が認められるように様々な方

策をとっていくと、訪問先の台湾で発言 

18-032 パラオ アメリカの社会・環境 NPO 団体（Heirs To Our Oceans）が、コロール

州政府等の協力のもとパラオで初めてプラスティック汚染フォーラム

を開催 

18-032 パラオ パラオのアイメリーク州海岸沿いに、中国資本により建設される豪華

ホテルに関し、環境影響評価基準を達成するまでは、建設を保留すべ

きとパラオの環境保護委員会（EQPB）が通知 
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18-032 パラオ 2018 年のパラオへの旅行者は、105,000～107,000 名程度となる見込み

（大量の旅行者数となった 2015 年以前の水準と同程度）であり、日本

と中国からの直行便撤退の影響によるとパラオ政府観光局が発表（パ

ラオ財務大臣は、旅行者の減少により、同国の観光関連収入は減少と

発表） 

18-032 パラオ パラオ海上警察の巡視船幹部職員が、日本で開催される JICA研修（IUU

漁業対策）に参加 

18-033 パラオ 台湾とパラオは 90 日以内の滞在を限度として入国ビザを 12 月 1 日よ

り相互に免除 

18-034 パラオ パラオと日本が共同で貿易・投資・観光セミナーをパラオで開催（日

本から外務政務官が代表として参加） 

18-034 パラオ オーストラリア首相は、パラオに 2021 年までに同国の大使館を開設す

ることを発表 

18-034 パラオ パラオの上院議員複数名が、パラオ国家海洋保護法（2020 年からパラ

オの EEZ の 8 割において、商業漁業を禁止するもの）施行の延期案を

2 件提出（パラオへの訪問者の減少の結果、パラオにおける国家海洋

保護のための原資となる環境税（訪問者から 100US ドルを徴収するも

の）の減少が予想されるため） 

18-034 パラオ 「2019 年には、パラオへの日本からの直行便の就航（スカイマーク、

中華航空（台湾のエアライン））により、同国への観光客の減少は止ま

り、持ち直す見込み」と発言 

18-035 パラオ パラオの EEZ の 80％を禁漁区とする法案の施行を遅らせるために、上

院の複数議員が 2 つの議案を提出したことに対して、同国大統領は、

（パラオの海洋政策に賛同する日本財団や各国から既に様々な支援を

受けているとしつつ）同議案は不適切であり、（最終的な）議案への署

名を拒否する姿勢を示す 

18-035 パラオ パラオ上院は、フランスの電力企業からの大規模の電力（再生可能エ

ネルギー）購入協定に関する議案を否決（パラオ大統領は、気候変動

対策を推進するため、2025 年までに国内総電力の 45％を再生可能エネ

ルギーでまかなう目標を掲げるも、上院は、その協定に係る電力企業

への対応（30年間の税金免除）、高額な電力提供価格に反発） 

18-035 パラオ パラオの上院議会による議案否決の現状を把握するため、電力企業幹

部がパラオを訪問 

18-024 パ ラ グ

アイ 

パラグアイとマーシャル諸島の大統領が国連に対して、国際機関への

台湾の参加の承認を求める 
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18-006 東 テ ィ

モール 

オーストラリアの防衛相は、太平洋島嶼国における海上監視プログラ

ムの一環として、新たに東ティモールへ 2 隻の巡視船を配備し、同プ

ログラムによる巡視船の配備隻数を計 19 隻から 21 隻に増強するこ

とを発表 

17-027 フ ィ ジ

ー 

フィジーによる上海・香港への貿易投資ミッションが成功裡に終わる

17-029 フ ィ ジ

ー 

フィジーにおける中国人被疑者の逮捕と国外追放に協力した中国の警

察官 2名が、フィジーで見送りを受ける 

17-030 フ ィ ジ

ー 

フィジーへの 2017 年の訪問者が最大（842,884 人）を記録 

17-031 フ ィ ジ

ー 

日本が、フィジーの病人や身体障がい者へのプロジェクト支援のため

に、20 万ドルを拠出 

17-031 フ ィ ジ

ー 

フィジーが中国から救急車を 200 台受領 

17-035 フ ィ ジ

ー 

在フィジーオーストラリア大使が、フィジーの軍司令官を表敬し、巡

視船の代替の前倒しを表明 

18-001 フ ィ ジ

ー 

フィジーの造船会社による、太平洋島嶼国（ソロモン、トンガ、ツバ

ル、ナウル、キリバス、マーシャル、バヌアツ）の船舶の修理・メン

テナンス等の業績が目標を超える 

18-007 フ ィ ジ

ー 

フィジーの警察局長が、中国を訪問し、同国が支援する、合成薬物に

関する警察官の研修及びドローンの導入に関し議論する予定 

18-007 フ ィ ジ

ー 

今週、バミューダ諸島で開催される Ocean Risk Summit に、ヴァージ

ン・グループ会長であるリチャード・ブランソン、国連の海洋大使で

あるピーター・トンプソンほか多くの著名人が出席 

18-008 フ ィ ジ

ー 

フィジーの労働大臣が、太平洋共同体（SPC）のハイレベル協議におい

て、気候変動に対抗するためには、オーストラリアやニュージーラン

ドも含めた太平洋島嶼国が協力して対応することが必要と発言 

18-008 フ ィ ジ

ー 

バミューダにおいて Ocean Risk Summit が開催（世界中の政財界のリ

ーダー（国連海洋特使のピーター・トンプソン氏も出席）が集まり、

変化する海により生じるリスクに関し議論、解決策を検討する初の試

み） 

18-009 フ ィ ジ

ー 

フィジー警察庁長官が中国の雲南省の警察施設を訪問し、今後の両国

の麻薬対策や研修の協力に関して議論を行う 

18-009 フ ィ ジ

ー 

フィジーの首相が日本の首相と PALM8 の際に会談 
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18-011 フ ィ ジ

ー 

フィジー警察が中国警察に続き、新たにタイ警察とも研修や人的交流

を通じた相互協力関係を構築へ 

18-011 フ ィ ジ

ー 

ニュージーランド海軍がフィジーに軍艦を派遣し、共同で EEZ におけ

る海上監視活動や研修を実施 

18-011 フ ィ ジ

ー 

3800 名以上の外国人が、過去約 3年間にフィジーの市民権を付与 

18-012 フ ィ ジ

ー 

フィジーの遠隔地における医療や災害支援業務に対応する病院船（長

さ 46m）が首都のスバで首相立ち合いのもと進水 

18-013 フ ィ ジ

ー 

フィジー大統領が、首都スバで行われた世界海洋デーシンポジウムに

おいて、世界の海洋を保護するために努力する重要性を指摘 

18-013 フ ィ ジ

ー 

フィジーの首相は、スバ港に寄港した中国船は衛星追跡艦であり、同

港において燃料と食料を補給していると発言 

18-014 フ ィ ジ

ー 

フィジーのナンディにおいて、気候変動、生物多様性、持続可能な発

展に焦点を当て、国連世界観光機関（UNWTO）の第 30 回共同委員会が

開催（フィジーの他中国、スリランカ、インドネシア、ツバル、バヌ

アツ、オーストラリア、パプアニューギニアが参加。太平洋島嶼国に

おける開催は初。） 

18-014 フ ィ ジ

ー 

フィジーの消費者協会が、同国の貨客船が行う乗客へのサービスの質

が悪い（過積載、貨物の紛失、乗客への連絡を伴わない欠航や運航時

刻の遅延）ことを指摘 

18-015 フ ィ ジ

ー 

フィジーの国境管理を強化するために、他官庁との共同指揮センター

を設置するという構想がフィジー国境警備局主催のワークショップに

おいて提案 

18-015 フ ィ ジ

ー 

ニュージーランドとフィジー海軍の共同監視活動により、違法操業の

漁船 6隻を拘束 

18-015 フ ィ ジ

ー 

フィジー首相は、中国人やイスラム教徒がフィジーを乗っ取ることは

ないと発言 

18-016  フ ィ ジ

ー 

フィジーが、来年 5月に行われるアジア開発銀行（ADB）の理事会を太

平洋島嶼国で初主催 

18-017  フ ィ ジ

ー 

中国はフィジー海軍に対して、本年中に海洋調査兼監視対応船を供与

する予定 

18-017  フ ィ ジ

ー 

フィジーへの訪問者が、6月には 81,653 人となり前年比 6.6％増加（ニ

ュージーランドやアメリカ等からの訪問者は増加するも、日本、中国

からの訪問者は減少） 
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18-018 フ ィ ジ

ー 

中国の人民解放軍のテクニカルチームがフィジー陸軍施設を訪問 

18-018 フ ィ ジ

ー 

フィジーの検事総長兼経済大臣は、同国で多くの事業を行うグレー

ス・ロード・カンパニーの創設者である韓国人牧師の逮捕は、フィジ

ー政府に影響を与えないと発言（コリアタイムズ紙は、韓国人牧師は、

フィジーでグレース・ロード教会 400 人の信者を監禁したことにより、

韓国で逮捕されたと報じている。） 

18-026 フ ィ ジ

ー 

中国（及び中国海軍）の支援により、フィジー海軍の海洋調査及び監

視船が就役 

18-027 フ ィ ジ

ー 

フィジー政府は本年 11月の総選挙において、太平洋フォーラム事務局

を（選挙監視）オブザーバーの一団体として招待予定（オーストラリ

ア、インドネシア、インドもオブザーバーに参加） 

18-029 フ ィ ジ

ー 

 「フィジーは、中国から約 5 億 US ドルの借金があるものの、国をそ

の担保とすることはない」とフィジーの経済大臣が説明 

18-030 フ ィ ジ

ー 

フィジーのコンロテ大統領が、1期目の政権（3年）を終え、2期目を

迎える 

18-031 フ ィ ジ

ー 

フィジーはアメリカとのシップライダー協定に署名 

18-031 フ ィ ジ

ー 

フィジーは中国の一帯一路構想の MOU に署名 

18-032 フ ィ ジ

ー 

2018 年のフィジー総選挙：現フィジー与党である FijiFirst が 27 議

席（総議席 50）を獲得し、現政権（バイニマラマ首相）は今後 4年継

続へ 

18-034 フ ィ ジ

ー 

フィジーがアメリカとのシップライダー協定に合意（フィジー国境警

備局は、アメリカ海軍の支援を受けて、海上における国境管理を強化）

17-033 フ ィ リ

ピン 

フィリピン大統領が、パラオ国民のフィリピン国内大学等での奨学金

の提供について、パラオ大統領との会談において言及 

17-033 フ ィ リ

ピン 

フィリピンのセブ島に、JICA の支援により船舶交通監視システムが開

設 

18-017  フ ィ リ

ピン 

フランスの造船所（OCEA）が、フィリピン沿岸警備隊（PCG）に提供す

る 3隻目の巡視船を進水  

18-018 フ ィ リ

ピン 

フィリピン海軍は、中国からの 1,400 万 US ドルの支援の一環として、

4隻の新たな監視艇及び 40 ㎜のロケットランチャー（40MM）30 基の供

与を受けたと発表 

18-019 フ ィ リ

ピン 

フィリピン沿岸警備隊は、フランス製の巡視船（長さ 24m）4隻を購入

し、その 1 隻目がフィリピンのスービックに到着（さらに、大型の巡
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18-018 フ ィ リ

ピン 

フィリピン海軍は、中国からの 1,400 万 US ドルの支援の一環として、

4隻の新たな監視艇及び 40 ㎜のロケットランチャー（40MM）30 基の供

与を受けたと発表 

18-019 フ ィ リ

ピン 

フィリピン沿岸警備隊は、フランス製の巡視船（長さ 24m）4隻を購入

し、その 1 隻目がフィリピンのスービックに到着（さらに、大型の巡

217



68 

視船（長さ 82m）も購入する予定） 

18-033 フ ィ リ

ピン 

日本の海上保安庁とフィリピンの沿岸警備隊が、マニラ湾において海

賊対策合同訓練を実施（日本がフィリピンに供与した巡視船も参加）

18-012 フ ラ ン

ス 

フランスの上院議員が、ニューカレドニアで 11 月に実施される独立に

関する住民投票において、同国の国民がフランス領に留まることを望

まなければ、中国に完全に依存すると警告（事前の意識調査では、国

民は独立には反対の見通し） 

18-017  フ ラ ン

ス 

フランスの造船所（OCEA）が、フィリピン沿岸警備隊（PCG）に提供す

る 3隻目の巡視船を進水  

18-035 フ ラ ン

ス 領 ポ

リ ネ シ

ア 

国連は、フランスとアメリカに対して太平洋島嶼国からそれぞれの軍

事基地（フランスの基地：ニューカレドニア及びフランス領ポリネシ

ア、アメリカの基地：グアムに 3か所）を撤退するように要請 

17-031 マ ー シ

ャル 

ミクロネシアは、国際連合に対して、同国とマーシャルの間の海洋境

界と協力に関する条約を登録 

17-035 マ ー シ

ャル 

マーシャル諸島が、独自の仮想通貨を立ち上げ 

17-036 マ ー シ

ャル 

マーシャル諸島のイバイ島の水道・電気プロジェクトが現地機関

（Marshall Islands Combined Utilities Board）とアジア開発銀行の

意見対立により停滞 

18-006 マ ー シ

ャル 

台湾が、マーシャル諸島に太陽光発電による街路灯、バッテリー及び

2万 US ドルを支援へ 

18-013 マ ー シ

ャル 

オーストラリア外相が、パラオ、ミクロネシアに続き、マーシャル諸

島を訪問し、同国首相と会談、また、オーストラリア等が 1,900 万 US

ドルをかけて支援する水と衛生プロジェクトに関して現地視察 

18-017  マ ー シ

ャル 

マーシャル諸島の干ばつが起こりやすい北部環礁地域では、EU及び太

平洋共同体の支援を受け、農作物の利用可能性を高め、干ばつに耐性

のある品種の利用を拡大し、土壌管理を改善する等、エルニーニョ現

象に伴う将来の干ばつ対策を実施 

18-018 マ ー シ

ャル 

台湾総統とマーシャル諸島大統領立ち合いのもと、両国の外相が、両

国人のビザ無し入国、海上監視分野での協力に関する二国間協定に署

名 

18-018 マ ー シ

ャル 

台湾で先住民族の日を祝う記念行事の一環として、Austronesian 

Forum が開催（台湾を公式訪問しているマーシャル諸島大統領とグア

ムの知事を含む 12カ国の代表が開会式に出席） 
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18-024 マ ー シ

ャル 

パラグアイとマーシャル諸島の大統領が国連に対して、国際機関への

台湾の参加の承認を求める 

18-029 マ ー シ

ャル 

マーシャル諸島において、大統領に対する不信任案が提出され、12 日

に採決予定 

18-030 マ ー シ

ャル 

マーシャル諸島の議会において、RASAR 計画（ロンゲラップ環礁を発

展させるための経済特区の設立、中国人投資家の支援あり）、マーシャ

ル政府公認の仮想通貨等をめぐり、大統領に対する不信任案が提出。

大統領はこれに対し「中国の影響がその背景にある」と非難。12 日に

国会での採決の結果、賛成 16、反対 16の同数となり、定数 33の過半

数（17）に届かず、不信任案は否決 

18-031 マ ー シ

ャル 

台湾外相が、マーシャル諸島との国交樹立 20 年を祝うため、同国を訪

問 

18-032 マ ー シ

ャル 

台湾外相がマーシャル諸島を訪問し、同国との協力を促進するための

2 つの協定（警備及び戦略的協力）に署名（台湾海巡署とマーシャル

諸島海上警察機関による海上救助合同訓練も視察） 

18-014 マ リ ア

ナ諸島 

アメリカ政府機関の報告書（米中経済安全保障審査報告書）において、

「北マリアナ諸島のテニアン島にあるカジノリゾートへの中国の投資

が、島の米軍の計画を複雑にする可能性がある」と警告 

17-030 マ レ ー

シア 

【マレーシア産業開発財政研究所（MIDF）レポート】中国の一帯一路

政策がマ・シ海峡における貿易を増加させマレーシアに利益をもたら

す 

17-031 マ レ ー

シア 

マレーシアの海上法令執行庁（MMEA）と日本の海上保安庁が合同で海

賊対策や人命救助訓練を実施 

17-033 マ レ ー

シア 

JICA は海上保安庁とマレーシア海上法令執行庁（MMEA）間の海難救助・

海上防災に関するプログラムの支援を実施 

18-006 マ レ ー

シア 

クアラルンプールで開催された防衛兵器展示会(Defence Services 

Asia 2018)において、マレーシアの造船所（BHIC）が中国と共同開発

する沿岸対応船（LMS）を展示 

18-006 マ レ ー

シア 

中国の防衛企業が、クアラルンプールで開催された防衛兵器展示会で

東南アジア向けの製品を展示 

18-006 マ レ ー

シア 

マレーシア海上法令執行庁（MMEA）は日本との交換プログラムを通じ

て、海上における犯罪捜査能力の強化を目指す 

18-013 マ レ ー

シア 

マレーシア首相は、「南シナ海とマラッカ海峡における軍艦の存在は、

同地域の平和と安定に寄与しない」と発言 

18-016  マ レ ー

シア 

マレーシア MMEA は、外国の違法操業漁船に効果的に対応するために、長

期間の行動が可能な多目的巡視船 3隻を政府に要望すると同長官が発言
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18-017  マ レ ー

シア 

国際海難救助連盟（IMRF）は、マレーシアにおいて、アジア太平洋に

おける海難救助ワークショップをアメリカ沿岸警備隊の支援を受け開

催 

18-034 マ レ ー

シア 

シンガポールとマレーシアの海上の境界に関する紛争の経緯 

・マレーシアが、同国南部ジョホールバル港の港域を拡張し、シンガ

ポールが主張する領海内（シンガポール西部チュアス周辺海域）にマ

レーシア公船が侵入 

・シンガポールはチュアス周辺の港域を拡張するとともに、同国海軍

及び沿岸警備隊を派遣し、マレーシア公船に領海侵入を警告 

・マレーシア及びシンガポール公船が、両国の海上境界付近で対峙す

る状態となり、両国政府間で対話を模索中 

18-035 マ レ ー

シア 

「マレーシアの公船は、シンガポールとの係争海域に関する両国の交

渉が終了するまで同海域に待機する」とマレーシア首相が発言 

18-035 マ レ ー

シア 

「マレーシア海事局によるメディアへの現状説明（国境管理オペレー

ション、港域、国際的な境界について説明）は延期する」と同国ジョ

ホールバル州報道官が声明を発表 

18-035 マ レ ー

シア 

シンガポールは、国連海洋法条約第 298 条(1)（a）に基づき、マレー

シアとの海上境界紛争に関する第 3 者による仲裁又は裁定手続きを拒

否する宣言を国連に提出 

17-031 ミ ク ロ

ネシア 

ミクロネシアは、国際連合に対して、同国とマーシャルの間の海洋境

界と協力に関する条約を登録 

18-001 ミ ク ロ

ネシア 

アジア開発銀行と世界銀行がミクロネシア、キリバス、ナウルにおけ

る低価格かつ高速のインターネット回線普及に関して 3660 万ドル相

当の経済支援へ 

18-001 ミ ク ロ

ネシア 

世界各国の軍人や民間人も参加した医療援助を中心とするミッション

（Pacific Partnership 2018）がミクロネシアのヤップでの実施を終

え、続いてパラオにて実施 

18-001 ミ ク ロ

ネシア 

ミクロネシア副大統領が、太平洋地域環境計画（SPREP）の支援する気

候変動対策に関する最初のプロジェクトを立ち上げ 

18-007 ミ ク ロ

ネシア 

ミクロネシアの首相や州知事は、グアム経由で運搬される液体燃料へ

の増税に懸念を表明 

18-021 ミ ク ロ

ネシア 

チューク州のミクロネシア連邦からの独立の動きは、他の州に悪影響

を及ぼす（来年 3 月に独立の是非を問う選挙があり、約 5 万人のチュ

ーク州住民が投票） 
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否する宣言を国連に提出 
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の増税に懸念を表明 

18-021 ミ ク ロ

ネシア 

チューク州のミクロネシア連邦からの独立の動きは、他の州に悪影響

を及ぼす（来年 3 月に独立の是非を問う選挙があり、約 5 万人のチュ
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18-029 ミ ク ロ

ネシア 

ミクロネシア大統領は、「The Nature Conservancy（TNC）の支援を受

け、最新の電子監視と人間の監視を組み合わせて、世界的に重要なマ

グロ漁業の透明性を完全に確保できるようにする」と Our Ocean 

Conference において発言 

18-032 ミ ク ロ

ネシア 

中国国家主席は、APEC の前に、国交のある太平洋島嶼国首脳と会談し、

一帯一路構想の下での二国間関係と現実的な協力に関し、意見交換（ミ

クロネシア首相は、中国との関係を高く評価し、貿易や観光において

協力を拡大し、同国から支援を受ける気候変動対策をさらに進めると

発言。サモア首相も同国とのプロジェクトを進めると発言） 

18-027 ロシア ロシア大統領は、パラオとの観光分野、航空及び海軍情報交流の促進

を表明（ロシアとパラオは両国のビザ無し旅行協定に先月合意） 

18-018 EU EU が、ツバルの違法操業対策の改善に伴い、2014 年から行っていた同

国からの漁獲物に係る輸入禁止措置を解除 

17-030 太 平 洋

島嶼国 

太平洋共同体（SPC）の海洋漁業プログラム（Oceanic Fisheries 

Programme）が 27,000 匹以上のデータ収集用のマグロを太平洋に放出

17-032 太 平 洋

島嶼国 

南太平洋観光機構（SPTO）が、笹川平和財団主催のシンポジウムに出

席し、観光分野における日本との協力を模索 

17-035 太 平 洋

島嶼国 

太平洋島嶼国の船舶運航者は住民からの過積載に関する過度な圧力に

さらされていると太平洋共同体運輸計画（The Pacific Community's 

transport programme）次長が発言 

17-035 太 平 洋

島嶼国 

国連太平洋戦略（United Nations Pacific Strategy 2018-2022）が発

行 

17-036 太 平 洋

島嶼国 

世界有数の海産物企業である Thai Union が、海洋のプラスチックゴミ

問題に協力 

17-036 太 平 洋

島嶼国 

アジア太平洋島嶼国開発フォーラムが船舶からの排出ガスに関する白

書を刊行 

17-036 太 平 洋

島嶼国 

ノーフォーク島航空が経営環境の悪化により撤退 

18-001 太 平 洋

島嶼国 

太平洋諸島フォーラム幹部（PIF）がバヌアツ政府と海上におけるセキ

ュリティーに関し議論 

18-007 太 平 洋

島嶼国 

ミクロネシア諸島フォーラムにおいて、住民の医療改善、気候変動対

策を含む一連の決議を行動に移すという認識で各首脳が一致 

18-008 太 平 洋

島嶼国 

太平洋諸島フォーラム（PIF）は、国際連合のジュネーブ事務局に常任

のオブザーバー事務所を設置 
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18-011 太 平 洋

島嶼国 

日本は PALM8 において、「自由で開かれたインド太平洋戦略」に基づい

て、太平洋島嶼国の発展に貢献していくことを明言 

18-011 太 平 洋

島嶼国 

日本は太平洋島嶼国に過去 3 年間で 550 億円以上を支援し、次の 3 年

でこれを上回る支援を実施すると外務省関係者が発言 

18-011 太 平 洋

島嶼国 

PALM8 の首脳宣言において、日本と太平洋島嶼国は、海上安全及び海

上法執行の分野における同島嶼国の能力向上を図っていくことを発表

18-011 太 平 洋

島嶼国 

日本は、太平洋島嶼国への中国の影響力の増加に対応するため、海洋

秩序の維持と持続可能な海洋管理を目指して、500 人の能力開発プロ

グラム等を実施することにより、太平洋諸島との関係強化を目指す 

18-012 太 平 洋

島嶼国 

Pacific Islands Association of Non-Government Organization（27

の国と地域からなる太平洋島嶼国ＮＧＯ連盟）が、各地域の NGO の中

心となる人材育成を支援へ 

18-018 太 平 洋

島嶼国 

PNA（ナウル協定）加盟国８か国との合弁企業（Pacifical）がタイの

企業と協力し、太平洋島嶼国で捕獲されたマグロ及びその加工品の原

産地を追跡し、確認することを可能とさせる。 

18-019 太 平 洋

島嶼国 

太平洋海洋技術協力センター（The Maritime Technology Cooperation 

Centre in the Pacific）の招聘機関である太平洋共同体（The Pacific 

Community）が、2018 年の Lloyd's List Asia Pacific Awards の最終

候補に選出（同機関が、地域の能力開発の取組みを通じて、太平洋島

嶼国の船舶と港湾におけるエネルギー効率の高い運航を促進し、温室

効果ガスの排出を削減したことが、評価される） 

18-019 太 平 洋

島嶼国 

【報告書】世界各国・機関による太平洋島嶼国（14 か国）への支援に

関するオーストラリアの研究機関による報告 

18-020 太 平 洋

島嶼国 

IUU 漁業を抑止、摘発するための 1,650 万平方 km に渡る 10 日間の合

同取締り活動が 10 か国のフォーラム漁業機関（FFA）メンバー国とフ

ィジー、オーストラリア、ニュージーランド、フランス、米国などの

4 か国間防衛調整グループにより実施され、違反行為を認めず（この

取組みは FFA により主導） 

18-020 太 平 洋

島嶼国 

4 つの太平洋島嶼国は、約 15 憶 US ドルの気候変動に関する基金（加

盟国等がインフラ整備に充てる）の設置に合意 

18-021 太 平 洋

島嶼国 

中国、インド、アメリカは病院対応艦を太平洋島嶼国に派遣。オース

トラリアはこうした艦を派遣しないものの、同国の医者・看護師がア

メリカの病院対応艦に乗艦するとともに、同国海軍の医療スタッフが

島嶼国において医療ワークショップの開催や災害対応にあたっている

18-022 太 平 洋

島嶼国 

太平洋島嶼国の代表者、市民社会、研究者等の関係者は、海洋に投棄

される陸上からのゴミ問題を解決するためのパートナーシップに合意
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すると太平洋地域環境計画事務局（SPREP）が発表 

18-022 太 平 洋

島嶼国 

太平洋島嶼国の海上監視体制が新たな監視用小型飛行機 2 機の導入に

より新たな一時代に 

18-022 太 平 洋

島嶼国 

太平洋島嶼国の 4 つの地域機関（太平洋共同体（SPC）、フォーラム漁

業機関（FFA）、太平洋地域環境計画（SPREP）、南太平洋大学（USP））

が、持続可能な管理と健全な海洋管理の促進を支援するために、欧州

連合との取り決めに署名（EU と太平洋間の 5 カ年計画に、EU が 4050

万 US ドル、スウェーデンが 1160 万 US ドルを拠出し、基金を設置） 

18-022 太 平 洋

島嶼国 

太平洋諸島フォーラム（PIF）において、より大きな主導権を握るため

に、島嶼国首脳は、島嶼国の拠出金の割合を当初予算の 60％に増やす

ことに合意（これは、2021 年までに太平洋島嶼国のメンバーが事務局

の運営コストの過半（51％）を担うことを意味。） 

18-024 太 平 洋

島嶼国 

台湾が、太平洋島嶼国（パラオ、フィジー、バヌアツ、パプアニュー

ギニア、トンガ、キリバス、タヒチ、ツバル、西サモア、マーシャル

諸島、ナウル、ソロモン諸島、ハワイ州）から 22名を招聘し、リーダ

ーシッププログラム（さまざまな分野に関し、専門知識を台湾の関係

者から直接学ぶ）を実施 

18-024 太 平 洋

島嶼国 

アジア開発銀行は、（他の援助国が影響力を増す中で）太平洋島嶼国へ

の影響を高めるため、同諸国に、7 つの事務所を新たに開設し、2020

年までに 40 億 US ドルを融資すると発言 

18-024 太 平 洋

島嶼国 

太平洋島嶼国の漁業当局者は、厳格化の進む管理要件に準拠するため

の支援を要望（中西部太平洋マグロ類委員会（WCPFC）が要求する報告

が大幅に増加しているが、日本、中国、韓国等の先進の漁業国と異な

り、対応することは困難と主張） 

18-026 太 平 洋

島嶼国 

台湾を承認する 17か国全ての首脳は、国連総会において、台湾が国際

機関に参加することを認めるよう要請。（太平洋島嶼国全体において

は、中国が台湾を上回る支援を行っているものの、台湾は人口の少な

い国を対象に支援を実施） 

18-029 太 平 洋

島嶼国 

TNC がインド・太平洋マグロ計画のミクロネシア地域プロジェクトダ

イレクターを募集 

18-029 太 平 洋

島嶼国 

小島嶼国連合（AOSIS）議長（モルディブの国連大使）は、モルディブ

のような小島嶼開発途上国（SIDS）は、「自国の経済成長に不可欠であ

る観光と漁業分野が環境破壊によって多大な影響を受けており、これ

らの維持のために投資が必要である。また、気候変動対策のために、

健康・教育・法律・秩序維持分野から資金を転用することを余儀なく
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は、中国が台湾を上回る支援を行っているものの、台湾は人口の少な

い国を対象に支援を実施） 

18-029 太 平 洋

島嶼国 

TNC がインド・太平洋マグロ計画のミクロネシア地域プロジェクトダ

イレクターを募集 

18-029 太 平 洋

島嶼国 

小島嶼国連合（AOSIS）議長（モルディブの国連大使）は、モルディブ

のような小島嶼開発途上国（SIDS）は、「自国の経済成長に不可欠であ

る観光と漁業分野が環境破壊によって多大な影響を受けており、これ

らの維持のために投資が必要である。また、気候変動対策のために、

健康・教育・法律・秩序維持分野から資金を転用することを余儀なく
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させられている」と発言し、2014年SIDS会議において合意されたSAMOA

Pathway を加速させるため、パートナーとの協力を検討 

18-034 太 平 洋

島嶼国 

太平洋島嶼国（クック諸島、キリバス、ニウエ、サモア、トケラウ、

トンガ、ツバル、ニュージーランド）の海上安全当局職員が、ニュー

ジーランドにおいて、IMO の監査に備え、海上の安全を強化するため

の新たな規則について研修を受講 

18-034 太 平 洋

島嶼国 

「アメリカは太平洋島嶼国から撤退することは決してなく、地域の安

全保障に責任を持つ」と同国国防関係者がメディアに明言 

18-034 太 平 洋

島嶼国 

太平洋諸島開発フォーラム（PIDF）が、COP24 において、国連気候変

動枠組条約（UNFCCC）の政府間組織（IGO）オブザーバー資格を取得 

18-035 太 平 洋

島嶼国 

「ナウル協定のメンバー8 国は、気候変動の影響で海面が上昇し、国

土が消失しても、現在の排他的経済水域（EEZ）を確保できるように協

力して対応したい」とナウル協定 CEO が発言 

18-035 太 平 洋

島嶼国 

「気候変動は太平洋島嶼国にとってただ一つの最大の脅威であり、国

際的な財政的支援枠組みが必要である（すでに太平洋島嶼国に支援を

申し出ている GCF（Green Climate Fund）や Global Environment 

Facility のための更なる支援（作業）が必要）」と COP24 において、

太平洋諸島フォーラム（PIF）事務局次長が発言 

18-035 太 平 洋

島嶼国 

「ナウル協定加盟国は、漁業監視活動の一環として、人身売買や麻薬

取引にも取り組む」とナウル協定 CEO が発言 

18-008 その他 バミューダ諸島の国際的な事業である保険事業が、リスク評価の観点

から海洋の変化に対する有効な対抗手段になる可能性（Ocean Risk 

Summit において、海洋リスクに関する指標（ocean risk index）の作

成が議論） 

18-011 その他 2030 年までに世界の海底地形の 100％解明を目指す国際プロジェクト

「Seabed2030」（日本財団と大洋水深総図（GEBCO）指導委員会が主導）

の責任者は、プロジェクトは期間内に完了することができ、津波のパ

ターン、海洋汚染、魚類の動き、船舶の航行および未知の鉱床等すべ

てを明らかにすると発言 

18-017  その他 SDGs（持続可能な開発目標）に係る閣僚級会合が国連において開催 

18-030 その他 菌類の研究は、プラスティックを分解する未知の微生物を明らかにす

る（ロンドンの科学者グループは、ポリウレタンを数週間で分解可能

な菌を世界で初めて開発） 
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18-030 その他 国際海運会議所（ICS）会長は、次々と進む（船舶の）自動化を含む技

術開発に、より効果的に対応するため、船員の研修や資格について規

定する STCW 条約の改正を要請 

18-034 その他 国連総会議長は、プラスティックを除去し、海洋を浄化する新たなイ

ニシアティブを立ち上げることを発表（国際的にプラスティック問題

を発信するとともに、国連内でのプラスティック製品の使用を削減す

る取組み） 

18-034 その他 「2019 年に開催される国連気候変動サミットでは、気候変動対策に関

しての①野心的な目標、②実態経済における変革、③市民や若者の前

例のないほどの行動、に焦点をあてる」と COP24 に出席した国連事務

総長が発言 

17-028  その他 海賊の発生件数が 20 年間で最低に 

18-003 その他 アジア開発銀行は、太平洋島嶼国の経済回復が経済及び政治的な不確

実性、財政的課題及び自然災害により遅れていると指摘 
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